
 

 



（注１） 平成27年度までは決算、平成28年度は２次補正後予算による。
（注２） 公債発行額は、平成２年度は湾岸地域における平和回復活動を支援する財源を調達するための臨時特別公債、平成６～８年度は消費税率３％から５％への引上げに先行して行った減税による租税収入の減少を補うための減

税特例公債、平成23年度は東日本大震災からの復興のために実施する施策の財源を調達するための復興債、平成24年度及び25年度は基礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達するための年金特例公債を除いている。
（注３） 一般会計基礎的財政収支（プライマリー・バランス）は、「税収＋その他収入－基礎的財政収支対象経費」として簡便に計算したものであり、ＳＮＡベースの中央政府の基礎的財政収支とは異なる。

一般会計における歳出・歳入の状況
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債務残高の国際比較（対ＧＤＰ比）

（年）（出典） IMF "World Economic Outlook Database"（2016年10月）

（注１） 数値は一般政府ベース。

（注２） 日本は2015年以降、その他の国は2016年が推計値。
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暦 年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

日 本 153.6  164.0  169.6  180.7  186.4  186.0  183.0  191.8 

米 国 53.0  55.4  58.5  65.5  64.9  63.6  64.0  72.8 

英 国 34.3  34.2  35.8  38.7  40.0  41.0  42.2  50.3 

ド イ ツ 57.6  59.2  62.9  64.7  66.9  66.3  63.5  64.9 

フ ラ ン ス 58.2  60.1  64.2  65.7  67.2  64.4  64.4  68.1 

暦 年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

日 本 210.2  215.8  231.6  238.0  244.5  249.1  248.0  250.4 

米 国 86.0  94.7  99.0  102.5  104.6  104.6  105.2  108.2 

英 国 64.2  75.7  81.3  84.8  86.0  87.9  89.0  89.0 

ド イ ツ 72.4  81.0  78.3  79.5  77.1  74.5  71.0  68.2 

フ ラ ン ス 79.0  81.7  85.2  89.6  92.4  95.3  96.1  97.2 
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（出典） Bloomberg

＜GIIPS諸国の10年国債金利＞
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○ 2008年のリーマン・ショックを契機に、世界金融危機が発生。その後、欧州ソブリン債務危機が発生し、GIIPS諸国において金利

が大きく変動。

○ また、2013年５月には、FRBのバーナンキ議長が量的緩和政策（QE3）の縮小を示唆したことにより、リスクオフの展開となり、新

興国通貨が大きく下落。

（2013年5月＝100としたもの）

対ドル
減価

対ドル
増価
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財政健全化の取組

アメリカ
○ 財政運営を規律するルールを制定し、ルールを逸脱する場合に歳出の強制削減が発動される仕組みを措置。
 2011年に予算管理法を制定し、裁量的経費に上限（Cap）を設定（2012年度からの10年間で▲約0.9兆ドル（約94兆円、対ＧＤＰ比5.6%

程度）の歳出抑制（ベースライン比）。）。

 2010年にPay-As-You-Go法を制定し、義務的経費の増加や減税を行う場合、その歳出増や歳入減を相殺する措置をとることを

義務付け。

イギリス
○ 2011年度から2014年度にかけて、医療と海外援助予算を除き、省庁別歳出限度額を累積総額▲970億ポンド
（約13兆円）削減。

※
※）2011年度から2014年度における各年度の2010年度比での歳出削減額を足し上げた累積総額。

 例えば、地方公共団体向けの補助金の合理化や、学校新設の人口増地域への重点化等を実施。

○ 2011年に付加価値税率を引上げ（17.5%→20%）。（＋約147億ポンド（約2.0兆円、対ＧＤＰ比0.9%程度）／年）

ドイツ
○ 2009年に憲法を改正し、連邦政府と州政府の財政収支均衡を原則義務付け。

○ 2011年から2014年の4年で以下の取組を実施し、2012年には財政収支均衡を実現。
① 長期失業者に対する失業給付の抑制など社会保険給付の見直し：▲250億ユーロ（▲約2.9兆円、対ＧＤＰ比0.9%程度）

② 原子力発電所に対して新たな税を創設：＋45億ユーロ（＋約5,100億円、対ＧＤＰ比0.2%程度）

③ 航空機利用者に対して新たな税を創設：＋38億ユーロ（＋約4,300億円、対ＧＤＰ比0.1%程度）

フランス
○ 2010年に医療保険支出目標の実効性を強化し、同年以降６年連続で目標達成。

○ 2014年に付加価値税率を引上げ。
※

（＋57億ユーロ（約6,500億円、対ＧＤＰ比0.3%）／年）
※） 標準税率：19.6%→20%、外食等にかかる軽減税率：7%→10%

○ 2015年から2017年の３年間で▲465億ユーロ（約5.3兆円、対GDP比2.1%程度）の歳出抑制（ベースライン比）を計画。
 2015年は、上記計画に基づき、以下のような取組で▲197億ユーロ（約2.2兆円、対GDP比0.9%程度）歳出抑制。

① 地方への交付金の削減：▲35億ユーロ（▲約4,000億円、対GDP比0.2%程度）

② 医療など社会保障支出の抑制：▲62億ユーロ（▲約7,100億円、対GDP比0.3%程度）

近年の各国における財政健全化に向けた取組の例

（出所）各国資料より作成。

※１ドル＝ 102円 １ユーロ＝114円 １ポンド＝134円（平成28年11月において適用される基準外国為替相場及び裁定外国為替相場）
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財政収支の国際比較（対ＧＤＰ比）

（出典） OECD “Economic Outlook 99”（2016年６月）

（注１） 数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。ただし、日本及び米国は社会保障基金を除いた値。
（注２） 日本については、単年度限りの特殊要因を除いた値。
（注３） 日本及びドイツは2015年以降、それ以外の国々は2016年が推計値。

暦 年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

日 本 ▲ 6.3 ▲ 7.6 ▲ 7.8 ▲ 6.4 ▲ 5.0 ▲ 3.1 ▲ 2.6 ▲ 3.1

米 国 ▲ 2.9 ▲ 6.3 ▲ 7.3 ▲ 6.7 ▲ 5.5 ▲ 4.5 ▲ 5.0 ▲ 8.4

英 国 0.4 ▲ 2.1 ▲ 3.4 ▲ 3.6 ▲ 3.5 ▲ 2.9 ▲ 3.0 ▲ 5.1
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○ 経済シナリオ
・ 「経済再生ケース」 ：安倍内閣の経済財政政策の効果が着実に発現（2018-24年度平均：名目3.7％、実質2.2％）
・ 「ベースラインケース」 ：経済が足元の潜在成長率並みで将来にわたって推移（2018-24年度平均：名目1.5％、実質0.9％）
○ 財政前提
・ 2017（平成29）年度 ：賃金・物価動向や一定の歳出改革等を勘案し、結果として高齢化等を除く歳出の増加率が賃金・物価上昇率の半

分程度となると仮定して機械的に計算
・ 2018（平成30）年度以降：社会保障歳出は高齢化要因等で増加、それ以外の一般歳出は物価上昇率並に増加することを想定

経済・財政面における主要な想定

「中長期の経済財政に関する試算」（中長期試算）の概要
※ 平成28年７月26日 経済財政諮問会議提出（内閣府）

試算結果のポイント

＜国・地方の基礎的財政収支（対GＤP比）＞（％）＜名目経済成長率＞

○ 2015（平成27）年度の国・地方PB対GDP比は、▲３．２％の赤字であり、半減目標（▲３．３％）は達成見込み。

○ 2018（平成30）年度の国・地方PBは、「経済再生ケース」では、▲１０．５兆円（対ＧＤＰ比▲１．９％）の赤字、
「ベースラインケース」では、▲１１．０兆円（対ＧＤＰ比▲２．１％）の赤字。

○ 2020（平成32）年度の国・地方PBは、「経済再生ケース」では、▲５．５兆円（対ＧＤＰ比▲１．０％）の赤字、
「ベースラインケース」では、▲９．２兆円（対ＧＤＰ比▲１．７％）の赤字。

（年度）

「経済再生ケース」

「ベースラインケース」

●

●

「経済再生ケース」

「ベースラインケース」

赤字対GDP比半減目標
▲3.3%

●

黒字化目標
●

▲5.5兆円

▲9.2兆円
●

赤字対ＧＤＰ比１％程度のメルクマール

（％）

（年度）

●

●
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財政運営の原則等（法律） 具体的な目標等（計画等）

日本 財政法（1947年）
 国の歳出は、公債又は借入金以外の歳入を以て、その財源としなけれ

ばならない。

中期財政計画（2013年）
 PB（国・地方）⇒ ①2015年度までに赤字対GDP比半減（2010年度比）

②2020年度までに黒字化
 公債等残高（国・地方）対GDP比 ⇒ 2021年度以降、安定的に引下げ

米国  直近の2017年度大統領予算教書においては、「2025年度にかけて財政赤字（連邦政府）対GDP比を3％未満に収めることで、債務残高（連邦政府）対
GDP比を安定させ、さらには減少させる軌道に乗せる」としている。

英国 予算責任・会計検査法（2011年）
 財務省において、財政政策の策定・実施等に関する文章として、予算責

任憲章を策定し、その中において、財政の目標を定めなければならない。
 予算責任憲章は、下院の決議による承認が必要。

予算責任憲章（2015年）
 財政収支（公的部門）対GDP比 ⇒ 2019年度までに黒字化
 純債務残高（公的部門）対GDP比 ⇒ 2019年度まで毎年減少

ドイツ 連邦基本法（2009年）
 連邦及び州の予算は、原則、借入れなしに、均衡させなければならない。
 構造的財政収支（連邦政府）対GDP比を2016年より▲0.35％以下。
予算原則法（2013年）
 構造的財政収支（一般政府）対GDP比を▲0.5％以下。

安定化プログラム2016（2016年）
 2017年度から2020年度まで、財政収支（連邦予算）の均衡を維持
 債務残高（一般政府）対GDP比 ⇒ 60％超の部分を直近3ヵ年平均

1/20以上削減

フランス 憲法（2008年）
 公共財政の複数年にわたる方針を計画化法において定め、その方針は

会計均衡の目標の中に位置づけられる。
財政プログラム及びガバナンスに関する組織法（2012年）
 財政計画法において、一般政府中期目標を定める。
複数年財政計画法2014～2019（2014年）
 一般政府中期目標は構造的財政収支対GDP比で▲0.4％であり、これを

2019年までに達成。
 債務残高（一般政府）対GDP比 ⇒ 2020年より60％超の部分を直近3ヵ年

平均1/20以上削減。

2016年予算法
 財政収支（一般政府）対GDP比 ⇒ 2017年までに▲3％以下

イタリア 憲法（2012年）
 行政は、EU法規と一致するよう予算均衡・公的債務の持続可能性を保障。
均衡財政原則の適用に関する法律（2012年）
 均衡予算の判定には構造的財政収支を用い、その目標は安定化プログ

ラムにおいて定める。

安定化プログラム2016（2016年）
 財政収支（一般政府）対GDP比 ⇒ 2017年度に▲1.8％以下
 債務残高（一般政府）対GDP比 ⇒ 60％超の部分を直近3ヵ年平均1/20

以上削減

＜参考1＞EUにおける財政関連ルール
 域内の財政健全化目標（マーストリヒト基準）（①財政収支（一般政府）対GDP比▲3％、②債務残高対GDP比60％）（欧州連合機能条約）（1993年）
 毎年、中期財政目標を定めた「安定化プログラム」を欧州委員会に提出することを義務付け（安定成長協定）（1997年）
 財政収支均衡又は黒字化（構造的財政収支対GDP比▲0.5％以内でも可）を国内法（拘束力があり永続的な性格を有する規定（望ましくは憲法）又は予算編成過程で十分に尊重・遵守されることが保

証されるもの）で定める（財政協定）（2012年）
＜参考2＞構造的財政収支とは、実際の財政収支から、景気によって変動する要因や一時的な要因を除いたもの。構造的経常財政収支とは、構造的財政収支から、公共事業等の資本支出を除いたもの。

主要国における財政健全化目標 資料Ⅰ－２－２



2025年には団塊の世代（1947～49年生まれ）が後期高齢者（75歳～）に移行し、高齢化率は継続的に上昇し、平均年齢も継
続的に上昇することとなる。

（注）団塊の世代は1947～49(S22～24)年、第２次ベビーブーム世代は1971～74(S46～49)生まれ。

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」
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100総人口
1億2,619万人

75歳～
1,703(14%)

65～74歳 1,761(14%)

総人口
1億2,066万人

75歳～
2,179(18%)

65～74歳 1,479(12%)

団塊の世代
(76～78歳)

555万人

団塊の世代
(67～69歳)

636万人

20～64歳
7,007(56%)

20～64歳
6,559(54%)

～19歳
2,148(17%)

～19歳
1,849(15%)

第２次
ベビーブーム世代

(42～45歳)
790万人

第２次
ベビーブーム世代

(51～54歳)
772万人

総人口
1億1,212万人

75歳～
2,245(20%)

65～74歳 1,495(13%)

20～64歳
5,910(53%)

～19歳
1,562(14%)

団塊の世代
(86～88歳)

372万人

第２次
ベビーブーム世代

(61～64歳)
739万人

65歳～
・国民医療費の約５割
・基礎年金受給開始
・介護１号被保険者

少子高齢化：団塊の世代の後期高齢者への移行 資料Ⅰ－２－３



「骨太2015」の「経済・財政再生計画」のポイント

財政健全化目標等

 財政健全化目標を堅持。「国・地方を合わせた基礎的財政収支について、2020年度までに黒字化、その後、債務残高対ＧＤ
Ｐ比の安定的な引下げを目指す。」

「デフレ脱却・経済再生」、「歳出改革」、「歳入改革」の３本柱の改革を一体として推進し、安倍内閣のこれまでの取組を強化。

歳出改革の基本的考え方

 国の一般歳出については、安倍内閣のこれまでの取組を基調として、社会保障の高齢化による増加分を除き、人口減少や
賃金・物価動向等を踏まえつつ、増加を前提とせず歳出改革に取り組む。

 地方においても、国の取組と基調を合わせ徹底した見直しを進める。

 計画の中間時点（2018年度）において、下記の目安に照らし、歳出改革、歳入改革それぞれの進捗状況、ＫＰＩの達成度等を
評価し、必要な場合は、デフレ脱却・経済再生を堅持する中で、歳出、歳入の追加措置等を検討。

＜目安１＞ＰＢ赤字対ＧＤＰ比：2018年度▲１％程度

＜目安２＞国の一般歳出の水準：
安倍内閣のこれまでの３年間では一般歳出の総額の実質的な増加が1.6兆円程度となっていること、経済・物価動向等を

踏まえ、その基調を2018年度まで継続。

＜目安３＞社会保障関係費の水準：
安倍内閣のこれまで３年間の経済再生や改革の効果と合わせ、社会保障関係費の実質的な増加が高齢化による増加分

に相当する伸び（1.5兆円程度）となっていること、経済・物価動向等を踏まえ、その基調を2018年度まで継続していくことを目
安とし、効率化、予防等や制度改革に取り組む。この点も含め、2020年度に向けて、社会保障関係費の伸びを、高齢化によ
る増加分と消費税率引上げとあわせ行う充実等に相当する水準におさめることを目指す。

＜目安４＞地方の歳出水準：
国の一般歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額に

ついて、2018年度までにおいて、2015年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保。

歳出改革の目安

資料Ⅰ－３－１



【論点】
○ 70歳以上の⾼齢者について、同じ所得区分であっても、①⽉単位の上限額が70歳未満に⽐べて低額に設定されてい

る、②外来について更なる特例措置が講じられているなど、現役よりも低い⾃⼰負担限度額となっている。

○ ⾼額療養費は医療費負担が過重にならないための制度であり、⾃⼰負担限度額は家計の負担能⼒により判断されるべ
きもの。同じ所得⽔準同⼠でみても⾼齢者は平均的に現役より多くの貯蓄を保有していることも踏まえれば、公平性の
観点から、同程度の所得⽔準であれば、年齢に関わらず同程度の⽉額の⾃⼰負担上限とすべき。また、経過措置的側⾯
のある「外来特例」により、⾼齢者の外来のみ更に優遇し続けることも適当ではない。
※ 「外来特例」は、平成14年に、高齢者について原則定率１割負担とした際に、①高齢者の外来受診頻度が若年者に比べて高い、②高齢者の定

率１割負担を導入してから間もない、ことを考慮して導入されたもの。

○ なお、⾼齢者には医療機関の受診頻度が⾼い者の割合が⾼いが、個々⼈で⾒れば受診頻度が⾼い者も低い者も存在。
受診頻度が⾼い⾼齢者には、受診頻度が⾼い現役と同様に多数回該当の仕組み※により、的を絞った対応を⾏うべきも
の。現⾏制度は、受診頻度が⾼くない者も含めた⾼齢者全体の⾃⼰負担に軽減が及んでいる。
※ 多数回該当とは、同一世帯で直近12ヶ月に高額医療費の支給月数が3ヶ月以上ある場合、4ヶ月目から自己負担限度額が軽減されるもの。

高額療養費の見直し （負担限度額）

⾼額療養費制度（万円） 貯蓄（万円） 注２

70歳以上 現役 70歳以上 現役
⼊院 外来 ⼊院 / 外来

年収 370万円〜注１
8.7 注３

（４⽉⽬以降4.4） 4.4 25.4/17.2/8.7 注３,４

（４⽉⽬以降4.4等） 2,705 675

年収 〜370万円注１ 4.4 1.2 5.8
（4⽉⽬以降4.4） 1,056 474

住⺠税⾮課税 1.5/2.5 注４ 0.8 3.5
(4⽉⽬以降2.5） 846 296

（注１）被用者保険の所得区分の基準となる標準報酬をベースに平均賞与額を勘案して算出した額。なお、国保・後期は課税所得等が所得区分の基準とされている。
（注２）各区分に含まれる以下の収入階層の貯蓄現在高（二人以上世帯）の平均。 〔収入370万円～〕 収入500～600万円、〔収入370万円未満〕 収入200～300万円、

〔住民税非課税〕 収入200万円未満（全国消費実態調査（平成26年 総務省））
（注３）医療費が100万円と仮定した場合の金額。
（注４）現役の年収370万円超区分は、さらに年収に応じて３区分に、高齢者の住民税非課税区分は、さらに年金収入等に応じて２区分に分かれており、それぞれ自己負担限度額が設定。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ ⾼齢者の⾼額療養費について、速やかに、外来特例を廃⽌するとともに、⾃⼰負担上限について、所得区分に応じ

て、現役と同⽔準とすべき。
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高額療養費の見直し （所得基準）

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 「現役並み所得」の判定⽅法について、現役世代との公平性の観点から、収⼊の多寡を適切に反映する仕組みとなる

よう、速やかに⾒直すべき。

収⼊
⾦額

夫の給与収⼊400万円
妻の収⼊なし

現役世帯

夫の給与・年⾦収⼊400万円
妻の年⾦収⼊100万円

年収370〜770万円
の世帯

⾼齢者世帯

所得
区分

⼀般所得
（年収370万円以下の世帯）

＜

＞

8.7万円（注）

負担
限度
額

4.4万円
（外来特例1.2万円）＞

（注） 医療費が100万円と仮定した場合の⾦額

社会保障制度改革国民会議報告書（抜粋）
（平成２５年８月６日 社会保障制度改革国民会議）

「公的年金等控除や遺族年金等に対する非課税措置の存在により、
世帯としての収入の多寡と低所得者対策の適用が逆転してしまうよう
なケースが生じていることが指摘されており、世代内の再分配機能を
強化するとともに、負担と給付の公平を確保する観点から検討が求
められる。」

【論点】
○ ⾼齢者の「現役並み所得※１」の所得区分は、現役の平均

的な年収 （386万円※２） 以上の所得⽔準に対応するものであり、
具体的には、
① 世帯内に、課税所得145万円以上の被保険者がいるこ

と、
② 世帯内の被保険者全員の収⼊の合計が520万円以上※３

（世帯の被保険者が１⼈の場合は383万円以上※３））で
あること、
の２つの要件を満たす必要があるとされている。

※１ 「現役並み所得」に該当すると、

イ）自己負担割合は現役並みの３割、
ロ）高額療養費の自己負担限度額が現役の「370万円～770万円」の所

得区分と同水準、
となる。

※２ 平成16年度の政管健保平均標準報酬月額を基礎として算出したもの。
※３ 具体的には、 現役の平均的な年収 （386万円） に基づき課税所得

（145万円） を算出し、この課税所得をベースに、一定の高齢者モデル
世帯を想定して収入 （520万円（単身383万円）） を算出している。

○ このため、現⾏の判定⽅法は、課税所得が145万円以上
であっても、収⼊が520万円を超えなければ「現役並み所
得」と判定されない仕組みとなっており、収⼊の⾼い⾼齢
者世帯が、それよりも収⼊の低い現役世帯よりも、実質的
には低い所得区分として取り扱われている。

現役世帯と高齢者世帯において
収入と所得区分（負担限度額）が逆転する例
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高額介護サービス費制度の見直し

【論点】
○ 介護保険においては、負担能⼒に応じて利⽤者負担の⽉額上限が定められており、それを超える部分について⾼額介護サービ

ス費が⽀給されているが、医療保険における⾼額療養費制度と⽐較して、上限が部分的に低くなっている。
○ 保険料の上昇を可能な限り抑えつつ、制度の持続可能性を⾼めるため、平成27年８⽉から⼀定以上所得者の利⽤者負担割合が

２割に引き上げられたが、その前後の⾼額介護サービス費の⽀給状況を⽐較すると、⾼額療養費制度と⽐較して上限が低くなっ
ている「⼀般」の区分で、⽀給額が急増している。

○ こうした結果、⼀部２割負担の導⼊後、総費⽤に占める利⽤者負担の⽐率は上昇したものの、平成18〜19年度と同⽔準
（7.7％程度）にとどまっており、制度全体では、約10年間、実質的な利⽤者負担割合は上昇していない。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 平成27年8⽉の制度改正による⼀部２割負担導⼊の趣旨の徹底や医療保険との均衡の観点から、速やかに、⾼額療養費制度と

同⽔準まで利⽤者負担の⽉額上限を引き上げるべき。また、⾼額療養費制度について70歳以上の⽉額上限が⾒直される場合には、
⾒直し後の⽔準まで引き上げるべき。

⾼額介護サービス費
（⽉額上限）

⾼額療養費（⽉額上限） ⼀定以上所得※1２割負担
施⾏前後の⽐較

70歳以上 70歳未満 27年8⽉
⽀給決定

28年3⽉
⽀給決定

現役並み所得※2

（上位所得） 44,400円（世帯） 44,400円
（多数回該当）

140,100円（多数回該当）※３

― 7.4億円
93,000円（多数回該当）※４

⼀般 37,200円（世帯） 44,400円 44,400円（多数回該当） 6.7億円 26.7億円

住⺠税⾮課税等 24,600円（世帯） 24,600円 24,600円（多数回該当）
128.7億円 147.9億円

年⾦収⼊80万円以下等 15,000円（個⼈） 15,000円 24,600円（多数回該当）

※１ 年⾦収⼊とその他所得の合計額が、単⾝世帯で280万円以上、２⼈以上世帯で346万円以上
※２ 年収の合計額が、単⾝世帯で383万円以上、２⼈以上世帯で520万円以上

※３ 年収の合計額が、約1,160万円以上の場合
※４ 年収の合計額が、約770万円以上約1,160万円未満の場合

出所：厚生労働省「平成28年8月19日社会保障審議会介護保険部会提出資料」

⼀定以上所得者の負担
割合引上げに合わせ、
平成27年8⽉から新設
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【改⾰の⽅向性】（案）
○ 制度本来の趣旨を踏まえ、均等割の軽減特例については、速やかに本則の⽔準に戻すべき。

また、所得割の軽減特例については、速やかに廃⽌すべき。

後期高齢者の保険料軽減特例の見直し（低所得者）

夫の年⾦収⼊
（万円）

︹
均
等
割
︺

︹
所
得
割
︺

夫婦世帯における夫の例（妻の年金収入80万円以下の場合）

168 221 264
153

80 211

約300億円
(約324万⼈)

約201億円
(約290万⼈)

２割軽減

約211億円
(約160万⼈)

５割軽減
７割軽減

５割
軽減

(約103万⼈)

(約96万⼈)

（注）夫婦世帯（妻の年金収入80万円以下）の場合。国保は、国民健康保険実態調査（平成26年度）に

おける７割軽減世帯の一人当たり平均保険料算定額を基に応益分を推計。なお、均等割額は

28/29年度の保険料額（26年度は1120円（本則７割軽減）、560円（8.5割軽減）、370円（9割軽減））

収⼊８０万円 収⼊１２０万円 （参考）国保

（後期）
7割軽減

（本則）
1130円

平均的な保険料月額（均等割）

570円

（国保）
７割軽減
1240円

380円

【論点】
○ 後期⾼齢者医療制度においては、国⺠健康保険料と同様、

低所得者に対して均等割を最⼤で７割軽減する仕組みがある
が、制度導⼊（平成20年度）時に、激変緩和の観点から、更
なる軽減（最⼤９割）を予算措置（全額国費）で導⼊。この
激変緩和措置は、その後現在まで９年間継続している（元被
扶養者分とあわせ、合計約0.7兆円）。

○ 後期⾼齢者医療制度は、急速な⾼齢者医療費の増加の中
で、現役と⾼齢者の負担関係を明確化し、⾼齢者にも制度の
担い⼿として、広く薄く保険料負担を求めることとしたも
の。こうした制度趣旨をふまえれば、激変緩和措置をいつま
でも継続することは適当ではない。

○ 後期⾼齢者の給付費の約９割を公費及び現役からの保険料
（後期⾼齢者拠出⾦）で賄っており、後期⾼齢者の保険料⽔
準はもともと現役よりも低額。保険料軽減特例は、さらにそ
の⽔準から保険料を軽減するものであり、現役との負担の公
平性の観点から、速やかに⾒直す必要。

○ 加えて「所得割の軽減」は、後期⾼齢者のみを対象に、賦
課最低限を超える者を対象としており、また、所得が⾼いほ
ど軽減額が⼤きくなるものであり、低所得者への負担軽減措
置として⾮効率。さらに、特例の上限所得の前後で、保険料
額⽀払い後の⼿取りが逆転するといった問題が⽣じている。

8.5割軽減9割軽減

8.5割軽減９割軽減

〜80万円 80〜168万円 国保7割軽減世帯（26年度）夫の年⾦収⼊
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均等割軽減なし
所得割5割軽減

均等割５割軽減
所得割５割軽減

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 後期⾼齢者の保険料軽減特例（元被扶養者）については、負担の公平性を著しく損ねていることから、速やかに廃⽌

すべき。

資格取得後２年間 ３年⽬以降

５割軽減
（本則）

約233億円
(約169万⼈)９割軽減

元被扶養者に対する軽減措置（均等割）

※制度上の軽減は75歳到達から2年間限りとされているが、特例措置により、
期限なしで軽減されている（政令附則）。

後期高齢者の保険料軽減特例の見直し（元被扶養者）

所得割は賦課されない

子供の扶養の有無・時期による保険料の差異
75歳

74歳

76歳

独り
暮らし

息⼦夫婦と同居

保険料
⽉約2500円

⽉約400円

独り暮らし ⽉約4400円

【論点】
○ 後期⾼齢者医療制度においては、被⽤者保険の被扶養

者であった者の激変緩和の観点から、制度上、加⼊後２
年間は、所得⽔準に関わらず均等割を５割軽減し、所得
割も賦課しないこととされている。

これに加え、後期⾼齢者医療制度導⼊（平成20年度）
の際、さらなる激変緩和の観点から、制度加⼊後何年⽬
であっても、均等割を９割軽減する特例が導⼊され、そ
の後９年間、予算措置で継続（低所得者分とあわせ、合
計約0.7兆円）。

○ 元被扶養者に対する保険料軽減特例は、「75歳到達の
前⽇に被扶養者であったこと」のみを基準として、その
後何年たっても9割軽減の対象とするものであり、世帯
の負担能⼒とは無関係の基準で負担が左右されるもの。

このため、
① 単⾝⾼齢者よりも被扶養⾼齢者の負担が軽い、
② ⼦の扶養に⼊った時期によって負担が⼤きく異なる
③ 扶養者と被扶養者のどちらが年上かで負担が⼤きく

異なる
など著しく不合理な⾯がある。

○ 単⾝⾼齢者注をはじめ、保険料を⽀払う被保険者が毎
年増加する中、元被扶養者のみこうした特例の対象とな
り続けることは、制度の公平性の観点から⼤きな問題。
（注）単身高齢者世帯数（75歳以上）は、2005年度：約209万世帯から2015年度：約

351万世帯に増加（国民生活基礎調査）。

独り暮らし

息⼦夫婦と同居

年⾦収⼊170万円

年⾦収⼊170万円
⼦の給与収⼊400万円

年⾦収⼊170万円
⼦の給与収⼊400万円

均等割９割軽減
所得割なし
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【論点】
○ ⾼齢者は、現役と⽐べて、平均的に所得⽔準は低い⼀⽅で、貯蓄現在⾼は⾼い。しかし、（介護保険における補⾜給付を除き）⾼齢者の

負担能⼒の判断に際し、預貯⾦等の⾦融資産は勘案されていない。

○ 預⾦⼝座への任意付番・預⾦情報の照会を可能とする改正マイナンバー法が成⽴（公布⽇(H27.9.9)から３年以内に施⾏予定）。
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887 
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4,833 

273.8

858.8 837.7
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209.6 83.9
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2,927 

4,123 

5,740  7,058 
6,615 

18.7%
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88.9% 87.5%

0
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0
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

～ 29歳 30～ 39歳 40～ 49歳 50～ 59歳 60～ 69歳 70歳 ～

実物資産

金融資産等を考慮に入れた負担を求める仕組みの医療保険への適用拡大

【改⾰の⽅向性】（案）
○ まずは、現⾏制度の下での取組として、⼊院時⽣活療養費等の負担能⼒の判定に際しても、補⾜給付と同様の仕組みを適⽤すべき。
○ さらに、医療保険・介護保険における負担の在り⽅全般について、マイナンバーを活⽤して、所得のみならず、⾦融資産の保有状況も勘

案して負担能⼒を判定するための具体的な制度設計について検討を進めていくべき。

＜世帯主の年齢階級別資産残⾼＞ 住宅保有率
（右軸）

貯蓄現在⾼ 負債現在⾼

資産の合計

（万円）

（出所）総務省 平成２６年全国消費実態調査
（注）総世帯。資産の合計は、実物資産と貯蓄現在⾼の合計。
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0.73%
1.63%

2.28%

0%

1%

2%

上位10健保組合 協会けんぽ 下位10健保組合

1.54% 1.54% 1.54%

0%

1%

2%

上位10健保組合 協会けんぽ 下位10健保組合

介護納付金の総報酬割

【論点】
○ 現⾏制度では、医療保険者が徴収する第２号被保険者（40〜64歳）の保険料（介護納付⾦）により介護給付費の28%分を賄

うこととされているところ、各医療保険者の負担を決定する際、加⼊者数による⼈頭割が採⽤されており、負担能⼒（総報酬）
に応じたものとなっていない。

○ このため、同じ被⽤者保険者間でも、報酬額に占める第２号保険料の⽐率に⼤きな差が⽣じている。また、相対的に所得⽔準
が低い被保険者が多い協会けんぽに対しては、介護納付⾦についても医療保険と同率（16.4％）の国庫補助が⾏われている。

○ 仮に総報酬割が導⼊された場合、協会けんぽの被保険者の保険料負担は、国庫補助が⾏われている現⾏よりも減少し、負担が
減少する被保険者数は、負担が増加する被保険者数を上回る⾒込み。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 介護納付⾦については、所得に応じた公平な負担とするため、速やかに総報酬割へ移⾏すべき。

＜⼈頭割（現⾏）＞

国庫負担

＜総報酬割＞
負担増 １，２７２万⼈

負担減
１，６５３万⼈

うち協会けんぽ
1,437万⼈

出所：厚生労働省「平成28年8月19日社会保障審議会介護保険部会提出資料」

総報酬割導⼊による負担の増減
（被保険者数）

総報酬割導⼊による被⽤者１⼈当たり保険料負担率（第２号保険料/報酬額）の変化

(1.95%)

1.55%pt ▲0.09%pt

健保組合等（0.95兆円）

協会けんぽ：0.96兆円
国費0.16兆円

国⺠健康保険：0.80兆円
公費0.39兆円（国費0.33兆円、都道府県0.07兆円）

被
⽤
者
保
険

介護納付⾦ 社会保険診療
⽀払基⾦

＜総報酬割＞
（被⽤者保険者間では報酬額に⽐例して負担） 第１号保険料

（65歳以上）
2.1兆円
【22％】 公費

4.8兆円
【50％】

国 ：2.2兆円
地⽅：2.6兆円

介護給付費（9.6兆円）

第２号保険料
（40〜64歳）

2.7兆円
【28％】

（注）⾦額は平成28年度予算ベース

＜⼈頭割＞
（被保険者数に応じて負担）

第２号保険料（介護納付⾦）の仕組み

（注）平成26年度決算⾒込みデータに基づく試算
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在宅療養
65歳以上医療区分Ⅰ

の療養病床
（⼀般所得）

⼀般病床
医療区分Ⅱ・Ⅲ
の療養病床 等
（⼀般所得）

介護保険施設
（⽼健・療養病床（多床室））
補⾜給付における

基準費⽤額

介護保険施設
（特養（多床室））

補⾜給付における
基準費⽤額

1⽇当たり

入院時の光熱水費相当額に係る負担の見直し

【論点】

【改⾰の⽅向性】（案）
○ ⼊院時⽣活療養費について、在宅療養等との公平性を確保する観点から、難病患者・⼩児慢性特定疾患患者等を除く

全ての病床について、居住費（光熱⽔費相当）の負担を求めていくべき。

1⽇当たり 1⽇当たり

居住費
（光熱⽔費）

370円
居住費
0円

○ ⼊院時の⽣活療養費について、療
養病床のうち65歳以上の医療区分
Ⅰに該当する患者（⼀般所得）以外
については⾃⼰負担がない。

○ 「地域完結型」の医療に向け、病
状に⾒合った医療・介護・在宅療養
等の切れ⽬ない提供体制が求められ
る中、どの施設等であっても公平な
光熱⽔費負担を求めていく必要。

※ ⽣活療養費は⼀⽇当たりで定められ、
⻑期療養者も⽇数に応じて負担している
中、公平性の観点から、より短期間の⼊
院者についても、⽇数に応じた負担を求
めるべき。

（参考）27年度医療保険制度改⾰におい
て、在宅療養でも負担する費⽤とし
て、⾷材費相当額に加え、調理費相当
額の負担を求める⾒直しを実施。

居住費
光熱⽔費

室料
840円

居住費
（光熱⽔費）

320円

居住費
（光熱⽔費）

約370円
（注）

1⽇当たり

急性期から在宅医療・介護まで切れ⽬のない提供体制を⽬指す

1⽇当たり

⾷費（⾷材費・調理費）については、在宅療養でも負担する費⽤として、施設によ
らずに1,380円/⽇を負担。

（注）平成25年家計調査（⾼齢者のいる世帯）：約370円（11,215円/⽉）
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スイッチOTC化された医療用医薬品に係る保険償還率のあり方

医療⽤医薬品 第１類医薬品 第２・３類医薬品

対応者 薬剤師
医師の処⽅必要

薬剤師 薬剤師/登録販売者

販売⽅法 対⾯ 対⾯／ネット※ 対⾯／ネット※

情報提供 義務 義務 ２類は努⼒義務

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 例えば第2類・第3類となっているものなど、⻑らく市販品として定着しているOTC医薬品に類似する医療⽤医薬品は、①保険

給付の対象から外すこととするか、②保険給付として残すのであれば、OTC医薬品を購⼊した場合との負担のバランスの観点か
ら、⼀定の追加的な⾃⼰負担を求めることとすべき。あわせて、医療⽤医薬品のうち安全性など⼀定の要件を満たすものは⾃動
的に市販品として販売可能となるよう、スイッチOTC化のルールを明確化すべき。

薬局
OTC医薬品

医療機関
医療⽤医薬品

銘柄 価格 銘柄 薬価 ３割負担
（現役）

１割負担
（⾼齢者）

湿布A（第２類） 980円 湿布AA 120円 36円 12円

うがい薬B（第３類） 626円 うがい薬BB 160円 48円 16円

漢⽅薬C（第２類） 1,296円 漢⽅薬CC 170円 51円 17円

⽬薬D（第２類） 1,317円 ⽬薬DD 1,330円 399円 133円

胃薬E（第１類） 1,706円 胃薬EE 300円 90円 30円

◆ 市販品（OTC医薬品）と医療⽤医薬品の⽐較

※1 各区分における市販品と医療用医薬品は、いずれも同一の有効成分を含んでいる。ただし、同一の有効成分を含
んでいる市販薬であっても、医療用医薬品の効能・効果や用法・用量が異なる場合があることには留意が必要。

※2 市販品の価格は、メーカー希望小売価格。
※3 医療用医薬品の価格については市販品と同じ数量について、病院・診療所で処方箋を発行してもらい、 薬局で

購入した場合の価格であり、別途再診料、処方料、調剤料等がかかる。Ｃ

セルフメディケーションによる使用のための医薬品の薬事審査ガイドライン（仮訳/抜粋）
（ＷＨＯ 2000）

セルフメディケーションが保健医療システムにおいて重要な位置を占めることが幅広く認
識されるようになってきた。

こうした見方の背景には、個人は自分自身の健康を維持する責任があるという考え方
や、軽微な疾病に対する専門的治療がしばしば不必要であるとの認識がある。

【論点】
○ ⾼額・有⽤な医薬品など「医療の⾼度化」を公的保険

に取り込みつつ、制度の持続可能性を確保していく観点
から、⼩さなリスク（少額の負担）には⾃ら対応するこ
と（セルフメディケーション）が重要。

現状では、市販品と同⼀の有効成分の薬でも、医療機
関で処⽅されれば、より低い⾃⼰負担で購⼊が可能であ
るため、⾵邪や腰痛などを市販薬で治す⽅が、すぐに医
療機関を受診するよりも経済的な負担が⼤きい。

○ 今年度からスイッチOTCの購⼊費⽤に係る税制措置が
創設されたが、こうした医療⽤医薬品の負担のあり⽅に
ついてもあわせて⾒直す必要があるのではないか。
＜セルフメディケーション税制＞※厚生労働省要望により創設

特定健診等を受診する者がスイッチOTC医薬品（※）を購入した場合、年
間1.2万円を超える額を所得控除可能（上限あり）。

※  スイッチOTCであるかぜ薬、胃腸薬、肩こり･腰痛･関節痛の貼付薬（湿
布）など、合計1,500種類以上の医薬品が指定。

○ OTC医薬品のなかでも、例えば、第２類・第３類医薬
品となっているものは、副作⽤等のリスクが⼤きくない
こと等から、販売⽅法への制限も緩やかであり、セルフ
メディケーションにより対応がより推進されるべきも
の。

こうしたOTC医薬品と類似の医療⽤医薬品の医療保険
における取扱いについて、OTC医薬品を購⼊した場合と
の負担のバランスも含め⾒直すべき。 ※ ＯＴＣ医薬品のうちスイッチ直後品目は要指導医薬品として対面販売の対象（原則３年で一般用医薬品に移行）
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〔参考〕医薬品に係る保険償還率のあり方について

（出所）厚⽣労働省「医療保障制度に関する国際関係資料について」「第47回社会保障審議会医療保険部会資料」、医療経済研究機構「薬剤使⽤状況等に関する調査研究報告書」等より作成

【薬剤に係る⾃⼰負担についての国際⽐較】

制度類型 薬剤に係る⾃⼰負担 （参考）国⺠負担率

⽇本 社会保険⽅式 ※１ ・原則３割
（義務教育就学前：２割、70〜74歳：２割、75歳以上：１割）

43.4％
（2015年度）

ドイツ 社会保険⽅式 ※２ ・10％定率負担（各薬剤につき上限10ユーロ、下限5ユーロ）
（注）参照価格（償還限度額）が設定された医薬品の場合は、限度額を超えた額は⾃⼰負担

52.2％
（2012年）

フランス 社会保険⽅式 ※１

・以下を加重平均した⾃⼰負担率：34％
- 抗がん剤等の代替薬のない⾼額な医薬品：0％
- ⼀般薬剤：35％
- 胃薬等：70％
- 有⽤度の低いと判断された薬剤：85％
- ビタミン剤や強壮剤：100％
（注）参照価格（償還限度額）が設定された医薬品の場合は、限度額を超えた額は⾃⼰負担

65.7％
（2012年）

スウェーデン 税⽅式 ※３ ・900クローナまでは全額⾃⼰負担、より⾼額の薬剤についても⼀定の⾃⼰負担割合を設定
（注）上限は年間2,200クローナ

56.1％
（2012年）

イギリス 税⽅式 ※３ ・処⽅１件：8.05ポンド（⾼齢者、低所得者、妊婦等については免除あり） 46.7％
（2012年）

アメリカ 社会保険⽅式 ※４
・保険の種類や契約内容等に応じ相違

（注）メディケア（任意加⼊）の場合
- 310ドルまでは全額⾃⼰負担、より⾼額な薬剤についても⼀定の⾃⼰負担割合を設定

31.1％
（2012年）

（※１）国⺠皆保険 （※２）国⺠の約87％が加⼊ （※３）全居住者を対象
（※４）65歳以上の⾼齢者及び障害者等を対象とするメディケアと⼀定の条件を満たす低所得者を対象とするメディケイド

○ フランスでは、医薬品の治療上の貢献度・有⽤性に応じ、段階的な⾃⼰負担割合（保険償還率）が設定されているほ
か、ドイツと同様、参照価格（償還限度額）制度が採⽤されている。また、スウェーデン等においては、医薬品の種類
にかかわらず、⼀定額以下は全額⾃⼰負担とされているなど、相応の⾃⼰負担を求める枠組みが採⽤されている。

○ 我が国においても、公的保険給付の範囲の⾒直しや薬剤の適正使⽤の観点等から、諸外国の制度も踏まえ、医薬品に
係る保険給付の在り⽅を⾒直し、全体として保険償還率を引き下げることを検討すべきではないか。
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要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

介護保険における利用者負担の在り方

【論点】

【改⾰の⽅向性】（案）
◯ 介護保険制度を取り巻く以下のような状況を踏まえ、軽度者が⽀払う利⽤者負担額が、中重度者が⽀払う利⽤者負担額と均衡

する程度まで、要介護区分ごとに、軽度者の利⽤者負担割合を引き上げるべき。
・ １⼈当たり利⽤者負担額が⾼く、「共助」の必要性がより⾼い中重度者への給付を安定的に続けていく必要があること。
・ 近年、軽度者に対する費⽤額の伸び率が⾼くなっている中で、更なる保険料上昇を可能な限り抑制していく必要があること。
・ 制度創設時と異なり、現在は、医療保険においても、70歳以上の⾼齢者に⼀部２〜３割負担を求めていること。
・ 負担能⼒を超えた過⼤な負担とならないようにするための⾼額介護サービス費制度が存在すること。

出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告」、「平成27年度介護給付費等実態調査」

介護保険：利⽤者負担割合
原則 ⼀定以上所得※１

１割 ２割

医療保険：⾃⼰負担割合
原則 現役並み所得※２

75歳以上 １割 ３割

70〜74歳 ２割※３ ３割

70歳未満 ３割（義務教育就学前は２割）

※１ 年⾦収⼊とその他所得の合計額が、単⾝世帯で280万円以上、２⼈以上世帯で346万円以上
※２ 年収の合計額が、単⾝世帯で383万円以上、２⼈以上世帯で520万円以上
※３ 平成26年4⽉以降に70歳となる者から段階的に２割、その他の者は１割

（注）費⽤額に補⾜給付は含まない。サービス受給者１⼈当たり利⽤者負担額（⽉額）は平成28年4⽉審査分。

費⽤額の伸び率とサービス受給者１⼈当たり利⽤者負担額（⽉額）

費用額の伸び率（H21→H26）
【左軸】 １人当たり利用者負担額（月額）

【右軸】

（千円）

○ 介護保険の利⽤者負担割合は、介護の必要度にかかわらず、原則１割とされている。
○ 平成12年4⽉の介護保険制度の施⾏時は、医療保険における70歳以上の⾃⼰負担は定

額制（⼊院：1,200円/⽇、外来：530円/⽇）であったが、現在、70〜74歳は段階的に
２割負担に移⾏しており、70歳以上の現役並み所得者は３割負担となっている。

○ 軽度者（要介護２以下）は、中重度者（要介護３以上）と⽐較して、サービス受給者
１⼈当たりの利⽤者負担額は⼩さいが、近年の費⽤額の伸び率は⾼くなっている。

○ こうした中で、介護保険サービスを利⽤していない被保険者も負担する保険料は、制
度創設以来、上昇が続いている。

3.6 
4.6 

5.2  5.7  6.2  6.4  6.4  6.7  6.9  7.4  7.8  8.2 
8.8  9.2  9.6  10.1  10.4 

2,000

4,000

6,000

0
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H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告」、「平成28年8月19日社会保障審議会介護保険部会提出資料」

介護保険の総費⽤と保険料の推移

総費用【左軸】
（H12～H26は実績値、H27・Ｈ28は予算ベース）

第１号保険料（全国平均月額）【右軸】 2,911円（H12） ⇒ 5,514円（H28）
第２号保険料（１人当たり月額）【右軸】 2,075円（H12） ⇒ 5,352円（H28）

（兆円）

（注）第２号保険料については、事業主・公費負担分を含み、平成28年度は9⽉までの額。

（円）

（年度）

資料Ⅱ－１－11



要介護１

51億単位

（37%）

要介護２

49億単位

（35%）

要介護３

24億単位

（17%）

要介護４

10億単位

（8%）

要介護５

4億単位

（3%）

0%

25%

50%

75%

100%

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

軽度者に対する生活援助サービスの在り方

【論点】
○ 訪問介護は「⾝体介護」と「⽣活援助」に分類されるところ、⽣活援助のみの利⽤回数の⽐率は、要介護５は３％程度である

が、軽度者（要介護１・２）は40％超〜50％超となっており、基本報酬の実績でも、軽度者が全体の70％超を占めている。
（注）「⾝体介護」：⾷事、排泄、⼊浴等。「⽣活援助」：掃除、洗濯、買い物、調理等

○ ⽣活援助のみの１回当たり利⽤者負担額は、20分以上45分未満で１割負担の場合、平均187円程度（各種加算込み）であり、
⺠間家事代⾏サービスを利⽤する場合、安くても1時間925円（交通費別）であることに⽐べ、著しく割安となっている。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 軽度者に対する⽣活援助については、介護保険の適⽤事業者に限らず、多様な主体が、利⽤者のニーズに柔軟に対応してサー

ビスを提供していくことも可能と考えられることから、地域⽀援事業に移⾏すべき。
○ また、移⾏の前提として、以下の⾒直しを⾏い、制度趣旨に沿った適正利⽤を徹底すべき。

・ ⺠間家事代⾏サービスの利⽤者との公平性や中重度者への給付の重点化の観点から、保険給付の割合を⼤幅に引き下げる。
・ ⽣活援助により、どのように重度化の防⽌や⾃⽴⽀援につながるのかをケアプランに明記することを義務付ける。

訪問介護のサービス種類別構成⽐
（平成27年度回数ベース）

⽣活援助のみの基本報酬
（平成27年度実績）

合計
１３８億単位

生活援助

身体介護
＋生活援助

身体介護

⺠間家事代⾏サービス価格との⽐較

出所：厚生労働省「平成27年度介護給付費等実態調査」 出所：厚生労働省「平成27年度介護給付費等実態調査」

⽣活援助（25分以上45分未満）
平均1,874円（各種加算込み）

⇒ 1割負担で約18７円
※1単位＝10円換算

⺠間家事代⾏サービス(１時間） 平均2,496円（交通費別）

最⾼値（個⼈事業主） 3,996円（交通費別）

最安値（⽣活協同組合） 925円（交通費別）

（注） ⺠間家事代⾏サービスの価格は、全国の112事業者の価格（平⽇・⽇中）を地⽅財務局に
おいて調査。１回のみの利⽤よりも割安となる定期プラン等がある場合には、当該定期プラ
ン等における価格を採⽤。

出所：厚生労働省「介護保険総合データベース（平成27年10月審査分）」

 介護保険制度創設時の議論では、⽣活援助を保険給付の対象とすることについて、以下のような慎重論もあった中で、⽼⼈保健福祉審議会介護給付分科会報告（平成7⽉12⽉13⽇）において
「基本的には、要介護状態の積極的な予防や⾃⽴した⽣活への⽀援につながるような形で介護給付の対象とすることが考えられる」とされた。

・ 「コックとメイドは多い⽅がいい」という諺のように、家事援助も無限定に求められるようでは困ったことになる。
・ 介護が必要な⼈は家事援助も不可⽋であり介護保険で⾒るべきであるが、介護を伴わない家事援助は介護保険の範囲に⼊れる必要はないのではないか。
 その後も、⽣活援助に関しては、関係審議会等において、以下のような指摘がなされている。
・ ⾼齢者になったので⾞に乗れなくなったので買い物を代わりに代⾏してあげる。公的なサービスとして⾏われているんですが、まさにそれは⾃⽴⽀援を阻害するということではないか。
・ 軽度者⽀援について、各施策が⾃⽴⽀援や重症化予防にどの程度役に⽴っているのか、データとしてきちんと把握することが重要（中略）要介護度が低い⽅が⽣活援助を利⽤するケースが多

いというデータが出ているのですけれども、これが本当に重症化予防につながっているのかという部分。
出所：介護保険制度史研究会編著「介護保険制度史－基本構想から法施行まで－」2016、厚生労働省社会保障審議会（介護保険部会・介護給付費分科会）議事録
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要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

軽度者に対する福祉用具貸与等の在り方

【論点】
○ 福祉⽤具貸与については、貸与事業者が設定した価格を基準として、その９割（⼜は8割）が保険給付の対象となる。した

がって、介護報酬改定の影響を受けることはなく、貸与価格の適正化は、市場競争に委ねられている（特定福祉⽤具販売、住宅
改修も同様）。他⽅、実際の貸与価格は、⼀般に、貸与事業者が、貸与品の本体価格のほか、搬出⼊や保守点検等に係る費⽤も
勘案した上で包括的に設定している。

○ 福祉⽤具貸与の実態を調査すると、１か⽉（30⽇）当たり貸与額について、要⽀援１・２を中⼼に⼤きな地域差がある。ま
た、全く同⼀製品でも、平均価格を⼤きく超える⾼価格で取引されている例がある。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 適正な価格・サービス競争の促進、不合理な地域差の是正、中重度者への給付の重点化の観点から、以下の取組により、福祉

⽤具貸与の仕組みを抜本的に⾒直すべき（特定福祉⽤具販売、住宅改修についても、同様の考え⽅に基づき⾒直すべき）。
・ 貸与品の希望⼩売価格や耐⽤年数等を考慮して算定される合理的な貸与価格と、搬出⼊や保守点検等の附帯サービス価格を明
確に区分することを義務付け、価格形成についての利⽤者・保険者への情報開⽰を進める。

・ 保険給付の対象を、貸与種⽬ごとに定める標準的な貸与価格と真に有効・必要な附帯サービス価格に限定する。
・ 要介護区分ごとに標準的な貸与対象品⽬を定め、その範囲内で貸与品を決定する仕組みを導⼊する。
・ 軽度者（要介護２以下）に対する保険給付の割合を⼤幅に引き下げる。

最⾼価格／平均価格 品⽬数

２倍未満 ３品⽬

２倍以上６倍未満 28品⽬

６倍以上10倍未満 ４品⽬

10倍以上 ３品⽬

種⽬ 平均価格 最⾼価格 販売価格

スロープ 597円 7,180円 5千円程度

⼿すり 1,741円 20,000円 5万円程度

特殊寝台 8,803円 100,000円 18万円程度

同⼀製品の貸与価格（⽉額）の分布
福祉⽤具に係る１か⽉（30⽇）当たり貸与額の地域差

出所：厚生労働省「平成27年度介護給付費等実態調査」
出所：「介護保険総合データベース（平成27年3月審査分）」から抽出した38の製品に係

る給付データを基に財務省作成

（円）

2,049円 1,514円
1,017円

884円
978円

921円

1,299円

全国最高

全国最低

全国平均
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軽度者に対するその他給付の在り方

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 軽度者に対する通所介護など、介護保険の適⽤事業者に限らず、多様な主体が、利⽤者のニーズに柔軟に対応して必要な⽀援

を⾏っていくことも可能と考えられるサービスについては、中重度者への給付の重点化や地域の実情に応じた効率的なサービス
提供の観点から、地域⽀援事業に移⾏すべき。

○ また、移⾏の前提として、機能訓練がほとんど⾏われていないなど、サービスの実態が、重度化の防⽌や⾃⽴⽀援ではなく、
利⽤者の居場所づくりにとどまっていると認められる場合には、減算措置も含めた介護報酬の適正化を図るべき。

【論点】
○ 近年の費⽤額の伸びについて、サービス種類別の寄与度を⾒ると、政策的に推進してきた地域密着型サービス（⼩規模多機能

型居宅介護、認知症対応型共同⽣活介護等）を超えて、通所介護の費⽤額の増加が顕著。また、通所介護については、費⽤額の
約６割が軽度者（要介護１・２）に対するものとなっており、事業所数では、特に⼩規模型通所介護※1が増加。
※１ 平成28年4⽉以降は、地域密着型（利⽤定員18⼈以下）や⼤規模型・通常規模型のサテライト型等へ移⾏（約85％が介護報酬が踏襲される地域密着型へ移⾏）。

○ ⼩規模型は、サービス提供１回当たりの管理的経費が⾼いことが考慮され、他の類型より基本報酬が⾼く設定されている。こ
のため、⼩規模型は、個別機能訓練加算※２を取得している事業所の⽐率は他の類型より低いものの、サービス提供１回当たりの
単位数は最も⾼くなっている。
※２ 個別機能訓練加算（Ⅰ）46単位/⽇：⽣活意欲が増進されるよう、利⽤者による訓練項⽬の選択を援助。⾝体機能への働きかけを中⼼に⾏うもの。

個別機能訓練加算（Ⅱ）56単位/⽇：⽣活機能の維持・向上に関する⽬標（１⼈で⼊浴できるようになりたい等）を設定。⽣活機能にバランスよく働きかけるもの。

費⽤額の伸び率とサービス種類別の寄与度の推移

（年度）

（％、寄与度）

通所介護：13
通所リハ：２

出所：厚生労働省「平成27年度介護給付費等実態調査」、
「介護保険総合データベース（平成27年10月審査分）」

通所介護の介護報酬請求事業所数 通所介護の事業所規模別⽐較

（年度）

（万）

１回当たり
単位数

（平成27年度）

個別機能訓練加算
取得事業所率※３

加算Ⅰ 加算Ⅱ

⼩規模 783単位 12.7％ 26.7％

通常規模 754単位 22.2％ 32.7％

⼤規模Ⅰ 763単位 40.3% 41.3%

⼤規模Ⅱ 735単位 55.8% 42.5%

※３ 「介護保険総合データベース（平成27年10⽉審査分）」
から抽出した給付データを基に、同⽉中に1回でも加算を
取得している事業所は、「加算取得事業所」と計上。

出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告」 出所：厚生労働省「介護給付費（等）実態調査」

（注）補⾜給付は含まない （注）各年度の4⽉審査分（療養通所介護は含まない）
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かかりつけ医以外を受診した場合の定額負担の導入

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 「かかりつけ医」を普及させつつ、外来の機能分化を進めていくため、⼀定の要件を満たす「かかりつけ医」以外を受診した場合の受診

時定額負担（診療所は低額とし、病院は規模に応じてより⾼額を設定）を導⼊すべき。

「小児かかりつけ診療料は、かかりつけ医として、患者の同意を得た上で、緊急時や
明らかに専門外の場合を除き継続的かつ全人的な医療を行うことについて評価し
たものであり、原則として1人の患者につき1か所の保険医療機関が算定する。」

「小児かかりつけ診療料の算定に当たっては、以下の指導等を行う。（中略）
（イ）他の保険医療機関と連携の上、患者が受診している医療機関を全て把握する
とともに、必要に応じて専門的な医療を要する際の紹介等を行う。
（ウ）患者について、健康診査の受診状況及び受診結果を把握するとともに、発達
段階に応じた助言・指導を行い、保護者からの健康相談に応じる。」

（出所）診療報酬点数表

外来医療費 ＝ 初診料（2,820円）＋ 検査 ＋ 画像診断 + 処置 ＋ 薬剤（処⽅費、医薬品費）

負
担

外来医療費

⾼額
療養費

患者負担

公的保険
からの給付

6,000円

14,000円

外来医療費20,000円の場合

外来医療費

小児科かかりつけ診療料（抜粋）

＜制度のイメージ＞
① 他の医療機関を含めた受診状況等の把握、必要に応じた専⾨医療機

関の紹介・連携、継続的かつ全⼈的な医療の提供※１など、⼀定の要件
を満たす診療所等※２について、患者が「かかりつけ医」として指定
（保険者に登録）。

※１ 総合診療医の養成・定着が進むまでの経過措置として、耳鼻科や眼科

など特定の診療科については、予め「かかりつけ医」と相談のうえ指定する
他の医療機関での診療を可能とする（定額負担も免除）。

※２ 特定疾病の有無・年齢要件は問わず、24時間対応等も求めないなど、
診療報酬で評価される地域包括診療料等とは異なり、「かかりつけ医」の要
件は緩やかに設定。

② この「かかりつけ医」以外の医療機関を、紹介状なしで受診する場
合には、定額を負担（⾼額療養費の対象）。その際、他の診療所を受
診した場合には低額とし、病院を受診した場合には、病院の規模に応
じて、より⾼額の負担を求める（外来患者が増えると病院の収⼊が増え
る「選定療養の義務化」の仕組みも、あわせて⾒直し）。

【論点】
○ 26年度診療報酬改定で創設された地域包括診療料の算定

は広がらず、「かかりつけ医」の普及や外来の機能分化は⼗
分に進展していない。

○ 諸外国と⽐較して、我が国の外来受診頻度は⾼く、多くは
少額受診。限られた医療資源の中で医療保険制度を維持して
いく観点からも、⽐較的軽微な受診について⼀定の追加負担
は必要なのではないか。

患者負担

公的保険
からの給付定額負担

6,000円＋定額

14,000円－定額

負
担

⾼額
療養費

かかりつけ医等以外を受診かかりつけ医等を受診

かかりつけ医 他の診療所 病院

定額負担 なし ⽇常負担できる低額
（⼀部経過措置あり）

規模に応じて設定
（⼤規模病院ほど⾼額）
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（参考１） 外来受診に関するデータ
◆ 一人あたり年間外来受診回数（医科）の国際比較（2013年）

23.5%
12.2%
13.8%
14.5%

19.9%
22.2%

26.7%
37.4%
40.4%

76.5%
87.8%
86.2%
85.6%

80.1%
77.8%

73.3%
62.6%
59.6%

総数

20-49

50-99

100-199

200-299

300-399

400-499

500-699

700以上

紹介状あり患者の割合 紹介状なし患者の割合
◆ 病床規模別の紹介率（外来）

（出所）平成26年患者調査を基に作成
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（注）イギリスは2009年、アメリカは2010年のデータ （出所） OECD Health Data 2015, OECD Stat Extracts

◆ 外来医療費の１件当たり診療報酬点数の分布

（出所）平成26年医療給付実態調査を基に作成

◆ かかりつけ医に望む事項

40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

必要なときはすぐに専門医に紹介

患者情報を紹介先に適時適切に提供する

どんな病気でもまずは診療できる

生活習慣病など予防のための助言

定期健診や検診

往診や訪問診療などの在宅医療

夜間休日の診療を行う

不在時も含めた２４時間体制

夜間休日の電話相談を行う

心の病気のカウンセリング

最後の看取り

（出所）「第５回 日本の医療に関する意識調査」
（平成27年1月28日 日本医師会総合政策研究機構）

39.9%

41.4%

19.8%

23.4%

10.3%

15.2%

24.9%

14.8%

5.1%

3.5%

1.2%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

開業医

（n = 256）

勤務医

（n = 253）

フリーアクセスを制限すべき（現行の定額負担制度を拡大する）

フリーアクセスを規制すべき（定額負担の拡大ではなく、法的に規制する）

フリーアクセスを制限すべき（上記以外の方法で）

現状を維持すべき

定額負担の制度も減額あるいは撤廃すべき

その他

◆ フリーアクセスは制限すべきか？

39% 28% 20% 6% 4%

2% 1%

1%

0% 50% 100%

～499 500～999 1,000～1,999 2,000～2,999 3,000～4,999 5,000～9,999 10,000～19,999 20,000～

Ｑ この4月から、特定機能病院と、一般病床500床以上の地域医療支援病院では、紹介状なしの初診の際
は5000円以上の定額負担が義務化されました（以下、定額負担制度）。これまで、日本の医療ではフリーア
クセスが基本になってきましたが、医療費抑制のためにかかりつけ医制度を促進し、フリーアクセスを制限
すべきとの意見も聞かれるようになりました。今後、医療へのアクセスについて、先生はどのように考えます
か。

（出所）2016年8月6日m3.com「医療維新」より

１件当たり医療費５千円未満が約４割

Ｑ あなたは、かかりつけ医にどのような医療や体制を望んでいますか

勤務医の8割強、開業医の7割が「何らかのフリー
アクセス制限が必要」との考え⽅を⽀持
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地域医療構想に沿った医療提供体制の実現(病床機能報告・在宅医療等）

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 今年度末までに､全都道府県において地域医療構想を策定した上で、その実現に向けて、

① 病棟ごとの診療⾏為について分析を⾏い、地域医療構想の病床機能ごとの定量的な基準を次期病床機能報告時までに明確化した上で、
KPIに沿って進捗管理を⾏うべき。

② 地域医療構想を踏まえた在宅医療の受け⽫のあり⽅について、都道府県・市町村において検討を進め、今後策定される医療・介護に
係る諸計画について、これと整合的なものとすべき。

○ 地域医療構想を今年度中に策定した上で、その実
現に向けた進捗のチェックが必要であるが、現在の
病床機能報告制度では、病床機能を選択する際の判
断基準が定性的。各医療機関による報告内容は客観
性に乏しいため、進捗のチェックが困難。

○ 今年度から、レセプトに病棟コードが付記され、
病床機能報告における病棟ごとの診療内容がひも付
くことになる。このデータの分析により、地域医療
構想における病床の４機能ごとの定量的な基準も設
定可能。

○ また、在宅医療等により対応する患者（追加的に
30万⼈程度）について、各地域において、在宅医療
や介護施設、⾼齢者住宅など、受け⽫の⾒通しを⽴
てたうえで、必要な整備を進める必要。

在宅医療等の患者への対応のため、医療・介護を通じた受け⽫(施設等）ご
との整備⽅針等について、「協議の場」等を活⽤しつつ、都道府県・市町村に
おいて調整・検討 →医療介護総合確保⽅針（都道府県計画）に反映

第７次医療計画

・在宅医療の⽬標
・基準病床数

第３期医療費
適正化計画

医療費の⽬標に反映※

第７期介護保険
事業（⽀援）計画

介護サービス量の⾒込み

◆在宅医療等の体制整備

※医療費適正化計画の基本⽅針には、現時点では在宅医
療等にかかる医療費の推計⽅法が⽰されていない。

2025年の必要病床数（あるべき病床数）の推計結果について

※ 「医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門

調査会」（平成27年6月15日）提出資料を基に作成

◆地域医療構想（各都道府県で今年度中に策定）

（機能が
⾒えにくい）

明確・定
量的な基
準で区分

医
療
機
関

（A病棟）急性期機能

（C病棟）慢性期機能

（B病棟）回復期機能

医療機能の現状と今後の⽅向を報告都
道
府
県

医療機能の報告等を活⽤し、地域医療構想の実現に
向けた病床の機能分化・連携を進捗評価

病床機能報告制度（⽬指すべき⽅向）

※ 厚生労働省資料を基に作成

◆進捗をチェックできる仕組み
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地域医療構想に沿った医療提供体制の実現（地域医療介護総合確保基金）

【論点】

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 地域医療構想が今年度中に全都道府県で策定されることを踏まえ、病床機能の転換等に直接資するものに重点化させるべき。
○ 具体的にどのような事業に執⾏されているか明らかにした上で、各都道府県における基⾦の活⽤が、病床の機能分化・連携に

つながっているか検証・評価し、次年度以降の交付決定に反映するようにするなど、地⽅の創意⼯夫を⽣かしつつ、基⾦の趣
旨・⽬的を⼗分踏まえた執⾏がなされる仕組みとすべき。

○ 地域医療介護総合確保基⾦（27年度予算：公費904億円（医療
分））については、特に急務の課題である、地域医療構想の実現
に向けた病床の機能分化を推進するため、「⾻太の⽅針2015」
等において、「病床の機能分化・連携」に重点的配分を⾏う⽅針
が定められている。

○ 「病床機能分化・連携」への交付額は徐々に増加しているが、
この中には、ＩＣＴに係る基盤整備など様々な事業が含まれ、地
域医療構想の実現に向けた「病床の機能分化・連携」に直接資す
る施設整備に充てられたものは⼀部にとどまる。

○ 具体的な事業の執⾏状況を明らかにした上で、当該事業が病床
の機能分化・連携につながっているかどうかなど、基⾦の使途や
効果を検証・評価していくべきではないか。

174

454

458

206

65

48

524

385

399

0 200 400 600 800

平成26年度

平成27年度

平成28年度

Ⅰ 病床の機能分化・連携に向けた施設整備等に関する事業
Ⅱ 在宅医療の提供等に関する事業
Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業

◆地域医療介護総合確保基⾦の交付状況

社会保障制度改⾰国⺠会議 報告書 抄
（平成２５年８⽉６⽇社会保障制度改⾰国⺠会議）
２ 医療・介護サービスの提供体制改⾰
（５）医療・介護サービスの提供体制改⾰の推進のための財政⽀援
医療・介護サービスの提供体制改⾰の推進のために必要な財源については、
消費税増収分の活⽤が検討されるべきである。・・・その活⽤が提供体制の
改⾰に直接的に結びついてこそ、消費税増収分を国⺠に還元するという所期
の⽬的は果たされることになる。・・・また、今般の国⺠会議で提案される
地域ごとの様々な実情に応じた医療・介護サービスの提供体制を再構築する
という改⾰の趣旨に即するためには、全国⼀律に設定される診療報酬・介護
報酬とは別の財政⽀援の⼿法が不可⽋であり、診療報酬・介護報酬と適切に
組み合わせつつ改⾰の実現を期していくことが必要と考えられる・・・病院
の機能転換や病床の統廃合など計画から実⾏まで⼀定の期間が必要なものも
含まれることから、その場合の⼿法としては、基⾦⽅式も検討に値しよう。

Ⅰ 病床の機能
分化・連携に向
けた施設整備等
に関する事業

・ＩＣＴを活⽤した地域医療ネットワーク基盤の整備
・がん医療等連携体制構築設備整備（ＭＲＩ整備補助等）
・病床の機能分化/連携を推進するための基盤整備※

Ⅱ 在宅医療の
提供等に関する
事業

・在宅医療の⼈材育成基盤を整備するための研修の実施
・かかりつけ医育成のための研修やかかりつけ医を持つ

ことに対する普及・啓発

Ⅲ 医療従事者
の確保に関する
事業

・地域医療⽀援センターの運営 ・寄付講座設置事業
・看護師等養成所の施設・設備整備 ・分娩⼿当の補助
・病院内保育所の整備 ・医師住宅の整備⽀援

◆ 実施事業の例

（億円）

※ 平成２６／２７年度交付額のうち、病床機能の転換等の施設・設備
整備に充てられたものは４９億円（交付額全体１，８０７億円の
３％、Ⅰの柱の交付額６２８億円の８％）。
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療養病床の効率的なサービス提供体制への転換

【論点】

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 介護療養病床については、法律どおり平成29年度末で廃⽌し、現在よりも⼈員配置の緩和された効率的な受け⽫に転換していくべき。これに向け

て、早急に詳細な⼈員基準、報酬等の検討も進めるべき。
○ 医療療養病床（25:1）については、診療報酬のあり⽅を⾒直し、患者の状態像に応じ、新たなサービス提供類型などへの転換を進めるべき。

○ 慢性期病床については地域医療構想に基づき、⼊院受療率の地
域差を縮⼩し、病床数を減少させていく必要。

○ 療養病床については、平成18年に介護療養病床の廃⽌等の法
改正が⾏われ、平成24年度に施⾏したものの、経過措置により
延⻑され、法改正から現在まで10年間経過。

○ その期限が、平成29年度末に予定されていることを踏まえ、
社会保障審議会において、新たなサービス提供体制の具体化に
向けた議論が進められている。
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◆都道府県別 ⼈⼝10万⼈対療養病床数

最多：⾼知県（928床）
最少：宮城県（134床）

最多/最少＝約6.9倍

医療療養病床
（２０：１） (２５：１）

介護療養病床
（３０：１）

概要 病床のうち、主として⻑期療養を必要
とする患者を⼊院させるもの。

※看護職員の実質配置（診療報酬上
の基準）で20対1と25対1がある。

病床のうち、⻑期療養を
必要とする要介護者に対
し、医学的管理の下にお
ける介護、必要な医療等
を提供するもの。

病床数 約13.7万床 約7.6万床 約6.1万床

(出典）平成27年 医療施設（動態）調査（厚生労働省）

● 平成18年医療保険制度改⾰
⻑期療養の適正化（いわゆる社会的⼊院の是正）が課題となり、

療養病床には医療の必要度の⾼い患者と低い患者混在しているとの
調査結果を踏まえ、医療・介護の必要性に応じた機能分担を推進。

①介護療養病床の廃⽌（平成24年度施⾏）
②医療療養病床の看護職員の雇⽤配置について、

６対１（実質配置２５対１相当）を廃⽌し、
４対１（実質配置２０対１相当）に引上げ（平成24年度施⾏）

● 平成23年度
転換が進んでいないこと等の理由により、
① 介護療養病床の廃⽌期限を平成29年度まで延⻑
② 医療療養病床の看護職員配置引上げも平成29年度まで延期。

● 平成28年度（改⾰⼯程表）
介護療養病床等の効率的なサービス提供体制への転換について、

関係審議会等において検討し、28年末までに結論
→ 検討の結果に基づいて必要な措置を講ずる（法改正を要する

ものに係る2017年通常国会への法案提出を含む）
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病床再編や地域差是正に向けた都道府県の体制・権限の整備

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 保険医療機関の指定等にあたり、⺠間医療機関に対する他施設への転換命令等を付与するなど、医療保険上の指定に係る都道府県の権限

を⼀層強化すべき。
○ ⾼齢者医療確保法第14条を活⽤できるよう、実施にあたっての課題を分析し、国において運⽤に係るガイドラインを策定すべき。

（１）「協議の場」の設置
○ 都道府県は、地域医療構想の実現に向け、医療関係者、保険者等の関係

者との協議を⾏う「協議の場」を設置。協議だけでは進まない場合、知事
が以下の措置を講ずることが可能。

（２）都道府県知事が講ずることができる措置
① 病院の新規開設・増床への対応

○ 知事は、開設許可の際、不⾜している医療機能を担うという条件を付け
ることができる。

② 既存医療機関による医療機能の転換への対応
［医療機関が過剰な医療機能に転換しようとする場合］

○ 知事は、医療機関に対して医療審議会での説明等を求めることができる
こととし、やむを得ない事情がないと認める時、医療審議会の意⾒を聞い
て、転換の中⽌を要請（公的医療機関等には命令）することができる。

［協議の場が整わず、⾃主的な取組だけでは機能分化・連携が進まない場合］
○ 知事は、医療審議会の意⾒を聴いて、不⾜している医療機能に係る医療

を提供すること等を要請（公的医療機関等には指⽰）することができる。 ※ 厚生労働省資料を基に作成

【論点】
○ 地域医療構想の実現に当たり、都道府県は、公的医療機関等（公⽴病院、厚⽣連、⽇⾚等）に対しては、不⾜している機能に係る医療を

提供することの指⽰や、過剰な医療機能に転換しようとする病院に対する転換中⽌の命令等を実施できるが、⺠間医療機関に対しては、指
⽰・命令はできない（要請等のみ）。

③ 稼働していない病床の削減の要請
○ 医療計画の達成の推進のために特に必要がある場合において、知事は

公的医療機関等以外の医療機関に対して、医療審議会の意⾒を聴いて、
稼働していない病床の削減を要請することができる。
※ 現⾏法上、公的医療機関等に対しては、知事が稼働していない病床
の削減を命令できる。

⇒【医療機関が上記の要請⼜は命令・指⽰に従わない場合】
○ 知事は勧告を⾏う。勧告に従わない場合や、公的医療機関が命令・指

⽰に従わない場合、以下の措置を講ずることができる。
イ 医療機関名の公表
ロ 地域医療⽀援病院・特定機能病院の不承認・承認の取消し

地域医療構想（ビジョン）を実現するための現⾏の仕組み

○ 医療費の地域差の半減に向けては、現在⽰されている適正化の取組みだけでは⼗分ではなく、疾病別・診療⾏為別等の地域差を「⾒
える化」した上で、各都道府県において是正していくなどの取組が必要。⾼齢者医療確保法第14条において、厚⽣労働⼤⾂は、医療費
適正化のために必要な場合、都道府県との協議を経て、他の都道府県と異なる診療報酬を設定できるという特例が定められており、地
域差の半減に向けた有⼒な⼿段の⼀つであるが、これまで実施例はなく、制度の詳細についての検討も進んでいない。
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基準病床制度に係る法令の規定
（１）医療法の規定
○ 病院⼜は診療所の開設等を⾏う場合は、都道府県知事（・・・）に開設等の許可申請を⾏い、許

可を受ける必要がある。この許可申請に係る病床について、営利を⽬的とする場合を除き、構造設
備及び⼈員配置の要件に適合する場合は、許可を与えなければならない。（医療法第７条）

【病床過剰地域における開設等の許可】
①公的医療機関等

都道県知事は、病院⼜は診療所の開設等を⾏う場所を含む⼆次医療圏が病床過剰地域である場合、
医療法第７条第４項の規定にかかわらず、都道府県医療審議会の意⾒を聴いて、許可をしないことが
できる。（医療法第７条の２）
②その他の医療機関

都道府県知事は、医療計画の達成の推進のため特に必要がある場合には、都道府県医療審議会の意
⾒を聴いて、開設等について、勧告を⾏うことができる。（医療法第30条の11）
（２）健康保険法の規定

保険診療を⾏うにあたり、病院⼜は診療所は「保険医療機関」として、厚⽣労働⼤⾂の指定を受け
るため申請を⾏う必要がある。（健康保険法第63条及び65条）

基準病床数を勘案して厚⽣労働⼤⾂が定めるところにより算定した数を超えることになると認める
場合であって、医療法第30条の11の規定による勧告を受けている場合等に該当するときは、当該申
請に係る病床の全部⼜は⼀部を除いて指定を⾏うことができる。（健康保険法第65条第４項）

医療計画の策定

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 医療計画における基準病床数については、⼀般病床・療養病床ともに、平均在院⽇数の設定を含め、地域医療構想で⽰された病床の機能

分化・連携の取組みと整合的な算定式を⽰すべき。

※ 厚生労働省資料を基に作成

【論点】
○ 平成30年度からの第７次医療計画においては、病床機能による

４区分ごとの病床の必要量が⽰されるとともに、現⾏の基準病床制
度※に基づく基準病床（⼀般病床・療養病諸）を算定。
※ 病床過剰地域（既存病床数が基準病床数を超える地域）においては、

都道府県知事が病床の開設不許可等を⾏うことができる制度。

○ 基準病床制度と地域医療構想は同じ医療計画において⽰されるも
のであるため、相互に整合的なものとする必要。その際、平成30
年度以降、療養病床について効率的なサービス提供体制への転換を
進めていくこととも整合的なものとすべき。

○ その際、病床数や平均在院⽇数は、国際的に⾒ればいまだ⾼い
⽔準にあることも踏まえる必要。

カナダ(2013)

フランス(2013)

ドイツ

イタリア(2013)

⽇本

英国 ⽶国(2013)
2
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1 2 3 4 5 6 7 8 9

◆ 急性期医療病床数と年間平均在院日数の国際比較（2014年）

年
間
平
均
在
院
⽇
数
︵
急
性
期
︶

⼈⼝千⼈当たり急性期医療病床数 （床）
（出典）OECD「Health Statistics」

◆ 現行の基準病床数の算定式（一般・療養病床）

性・年齢階級別
⼈⼝×退院率

平均在院⽇数
（※）

流出⼊
⼊院患者数

病床稼働率

⼀般病床

流出超過加算

±×

性・年齢階級別
⼈⼝×⼊院等需要率

介護施設
対応可能数

流出⼊
⼊院患者数

療養病床 ±－

病床稼働率

都道府県における流出超過分の１／３を限度に加算

※ 地域ブロックごとの直近の値に０．９を乗じたもの
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地域医療構想を踏まえた医療従事者の需給のあり方

【論点】
○ 特定地域・診療科における医師不⾜を背景に、平成20年度以降、① 医学部定員を1,637⼈増員(7,625⼈ → 9,262⼈）するとともに、

② 勤務地・診療科を医師が⾃由に選べる⾃主性を前提とした偏在是正対策（地域医療⽀援センター、地域枠による奨学⾦）を実施。
○ 他学部が学⽣数を減少する中、医学部学⽣数は増加。全国レベルでは、2020年〜2030年過ぎに医師の需給は均衡し、その後医師過剰と

なると⾒込まれる。他⽅、産科医等の不⾜は⼀定程度改善したものの、地域における医師不⾜・診療科偏在はなお根強い。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 平成20年度以降増員してきた医学部定員について、医師需給の⾒通しを踏まえた精査・⾒直しを進めていくべき。
○ あわせて、マクロでの医師数の増加が、医師が不⾜する地域・診療科における必要な医師数の増につながるよう、特定地域・診療科での診

療従事を医療機関管理者の要件とすることや、保険医の配置・定数の設定など、医師配置等にかかる規制も含めた実効的な偏在是正策が講
じられるよう、国及び都道府県の権限を強化すべき。
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◆関係学科別学⽣数の推移（2007年度＝100）

年度
出典：⽂部科学省資料

◆医師の需給推計の結果（暫定）

（出典）厚⽣労働省資料
供給：現⾏の医学部定員を維持すると仮定 / 需要：地域医療構想等を踏まえて推計

◆診療科別医師数の推移（平成9年＝1.0）

◆都道府県別 ⼈⼝10万⼈対医師数
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最少：埼⽟県
（152.8⼈）

最多：京都府
（307.9⼈）

（出典）平成26年医師・⻭科医師・薬剤師調査（厚⽣労働省）

資料Ⅱ－１－22



医療費適正化計画の策定・実現

【論点】
○ 第3期医療費適正化計画（平成30〜35年度）に向けた国の基本⽅

針では、外来医療費について、適正化の取組及び適正化額が⽰され
たが、「基本⽅針2016」等で⽬指された「地域差半減」の実現に
⼗分なものとはなっていない。このため、適正化の取組みについて
更なる検討を進め、都道府県の計画策定等に反映することを可能と
すべき。

○ 疾病別・診療⾏為別に⾒ても、⼤きな地域差が存在することは明
らか。したがって、すでに各⾃治体で実施されている予防等の取組
みから全国統⼀の取組⽬標や推計式を設ける従来の⽅法のみでは、
地域差を是正する⼗分な追加⽅策が⾒いだせるか不透明。新たな観
点から、地域差是正の取組みを検討していく必要。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 医療費の地域差半減に向け、既に⼀定の広がりを持つ予防等の取組を横展開するこれまでのアプローチに加え、

① NDB等で明らかになる医療費の地域差（疾病別・診療⾏為別等）の「⾒える化」を進め、医療関係者相互や都道府県におけ
る検証・検討につなげ、

② 都道府県等がその是正を図る際に採りうる⼿段を整備し、
③ 地域差是正に取り組んだ都道府県へのインセンティブ措置を導⼊する
ことなどについて速やかに検討し、都道府県における医療費適正化計画に活⽤できるようにしていくべき。

◆ 適正化計画による医療費の見通し（推計）

2014年度 2023年度

適正化メニューの効果
▲0.6兆円

○⼊院医療費

○⼊院外・⻭科医療費

2023年度

24.7兆円

19.8〜
20.1兆円

16.0兆円

30.３兆円
【⾃然体】

29.5兆円
【地域差半減】

更なる取組が必要

地域医療構想にお
ける病床機能の分
化・連携を実現

2014年度

適正化メニュー 推計効果額（兆円）
特定健診・保健指導 ▲0.02

後発医薬品の使⽤促進 ▲0.4
糖尿病の重症化予防 ▲0.08

重複・多剤投薬の是正 ▲0.06

＜これまでの「適正化策」の考え⽅＞
⾃治体に⼀定程度広まった予防等の取組みについて、

実施した場合の効果をＮＤＢで推計し、適正化計画に織り込み

※地域差との関係
を整理する必要

地域差の「⾒える化」が起点の新たなアプローチが必要
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（参考１）地域差半減に向けて求められる取組の方向性

考えられる対応の⽅向性

①⾒える化
○ 医療関係者相互における診療⾏為の⽐較・検証や、都道府県の検討に資するよう、疾病別・診療⾏為別等、各都道

府県間の医療費の地域差に関するデータを公開。
○ 都道府県の求めによる更に詳細なデータ提供、効果的な分析⼿法の確⽴、助⾔

②地域差是正
の⼿段

○ 都道府県ごとの実情や、地域差の性格に応じて使⽤可能な⼿段の検討、必要なガイドラインの策定等
（⼿段の例）
・ 医療関係者、保険者など関係者を含む、問題意識の共有と対応策の協議のための場の設定
・ 地域の医療関係者による診療⾏為のピアレビューの実施
・ 標準的な診療ガイドラインの策定
・ ⾼齢者医療確保法第14条における診療報酬の特例（※）の活⽤

※ 厚⽣労働⼤⾂は、医療費適正化のために必要な場合、都道府県との協議を経て、他の都道府県と異なる診療
報酬を設定できるという特例が法律上定められているが、実施例はない。

③評価 ○ 医療費適正化計画の進捗評価の際に、地域差是正のための都道府県の取組み状況と成果について評価を⾏い、そ
の結果を、保険者努⼒⽀援制度（平成30年度以降）の配分に反映（インセンティブ措置）

◎ 保健医療2035提⾔書 （平成27年6⽉「保険医療2035」策定懇談会）抄
６．2035 年のビジョンを実現するためのアクション
ⅱ）地域主体の保健医療に再編する
① 地域における保健医療のガバナンスを強化する

地域主体という名の国から地⽅への単なる「丸投げ」は厳につつしみ、国として必要な⽀援、助⾔や法規制などの責任を全うすべきであ
る。国は、基礎的なサービスについては責任を持って⽀援・促進するとともに、地⽅が⾃律するための体制の整備（インセンティブや規制の
在り⽅を含む構造改⾰）を進めていく。

◎経済財政運営と改⾰の基本⽅針2016（平成28年６⽉２⽇閣議決定）抄
（医療費適正化計画の策定、地域医療構想の策定等による取組推進）

「経済・財政再⽣計画」が⽬指す医療費の地域差の半減に向け、医療費適正化基本⽅針に係る追加検討を進め、地域医療構想に基づく病
床機能の分化及び連携の推進の成果等を反映させる⼊院医療費の具体的な推計⽅法や、医療費適正化の取組とその効果に関する分析を踏ま
えた⼊院外医療費の具体的な推計⽅法及び医療費適正化に係る具体的な取組内容を、本年夏頃までに⽰す。
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（参考２）外来診療行為別の地域差の例（人口10万人当たり医療費）
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（出典）厚⽣労働省 第１回ＮＤＢオープンデータ（対象期間：平成26年4⽉〜平成27年3⽉）、総務省⼈⼝推計（平成26年10⽉）より作成

ネブライザー（アレルギー性⿐炎等治療） ※１
算定回数：5,093万回 医療費：61億円（万円）

最⼤：5,589万円（⻑崎県）
最⼩：1,347万円（沖縄県）

最⼤/最⼩ 4.２倍（4,243万円差）

最⼤：963万円（⻘森県）
最⼩：202万円（京都府）

最⼤/最⼩ 4.８倍（760万円差）

消炎鎮痛等処置（器具等による療法） ※２
算定回数：2,207万回 医療費：369億円（万円）

⾎液形態・機能検査（ＨｂＡ１ｃ）
算定回数：6,935万回 医療費：340億円
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（万円）（万円） MRI撮影（合計）
算定回数：1,173万回 医療費：1,488億円

最⼤：1億7,515万円（⾼知県）
最⼩：8,866万円（⿃取県）

最⼤/最⼩ 2.0倍（8,649万円差）

最⼤：3,572万円（島根県）
最⼩：2,230万円（⼤阪府）

最⼤/最⼩ 1.6倍（1,342万円差）

※２電気、超⾳波等による治療。※１薬剤を⽔蒸気のようにして⿐から吸⼊する治療。
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医療費適正化に向けた保険者へのインセンティブの強化

後期⾼齢者⽀援⾦の加算・減算制度の⾒直し

＜現⾏制度＞
・ 全保険者が対象
・ 指標は特定健診・保健指導の実施率のみ
・ 実施率0％の保険者に加算
・ 加算率0.23％
・ 事業規模7,600万円

公
費
（
約
５
割
）

〔
国
：
都
道
府
県
：
市
町
村
＝
４
：
１
：
１
〕

後
期
高
齢
者
支
援
金

（
若
年
者
の
保
険
料
）

約
４
割

高齢者の
保険料

（１割）

保険者A

拠出
保険者B

保険者C

（
加
算
）

（
加
算
）

（
減
算
）

医療給付費等総額
１５．０兆円

（平成２８年度予算）

＜保険者共通で取り組むべき指標＞
（厚⽣労働省 保険者による健診・保健指導等に関する

検討会 とりまとめ（平成28年1⽉））

指標① 特定健診･特定保健指導の実施率、
メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

○特定健診受診率
○特定保健指導受診率
○メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

指標② 特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や
健診結果等に基づく受診勧奨等の取組の実施状況

○がん検診受診率
○⻭科疾患（病）検診実施状況

指標③ 糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況
○重症化予防の取組の実施状況

指標④ 広く加⼊者に対して⾏う予防･健康づくりの取組の
実施状況
○個⼈へのインセンティブの提供の実施
○個⼈への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤
加⼊者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況
○重複服薬者に対する取組

指標⑥ 後発医薬品の使⽤促進に関する取組の実施状況
○後発医薬品の促進の取組
○後発医薬品の使⽤割合

指標
設定

＜平成３０年度〜＞
・ 健保組合・共済を対象
・ よりインセンティブを重視する仕組み

に⾒直し。
（⽬指すべき⽅向性）
・ 複数指標による総合評価
・ より広い加算対象
・ より効果的な加算率・事業規模

保険者努⼒⽀援制度の導⼊（国保）
＜平成28〜29年度＞特別調整交付⾦の⼀部を活⽤し、前倒し実施（市町村に交付）

（検討中の指標の例）
重症化予防の取組の実施状況（指標中最⼤得点を予定）

以下の基準を全て満たす糖尿病性腎症重症化予防の取組を実施しているか。
○ 対象者の抽出基準が明確であること
○ かかりつけ医と連携した取組であること
○ 事業の評価を実施すること 等

＜平成30年度〜＞ 保険者努⼒⽀援制度の導⼊（都道府県及び市町村に交付）
※ 評価指標は今後検討

※ 協会けんぽにおいても、各⽀部における適正化の取組を都道府県単位保険料率に反映
させる仕組みを平成30年度以降導⼊予定。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 後発医薬品の使⽤促進や、糖尿病性腎症重症化予防など医療費の適正化に取り組む保険者へのインセンティブ措置をいっそう強

化できるよう、メリハリのある仕組みを構築すべき。その際、保険者努⼒⽀援制度については医療費適正化計画の進捗評価を適
切に反映させる仕組みとすべき。
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介護費の地域差の分析と給付の適正化

【論点】
○ 平成20年度以降、市町村（保険者）において、任意事業として、要介護認定の適正化やケアプランの点検等の適正化事業を実

施しているが、年齢調整後の被保険者1⼈当たり介護費や認定率には、依然として地域差が存在する（地域差を⽣じさせている
サービス類型や要介護区分は都道府県ごとに区々）。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 都道府県・市町村の保険者（⽀援）機能を強化するため、地域差の要因分析とその結果を踏まえた介護保険事業（⽀援）計画

の策定を義務付けるとともに、地域の実情を踏まえた介護サービス供給量の調整やケアマネジメントの適正化を⾏うための権限
を強化すべき。

○ 市町村（保険者）による給付の適正化に向けたインセンティブを強化するため、国庫負担⾦の中で調整交付⾦の割合（現⾏は
介護給付費の５％）を引き上げ、具体的かつ客観的な成果指標（例：年齢調整後１⼈当たり介護費の⽔準や低下率等）に応じて
調整交付⾦を傾斜配分する枠組みを導⼊すべき。

出所：厚生労働省「平成28年3月23日医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会提出資料」

被保険者１⼈当たり介護費の地域差指数と
サービス類型別の寄与度（平成26年度）

認定率の地域差指数と
要介護区分別の寄与度（平成26年度）
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■ 施設
■ 居住系
■ 在宅

■ 要支援１～要介護２
■ 要介護３～要介護５

全
国
平
均
よ
り
一
人
当
た
り
介
護
費
が
高
い

低
い

全
国
平
均
よ
り
認
定
率
が
高
い

低
い

地域差指数－１

地域差指数－１

（注）グラフは、地域差指数の全国平均からの乖離（地域差指数－１）を寄与度に分解したもの
（地域差指数は、年齢調整後の値を全国値で割って指数化したもの（全国値＝１））
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高額薬剤の薬価等のあり方（当面の対応）

これまでの経緯

H26/7

/9

H27/9

/12
H28/1

/4

/8

H30/4

薬事承認（悪性⿊⾊腫）

薬価収載（１瓶（10ml） 約73万円）①
（27/5 ソバルディ 薬価収載）
（27/8 ハーボニー 薬価収載）

薬価調査（２年に１回）

オプジーボ効能効果追加（⾮⼩細胞肺がん）②

中医協 再算定項⽬決定（ソバルディ、ハーボニー等）

薬価改定

オプジーボ効能効果追加（腎細胞がん）③

次期薬価改定

1,260億円

予想対象者数 ⽤法
⽤量

薬価
(100mg10ml)

売上予想

約73万円
2mg/kg

１回/3週間

29/3期
15,000⼈

ピーク時
年470⼈

3mg/kg
1回/2週間

31億円
①

②

③

約73万円

約73万円

変わらず

（不明）（不明）

1,260億円

【改⾰の⽅向性】（案）
○ ４⽉の薬価改定に対応が間に合わなかった⾼額薬剤について速やかに適正⽔準まで薬価改定を⾏うとともに、適正な

使⽤に係るガイドラインの遵守を保険償還の条件とすべき。

3mg/kg
1回/2週間

変わらず

【論点】
○ 現在、中央社会保険医療協議会において、⾼額薬剤（オプジーボ）への対応について議論が⾏われている。

① オプジーボの薬価は当初の売上規模を前提としたもの※であるが、その後対象疾患等が⼤きく拡⼤したために巨額
の売上が⾒込まれることとなったもの。次回薬価改定までの残り１年半放置することは、医療費や国⺠負担に与える
影響の⼤きさ等の観点から問題。
※ オプジーボの薬価は、当初の販売見込み（ピーク時年間470人）により、研究開発費、製造原価や営業利益を回収できる水

準に設定

② また、安全性等の観点も踏まえ、適正な範囲での使⽤を⾏うためのガイドラインを早急に策定し、保険適⽤の要件
とすべきである。

32倍 2.25倍 変わらず 41倍
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高額薬剤の薬価等のあり方（費用対効果評価の導入等）

【論点】
○ 現在の薬価制度は、⾼額新薬の登場といった昨今の状況に⼗分対応できる仕組みとなっていない。

① 薬機法上の新薬承認や適応拡⼤承認があると、経済性や医療保険制度の持続可能性等の観点からの検証がないまま
ほぼ⾃動的に保険適⽤される

② 薬価算定において費⽤対効果の観点が反映されない
③ ⼤幅な適応拡⼤が⽣じた場合でも、次期薬価改定を待たずに薬価を変更する制度上の⼿⽴てがない

※ イギリス、フランス、ドイツ、オーストラリア等では、医薬品、医療技術等について、費用対効果評価を実施し、その結果に基づき、保険償還の対
象とすることの可否、保険償還額等を決定する枠組みを設けている。

我が国においては、本年４月から、医薬品・医療機器の評価を試行的に導入したが、今後、その活用は既収載品の価格の再算定に際して行う
ことが予定されている。

効果

費用
b

a

A

比較対照技術

評価対象の
医療技術

B

比較対照から
の健康状態の
改善分

比較対照からの
費用の増分 増分費用効果比

(ICER)

増分費用効果比＝
（ICER)

b-a （費用がどのくらい増加するか）

B-A (効果がどのくらい増加するか）

（出典）平成25年2月27日中医協費用対効果評価専門部会（第８回） 福田参考人提出資料

費⽤対効果評価のイメージ

【改⾰の⽅向性】（案）
○ ⾼額薬剤の創出や⼤幅な適応拡⼤など昨今の状況に対応するため、

① 保険償還の対象とすることの可否の判断、保険償還額の決定及び薬価改定に際して、費⽤対効果評価を本格的に
導⼊するとともに、

② 適応拡⼤等による⼤幅な医療費増加に適切に対応できるよう、薬価制度の⾒直しを速やかに検討すべき。

ICER
の基準値

技術Ａ

技術Ｂ

技術Ｃ

費用対効果が劣る

費用対効果が優れる

①償還の可否の判断材料に用いる場合

推奨

非推奨

推奨

技術Ａ

技術Ｂ

技術Ｃ

②償還価格への反映に用いる場合

ICER
の基準値

費用対効果が劣る

費用対効果が優れる
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生活習慣病治療薬等の処方のあり方

製品名 薬効

１ ﾋｭﾐﾗ 関節ﾘｳﾏﾁ

２ ﾚﾐｹｰﾄﾞ 抗ﾘｳﾏﾁ薬

３ ﾘﾂｷｻﾝ 非ﾎｼﾞｷﾝﾘﾝﾊﾟ腫他

４ ｴﾝﾌﾞﾚﾙ 関節ﾘｳﾏﾁ

５ ｱﾄﾞｴｱ 抗喘息薬（配合剤)

６ ﾗﾝﾀｽ 糖尿/ｲﾝｽﾘﾝｱﾅﾛｸﾞ

７ ｱﾊﾞｽﾁﾝ 転移性結腸がん

８ ﾊｰｾﾌﾟﾁﾝ 乳がん

９ ｸﾚｽﾄｰﾙ 高脂血症/ｽﾀﾁﾝ

10 ｼﾞｬﾇﾋﾞｱ ２型糖尿病/ＤＰＰ４

製品名 薬効

１ ﾌﾟﾗﾋﾞｯｸｽ 抗血小板薬

２ ﾐｶﾙﾃﾞｨｽﾌｧﾐﾘｰ ARB(配合剤含む)

３ ｵﾙﾒﾃｯｸﾌｧﾐﾘｰ ARB(配合剤含む)

４ ﾌﾞﾛﾌﾟﾚｽﾌｧﾐﾘｰ ARB(配合剤含む)

５ ｱﾊﾞｽﾁﾝ 抗悪性腫瘍薬

６ ｼﾞｬﾇﾋﾞｱﾞ 糖尿病治療薬(DDP-4阻害薬)

７ ﾘﾘｶ 疼痛治療薬

８ ﾚﾐｹｰﾄﾞ 抗ﾘｳﾏﾁ薬

９ ﾈｷｼｳﾑ ﾌﾟﾛﾄﾝﾎﾟﾝﾌﾟ阻害薬

10 ﾓｰﾗｽﾃｰﾌﾟ 鎮痛消炎薬

（出典）
・医薬品国内売上高上位10品目：Monthly ﾐｸｽ 2015年 増刊号
・医薬品世界売上高上位10品目：セジデム・ストラテジックデータ（株）ユート・ブレーン事業部

<医薬品世界売上高上位10品目><医薬品国内売上高上位10品目>

【STEP１】

ACE、ARB、Ca拮抗剤、

ｻｲｱｻﾞｲﾄﾞ利尿剤のいずれか
【STEP２】（以下の組合わせいずれか）

（ACE又はARB）+（Ｃａ拮抗剤）

（ACE又はARB）+（ｻｲｱｻﾞｲﾄﾞ利尿剤）

（Ｃａ拮抗剤）+（ｻｲｱｻﾞｲﾄﾞ利尿剤）

【STEP３】

・（ACE又はARB）+（Ca拮抗剤）+（ｻｲｱｻﾞｲﾄﾞ

利尿剤）

【STEP４】
・（ACE又はARB）+（Ca拮抗剤）+（ｻｲｱｻﾞｲﾄﾞ

利尿剤）+

日本

・βﾌﾞﾛｯｶｰ

・ｻｲｱｻﾞｲﾄﾞ

利尿剤の追加
・αﾌﾞﾛｯｶｰ

【STEP１】

55歳以上（全人種）

→Ca拮抗剤
55歳未満（ｱﾌﾘｶ系、ｶﾘﾌﾞ系を除く）

→ACE（副作用等がある場合にはARB）

【STEP２】

・（ACE又はARB）+（Ｃａ拮抗剤）

【STEP３】

・（ACE又はARB）+（Ca拮抗剤）+（ｻｲｱｻﾞｲﾄﾞ

利尿剤）

【STEP４】
・（ACE又はARB）+（Ca拮抗剤）+（ｻｲｱｻﾞｲﾄﾞ

利尿剤）+

イギリス

・βﾌﾞﾛｯｶｰ

・ｻｲｱｻﾞｲﾄﾞ

利尿剤の追加
・αﾌﾞﾛｯｶｰ

<代表的な治療薬の一日薬価>

<高血圧薬の使用に関するガイドライン>

【論点】
○ ⽣活習慣病治療薬の処⽅は、性・年齢、進⾏度、副作⽤のリスク等に応じて、基本的には個々の患者ごとに医師が判

断すべきものであるが、例えば、⾼⾎圧薬については、我が国では⾼価なＡＲＢ系が多く処⽅されている。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 薬剤の適正使⽤の推進の観点から、⽣活習慣病治療薬等について処⽅ルールを設定すべき。

ACE系 タナトリル錠（10mg） １２３．６０円

ARB系 ディオバン錠（80mg） １０９．１０円

Ca拮抗系 アムロジン錠（5mg） ５３．３０円

サイアザイド系利尿薬系 ヒドロクロロチアジド錠(100mg) ２２．４０円
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○ 平均寿命が伸びる中、厚⽣年⾦については⽀給開始年齢の引上げが順次⾏われてきているが、国⺠年⾦については、1961（S36）年の
制度創設以降、⽀給開始年齢の引上げが⾏われたことはない。
※ 主要先進国（⽶・英・独・仏・伊）では⽀給開始年齢の67〜68歳への引上げが実施されている。
※ ⽇本は、65歳への引上げの途中であり、また、引上げ後においても、平均寿命が⻑いことから、他国と⽐べて平均受給期間が⻑い。過去の例を⾒ると、

⽀給開始年齢の引上げの決定から実施までに相当の期間を要している。

高齢期における職業生活の多様性に応じた一人ひとりの状況を踏まえた年金受給の在り方

○持続可能な社会保障制度の確⽴を図るための改⾰の推進に関する法律(平成25年12⽉13⽇法律第112号)
第六条
２ 政府は、公的年⾦制度を⻑期的に持続可能な制度とする取組を更に進め、社会経済情勢の変化に対応した保障機能を強化し、並びに世代間及び世代内の公平性を確保する観点から、
公的年⾦制度及びこれに関連する制度について、次に掲げる事項その他必要な事項について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
三 ⾼齢期における職業⽣活の多様性に応じ、⼀⼈⼀⼈の状況を踏まえた年⾦受給の在り⽅

＜検討規定＞

【改⾰の⽅向性】（案）
○ ⾼齢期における年⾦受給の在り⽅については、⾼齢者雇⽤の動向等を踏まえつつ、年⾦受給開始年齢の在り⽅等を含

め、次期の財政検証に向けて、速やかに検討を⾏い、その結果に基づき、必要な措置を講じるべきである。
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○ ⽼齢基礎年⾦は、⽼齢期における稼得能⼒の喪失に対応するためのものであり、その財源の1/2は国庫負担である。
○ ⾼所得者に係る基礎年⾦給付については、世代間の公平性確保の観点等から⾒直しを図るべきではないか。

高所得者の年金給付の在り方を含めた年金制度の所得再分配機能の在り方
及び公的年金等控除を含めた年金課税の在り方の見直し

＜検討規定＞
○持続可能な社会保障制度の確⽴を図るための改⾰の推進に関する法律(平成25年12⽉13⽇法律第112号)

第六条
２ 政府は、公的年⾦制度を⻑期的に持続可能な制度とする取組を更に進め、社会経済情勢の変化に対応した保障機能を強化し、並びに世代間及び世代内の公平性を確保する観点から、
公的年⾦制度及びこれに関連する制度について、次に掲げる事項その他必要な事項について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
四 ⾼所得者の年⾦給付の在り⽅及び公的年⾦等控除を含めた年⾦課税の在り⽅の⾒直し

【改⾰の⽅向性】（案）
○ ⾼所得者の年⾦給付の在り⽅等については、⾼所得者の⽼齢基礎年⾦の⽀給停⽌など、年⾦制度内における再分配機

能の強化等に関し、速やかに検討を⾏い、その結果に基づき、必要な措置を講じるべきである。
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【論点】
〇 ⽣活保護制度によって保障される「⽣活扶助」⽔準は、⺟⼦世帯（⺟、⼦２⼈）においては⽉18.4万円（２級地－１）

になっており、これを⼀般世帯の消費⽀出と⽐較すると、第５・所得⼗分位相当となっている。これは年収に換算すると、
500万円を超える世帯の消費⽀出と同⽔準であることを意味している。

生活保護の基準と消費実態（有子世帯の扶助等①）

１月当たりの生活保護基準と消費支出 （母子世帯（子２人）のケース）
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【論点】
〇 就学児を抱えたひとり親世帯に対する加算・扶助を加味した⽣活保護⽔準は、⼀般低所得世帯（年収300万円未満）の世

帯における消費実態と⽐べるとはるかに⾼い⽔準となっている。
〇 ⺟⼦加算がかつて廃⽌された同時期に、学習⽀援費（教育扶助）等が創設され、⼦供の学習経費等に係る⽀援が⾏われて

いるが、平成2１年度に、⺟⼦加算は復活されている。
〇 これだけの⽔準の⾦額が毎⽉保障されていることで、就労に向かうインセンティブが削がれている可能性がある。

生活保護の基準と消費実態（有子世帯の扶助等②）

ひとり親世帯の消費水準 有子世帯の各種加算・扶助

小学生 中学生 高校生

児童養育加算

児童の教養文化的経

費、健全育成に資する

ためのレクリエーション

経費等の特別需要に

対応するもの

15,000 －

母子加算

子どもの貧困解消を図

るため、ひとり親世帯

の生活保護受給世帯

に対し支給するもの

5,450

教育扶助
（学習支援費）
（注）

学習参考書購入費、課

外クラブ活動費に必要

な経費
2,630 4,450 5,150

（注）高校生は高等学校等就学費（生業扶助）。

子1人の場合・1か月分の支給額（円）

教育扶助
（基準額）（注）

文房具などの学用品、

校外活動費、通学日用

品費等の購入に必要な

経費

－ 2,210 4,290

未就学児

　19,620～22,790

－

10,000

廃止後、復活

母子加算廃止の際に創設

母子世帯の就労率

（注）一般低所得世帯（世帯収入300万円未満）の生活扶助相当消費支出額は、全国消費実態調査（平成26年
度）の世帯類型別データに基づき財務省で試算。生活保護基準額は、一般低所得世帯の級地別世帯数や子の
構成が不明なため、級地区分は2級地‐1、子の構成は中学生として算出。教育扶助は、基準額と学習支援費の
合計額。

（出典）総務省「労働力調査」（平成26年度）
厚生労働省「被保護者調査」（平成26年度）

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 加算を含めた⽣活保護の「⽣活扶助」の保障⽔準については、次回、平成30年度の⽣活保護基準の⾒直しに向け、

⼀般世帯の消費⽀出と⽐べ、不公平感を招く⽔準とならないように検討するべき。
○ また、有⼦世帯の加算・扶助についても、同じく⽣活保護基準の⾒直しに向け、その在り⽅・⽔準について、検証を

⾏うべき。
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1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2

３人世帯
（夫：20～40歳、妻：20～40歳、子：3～5歳） 16.0 15.4 14.7 14.3 13.7 13.2

高齢者単身世帯
（70歳～）

7.6 7.3 6.9 6.7 6.4 6.1
（注）平成28年度の生活扶助額の例。

（単位：万円/月）

【論点】
〇 ⽣活保護は、各地の⽣活⽔準に合わせて、６つの区分で⽀給が⾏われてきている（１級地ー１、１級地ー２、２級地ー

１、２級地ー２、３級地ー１、３級地ー２）。
〇 この区分（級地区分）については、昭和62年度以降⾒直しがされておらず、同じ級地区分の中の⾃治体で消費実態が⼤き

く異なっている。
〇 また、市町村合併に際しては、新市町村における最⾼の級地がその市町村全域に適⽤されることとされており、いわゆる

平成の⼤合併を経て、上位の級地に属する市町村割合が増加している。

生活保護の基準と消費実態（級地区分の見直し）

都道府県庁所在地の級地区分と消費実態

平成17年４月 京北町（３級地－１） ⇒ 京都市（１級地－１）
平成22年３月 江迎町、鹿町町（３級地－２） ⇒ 佐世保市（２級地―２）

（出典）
厚生労働省「被保護者調査」

（単位：％）

自治体数 被保護人員

平成7年度 平成26年度 平成7年度 平成26年度

１級地 3 6 48 57

２級地 7 12 24 24

３級地 90 82 28 19

級地区分別の最低生活保障水準

１ 市町村の合体、編入又は境界変更により異なる級地の地域が、同一

の市町村の区域に属することとなる場合は、当該市町村の全部の区域
について、（略）最も高い級地区分を適用すること。（略）

級地区分別市町村数・被保護人員構成割合

生活保護法による保護の基準の級地区分の取扱い等について
（S41.5.18厚生省社会局長通知抜粋）

市町村合併による級地変更の例

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 次回、平成30年度の⽣活保護基準の⾒直しに合わせて、級地区分についても検証・⾒直しを⾏うべき。平成の⼤合併

に際して、消費実態の検証がないまま、上位の級地に区分されてきている。平成の⼤合併が⼀区切りした今こそ、⾒直
しを⾏うべき。
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「その他の世帯」の年齢構成
（平均年齢）46.9歳
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就労可能な受給者が
多い「その他の世帯

数」は高止まり

【論点】
〇 リーマンショック後、急増した「その他の世帯数」は、雇⽤情勢の好転もあり、⾜下は減少傾向にはあるが、依然とし

て、その⽔準はリーマンショック前に⽐べて⾼⽌まりしている。

就労促進に向けた取組

「その他の世帯数」と「完全失業率」

（出典）厚生労働省「被保護者調査」、総務省「労働力調査」

【改⾰の⽅向性】（案）
○ ⽣活保護が、利⽤し得る資産、能⼒その他あらゆるものを、その最低限度の⽣活の維持のために活⽤することを要件

としていることを踏まえ、引き続き、⽣活保護受給者に対する就労⽀援の取組を徹底すべき。その上で、正当な理由な
く、就労に向けた取組を拒む受給者に対して、実効性ある⽅策を講ずることができるよう、平成30年度の制度⾒直しに
合わせて検討すべき。

第４条第１項 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、
能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために
活用することを要件として行われる。

生活保護法

（出典）厚生労働省「被保護者調査」（平成26年7月末日現在）

「その他の世帯」における受給期間別

の保護廃止世帯数割合（平成26年7月分）

（出典）厚生労働省「被保護者調査」
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【論点】
〇 ⽣活保護受給者は、⾃⼰負担なく、医療を受けられることもあり、患者（⽣活保護受給者）側にも、医療機関側にも、モ

ラルハザードの問題が⽣じやすい。
〇 特に、医療扶助における頻回受診については、その適正受診指導が強く求められるところ。
〇 しかしながら、主治医・⾃治体の嘱託医に確認の上、頻回受診者であることが確認されている「適正受診指導対象者」(注)

に対する改善率は約４割台に留まっている。
（注）頻回が疑われる者のうち、主治医・⾃治体の嘱託医への協議を踏まえ、医学的にも過剰な受診を続けていたと認められる者

医療扶助の適正化①（頻回受診対策）

生活保護費の内訳

（出典）厚生労働省「生活保護費負担金実績報告」（平成26年度）

生活保護における頻回受診の適正化状況

入院外の１月あたり受診回数

1日 2日 3日 4日 5日
6～
10日

11～
15日

16～
20日

21～
25日

26日～ 計

医療扶助 44.7% 23.8% 11.5% 6.2% 3.7% 6.7% 2.1% 0.8% 0.4% 0.1% 100.0%

国民健康保険等 49.5% 23.6% 11.1% 5.7% 3.2% 4.8% 1.4% 0.4% 0.2% 0.1% 100.0%

(注）「国民健康保険等」は、「国民健康保険」「後期高齢者医療」「協会（一般）」「組合健保」の合計。

(出典）医療扶助実態調査（平成27年6月審査分）、平成26年度医療給付実態調査

【改⾰の⽅向性】（案）
〇 頻回受診の抑制に向けて、受診指導を受けてもなお改善につながらない頻回受診者については、例えばその費⽤につ

いて⼀定の⾃⼰負担を求める措置や受診回数の制限など実効性ある改善策を検討し、必要な措置を講ずべき。
〇 また、頻回受診者が著しく多い等の医療機関について、内容審査の上、個別指導の徹底を図るべき。

　
受診状況把握対象者数

（頻回受診者）
適正受診指導対象者数

①
改善者数

②
改善者数割合

②/①

平成24年度 18,969人 4,146人 1,949人 47%

平成25年度 16,526人 4,012人 1,844人 46%

平成26年度 15,462人 3,809人 1,749人 46%

(注1）「頻回受診者」は、「同一傷病について、同一月内に同一診療科目を15日以上受診している月が３か月以上続いている者」である。

(注2）「適正受診指導対象者」は、頻回が疑われる者のうち、主治医・自治体の嘱託医への協議を踏まえ、医学的にも過剰な受診を続けていた

　　　　と認められる者である。

(出典）厚生労働省資料
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【論点】
〇 ⽣活保護においては、医師等が後発医薬品の使⽤が可能であると判断した場合には、後発医薬品の使⽤を原則としてお

り、その使⽤割合を平成29年央までに75％とする政府⽬標を掲げている。
〇 ⼀般名処⽅が⾏われた医薬品で、後発医薬品を調剤しなかった理由は「患者の意向」が太宗を占めており、⾃治体から⽣

活保護受給者（患者）に対する指導等により、使⽤を促進させる余地が⼤きいと考えられる。
〇 また、⾃治体における後発医薬品の使⽤促進の状況には⼤きな差が⽣じている。

医療扶助の適正化②（後発医薬品の使用促進）

後発医薬品使用割合（数量ベース）の推移

後発医薬品使用割合（数量ベース）の地域差

一般名処方が行われた医
薬品で、後発医薬品を調
剤しなかった理由

（出典）厚生労働省「医療扶助実態調査」（平成27年）（出典）厚生労働省「医療扶助実態調査」

（注）後発医薬品が存在しない場合を除く。
（出典）政令指定都市（20）及び中核市（47）の平成
27年度データを財務省において集計。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 医師等が後発医薬品の使⽤が可能と判断し、⾃治体が指導を⾏っても、なお先発医薬品を使⽤する場合は、例えば後

発医薬品との差額について⼀定の⾃⼰負担を求めるなど実効性ある改善策を検討し、必要な措置を講ずべき。
○ 平成29年央の⽬標達成に向け、それぞれの⾃治体において、医師会・薬剤師会等の関係者と連携し、当該地域にお

ける状況や、全国での位置づけを把握の上、使⽤促進に向けた取組を加速化させるべき。
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【論点】
〇 ⽣活保護世帯数に占める不正受給件数の割合は、以前より⾼くなっている。
〇 また、最近では、⼀例として、⾼額薬剤に絡む不適切な事案も発⽣している。
〇 ⽣活保護制度が適正に運営され、国⺠から信頼を得ていくことが、制度の持続性を確保する上で重要な問題。

不適正事案への対応
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3.0%

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

生活保護世帯数に占める不正受給件数の割合

保護費総額に占める不正受給金額の割合

生活保護における不正受給の状況（過去10年）

（年度）

（出典）厚生労働省資料

医療費が無料になる生活保護制度を悪用してＣ型肝炎の新薬「ソバ
ルディ」をだまし取ったとして、警視庁組織犯罪対策特別捜査隊は21
日・・・男女3名を詐欺容疑で逮捕した。

逮捕容疑は１～3月、生活保護制度を悪用し、相模原市内の病院か
ら3回にわたり、ソバルディ計84錠（約520万円相当）を無料でだまし
取ったとしている。いずれも容疑を認めているという。

・・・ソバルディは米製薬会社が開発し、国内では昨年5月に発売さ
れたＣ型肝炎治療薬。日本人のＣ型肝炎患者の約3割を占めるタイプ
が対象で、臨床試験で95％と高い有効率が確認されている。重い副
作用を伴うことがあるインターフェロン注射が不要になり、1日1錠の服
用で治療期間が12週間と短い。

その画期性などから、当初は1錠約6万1800円と高額だった。今年4
月からは年間売り上げが想定を超えたことなどから、特例によって約4
万2000円に下がった。

「C型肝炎新薬を詐取－3容疑者逮捕 生活保護を悪用－」
（平成28年6月22日毎日新聞）

【改⾰の⽅向性】（案）
○ ⽣活保護制度への信頼を確保するためにも、稼働収⼊の無申告等に係る不正受給については引き続き厳しい対応で臨

むべき。
○ ⾼額薬剤における不適正な事案発⽣を発⾒・防⽌するためにも、⾃治体においてレセプトデータの分析による、⽣活

保護受給者への薬の⼆重⽀給の発⾒に引き続き努めることに加え、薬局を通じて⽣活保護受給者（患者）の服薬管理を
徹底させるなど実効性ある改善策を図るべき。
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雇用保険制度の見直しについて

○ 現在の雇⽤情勢は、着実に改善が進んでおり、有効求⼈倍率は1.37倍と24年ぶりの⽔準、完全失業率は3.1％と21年
ぶりの⽔準となっている。また、都道府県別の有効求⼈倍率は、史上初めて、すべての都道府県で１倍を超えている。
※平成28年８月時点

○ 平成27年度の失業給付の⽀出額は0.8兆円と、平成21年度の1.6兆円と⽐較して、⼤きく減少している。
※失業等給付のうち、育児休業給付等を除いた求職者給付

○ 雇⽤保険積⽴⾦は、近年、過去最⾼を更新し続けており、平成27年度末の残⾼は6.4兆円となっている。

有効求人倍率・完全失業率の推移

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 「未来への投資を実現する経済対策」で決定されたとおり、ア

ベノミクスの成果等により、雇⽤情勢が安定的に推移しているこ
と等を踏まえ、雇⽤保険料や国庫負担の時限的な引下げ等につい
て、必要な検討を経て、成案を得、平成29年度から実現すべき。

失業給付支出額の推移
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○ 障害者向け予算は、サービスを受ける障害者の数の増加等を反映し、この10年間で2倍近くに増加。その伸び率は、社会保
障関係費全体の伸び率の約２倍。

○ 障害者向け予算は、他の社会保障関係費と異なり、⾼齢化のみではサービス量の増加を説明できない。このため、厚⽣労
働省においては、その要因分析や実態把握が必要だが、その取組は⼗分とは⾔えない。

○ 利⽤者負担が⾮常に少ないことも特徴であり、コストインセンティブが低く、供給サイドによるサービス増加が起こりや
すい。このため、⽀給決定を担う市町村等は、サービス供給の必要性や内容についてしっかりと精査する責任・役割を担う
と考えられる。

障害者支援予算の他の社会保障関係費と比較した特徴

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 障害者が真に必要なサービスが効率的・重点的に供給されるよう、供給サイドの要因にも留意しつつ、サービス増加の要

因や実態を分析・把握するとともに、サービスの必要性のより主体的な精査など市町村の役割の強化について検討し、第５
期障害福祉計画（30〜32年度）の基本指針や30年度報酬改定に反映すべき。
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社会保障関係費と障害福祉サービス等予算の
対前年度伸び率（直近10年間平均）

（注）それぞれ平成19年度～28年度当初予算の対前年度増
減率の平均値。社会保障関係費は、障害福祉サービス等予
算を含む社会保障関係費全体の額。

社会保障関係費全体の２倍の伸び率 高齢化の影響は限定的 非常に少ない利用者負担

平成24年4月 平成28年4月 増加への
寄与

合計 873,101人
（構成割合100％）

1,096,124人
（構成割合100％）

25.5％

65歳
以上

83,908人
（構成割合9.6％）

126,312人
（構成割合11.5％）

4.9％

65歳
未満

789,193人
（構成割合90.4％）

969,812人
（構成割合88.5％）

20.7％

＜利用者数＞

年平均
伸び額

700億円程度 19年
11月

20年
7月

21年
7月

22年
4月

28年
4月

利用者
負担率

4.28％ 2.86％ 1.94％ 0.37％ 0.23％

負担が
ない者

N.A. N.A. 10.6％ 86.8％ 93.3％

（注）医療は「平成26年度国民医療費の概況」における国民医
療費に占める患者負担、介護は「平成26年度介護保険事業状況
報告（年報）」における費用額から給付費を控除して自己負担
額を算出、障害は「国保連データ」を基に作成。

（注１）国保連データを基に作成。
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（注２）複数のサービスを利用している者については、利用者数と
して重複して計上している。 （注）国保連データを基に作成。
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○ 利⽤者負担が⾮常に少ないため、サービスの供給量が多くなりやすい構造。
○ このため、利⽤者のニーズについて随時把握する必要があるが、厚労省における実態把握は⼗分とは⾔えない。

 包括的な調査（「⽣活のしづらさ調査」）の実施は低頻度（５年に１回）。
 各利⽤者のサービスの利⽤状況（類似するサービスを重複して受けていないか等）も、随時把握するシステムでない。

○ 平成23年の調査では、①「福祉サービスを利⽤したいが利⽤できない」⼿帳保持者の割合は2.1％に留まり、②「利⽤して
いる者」に対する「利⽤したい者」の割合も37％に留まる。⼀⽅、利⽤者数は24年度以降も⼤幅に伸び続けている。

○ 平成27年4⽉より⽀援の全例について必要となった「サービス等利⽤計画案」の作成を担う「計画相談事業者」について、
サービスの供給を担う事業者からの「中⽴性」の確保を推進していくことが課題。

分析視点例①：サービス供給量の状況

【改⾰の⽅向性】（案）
○ サービス供給量が多くなりやすい構造であることに留意し、市町村においては、障害者への⽀給決定に当たり、そのサー

ビスの必要性をしっかりと精査していくことが重要。例えば、市町村職員の専⾨性を⾼め、サービス利⽤に⾄るプロセスに
おいて、障害者のニーズをより的確かつ主体的に⾒極めることとするなど、市町村の役割や責任を強化すべき。

希望利用者数と利用者数実績の比較等（65歳未満）

障害者手帳保持者

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

サンプル数（＝①） 3,971 2,408 1,139 852 

利用したいが、利用できない者（＝②） 82 38 18 32 

割合（＝②/①） 2.1% 1.6% 1.6% 3.8%

利用についての希望が分からないもの（＝③） 778 395 280 201

割合（＝③/①） 19.6% 16.4% 24.6% 23.6%

（出典）「平成23年生活のしづらさなどに関する調査」を基に作成。

障害者手帳保持者

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

利用している者（＝④） 1,211 571 611 289 

利用したい者（「利用したいが、利用できない者」を除く）（＝⑤） 451 300 175 95 

「利用している者」に対する「利用したい者」の比率（＝⑤/④） 37.2% 52.5% 28.6% 32.9%

（単位：人）

（注２） ④⑤の計数は、同じ母集団（3,971人）による、利用実績及び利用希望についてのそれぞれの回答から抽出。

（注１） ③の計数は、日常生活上の支援として福祉サービス（居宅介護等）をどの程度利用したいかについての希望が分からないもの。

資料Ⅱ－１－42



居宅介護
重度訪問介護

行動援護

同行援護

生活介護

自立訓練（機能訓練）自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援A型

就労継続支援B型
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サービス種類別 総費用額伸び率と支援区分平均との関係

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

H25年度 H26年度 H27年度

総費用額の対前年度伸び率の比較（支援区分の有無）

支援区分不要 総費用額（全体）

％

○ 障害サービスの供給主体である事業者は経営体でもあり、利⽤者数の増加により収益の向上を求めるのは合理的⾏動。
○ 事業者にとっては、①⽀援区分が不要であり、②利⽤期限がなく、③収⽀差率が⾼いサービスほど、安定的な利⽤者を増

加・確保しやすく、収益も向上させやすいと考えられる（注：要⽀援の程度が低いほど潜在的な対象者が多いと⾔える）。
 「⽀援区分不要」のサービスの伸びは、平均的なサービスの伸びを⼤きく上回る。
 「サービスの平均的な⽀援区分の低さ」（⽀援区分不要や潜在的な対象者数等を反映）と給付額の増加率は相関。
 「収⽀差率」の⾼さと給付額の増加率も緩やかに相関。

○ なお、障害者施設は、介護や保育施設に⽐べ、労働分配率が低く、利益率が⾼い（良い経営状況）とのデータもある。

分析視点例②：サービス供給量増加の制度的要因

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 「⽀援区分不要」のサービスについては、⽀援の必要性を測る基準の設定など必要性を精査する仕組みを導⼊すべき。
○ 「利⽤期限のない」サービスについては、利⽤者が固定されないような仕組み（例えば、就労継続⽀援においては、⼀般

雇⽤への移⾏を奨励するインセンティブの強化）を導⼊すべき。
○ 事業者への報酬については、適切なサービス供給量や利益率となるような⽔準とすべき。

○2016年（平成28年）3⽉28⽇⽇本経済新聞「経済教室」(抄)
〜社会福祉法⼈改⾰の論点〜 キャノングローバル戦略研究所 研究主幹、主

任研究員
「障害者施設を主たる業務とする社福の平均経常利益率が7.1％と突出して⾼
い。集計した障害者施設社福1087法⼈のうち、経常利益率10％超が352法⼈
（うち20％超が63法⼈）もある。また総資産の4分の1が純⾦融資産だ。これ
は、障害者福祉に尽⼒する経営者がいる⼀⽅で、毎期の⿊字を社会還元する
意思がない経営者が多数を占めていること、社福側が補助⾦を障害者のため
に使い切っていない事実を⾏政が⾒逃していることを⽰唆する。

○東京都「社会福祉法⼈経営分析のための財務指標と都内平均値」
(平成26年度決算書)

（注）純金融資産＝金融資産（現預金＋投資有価証券）－借入金
（出所）社会福祉法人5513法人の2014年度財務諸表を集計

「支援区分」とサービス増の関係サービス増に関係しうる要因 （参考）障害者施設の経営状況

（注）「国保連データ」を基に作成。

総費用
伸び率

支援区分
平均

利用期限
収支差

率

就労継続支援Ａ型 165.7% 0.4 無し 9.4%

同行援護 93.4% 1.6 無し 9.5%

就労継続支援Ｂ型 56.0% 1.3 無し 10.1%

行動援護 39.0% 3.5 無し 12.1%

生活介護 38.9% 4.8 無し 13.4%

就労移行支援 35.4% 0.6 原則24ヶ
月以内

16.8%

居宅介護 33.8% 3.0 無し 9.4%

重度訪問介護 29.6% 5.7 無し 12.8%

自立訓練(生活訓
練) 15.7% 1.2 原則24ヶ

月以内
9.6%

自立訓練(機能訓
練) ▲4.2% 2.3 原則18ヶ

月以内
5.6%

（注1）総費用伸び率は「国保連データ」の24年3月分と27年3月分の比較。
（注2）支援区分平均は、各サービス利用者の支援区分（27年4月）を加重平均したもの（支援区分と
は、障害者等の障害の多様な特性等に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示す）。
（注3）収支差率は、「平成26年障害福祉サービス等経営実態調査」より出典。

（注）「国保連データ」を基に作成

（注１）「支援区分不要」は支援区分不要のサービス（自立訓練、就労支援など）利用者のうち、
支援区分なしの者に係る総費用額の伸び率。
（注２）同行援護は、支援区分不要だが独自の要件を設けている。
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「一般就労等への移行後、6カ月定着している者が定員の５％」である場合、A型は26単位/日、B型は13単位
の加算があるが、基本報酬（416～584単位/日）に比べて小さい。このため、一般就労への移行を支援するより
も、生産性の高い利用者を保持しておく方が事業者の経済的な利益となる。

また、B型には工賃の向上を評価する加算（32単位/日）があるが、A型には、賃金上昇を評価する仕組みが
なく、障害者の賃金が大幅に低下している（参考：A型平均賃金113,077 円（H18） → 66,412円 （H26）

分析視点例③：事業者へのインセンティブ付けの在り方

サービス供給

事業者
（社福法人等）

委託会社等

障害者 国・地公体

③給付
認定

支援決定
（支援区分不要）

①
対価支払

②賃金・工賃

①から費用等を差し引いて
②賃金として支払。
＝必ず「 ①＞② 」

（支援の提供に
対する対価）

就労継続支援（A型・B型）の仕組み

事業の生産性（左記①②）の状況に関わらず、職員等の賃金に充てられる左記③の給付により、確実に収益
を上げることができる。また、報酬水準も高い。例えば、20人以下の事業所（Ⅱ型）の場合、職業指導員の配置
基準が「10：１」のため、基本報酬（532単位/日）だけでも、指導員一人あたりの収益は、最大月当たり120万円
程度（営業日を22日と仮定）。

このほか、A型であれば、新規雇用にあたり一人当たり「30～240万円」の助成が行われる。

確実に高い収益が上げられる報酬体系

（参考）不適切な事例の紹介

「就労継続支援Ａ型事業所」への参入事業者が急増している。（略）中には障害者を雇用しながら就労実態がほ

とんどないなど不正が疑われるケースも相次ぎ、厚生労働省が指導強化に乗り出している。 （略）福岡市の４０代

男性は、昨年夏に約２カ月間雇われた同市内のＡ型事業所での日々を振り返る。 うつ病を発症し精神障害者手帳

を持つ。ハローワークで見つけた求人票の「ウェブ制作」という事業内容にひかれ、雇用契約を結んだ。ところが、

通い始めて受けた指示は「自習」。平日午前１０時半〜午後３時半に家から持ち込んだ本を読むだけで、時給９００

円が支払われた。 （略）、福岡市で別の事業所を運営する男性は「事業収益がなくても、利用者の就労時間を短く

して賃金を抑えれば給料を払ってももうけが出る」と証言する。 （以下略）（毎日新聞2016年1月10日）

自治体による26年度指導監査により、事業者の指定取り消しはA型２件、B型７件

一般就労への移行や賃金向上へのインセンティブが少ない

24年4月 28年4月 増加人数 伸び率

就労移行
支援

区分あり 9,170人 6,632人 ▲2,538人 ▲27.7％

区分なし 16,189人 24,692人 8,503人 52.5％

就労継続支
援Ａ型

区分あり 4,177人 9,891人 5,714人 136.8％

区分なし 16,565人 48,961人 32,396人 195.6％

就労継続支
援Ｂ型

区分あり 70,971人 99,733人 28,762人 40.5％

区分なし 82,194人 113,287人 31,093人 37.8％

○ 利⽤者負担がないことは、サービスの質の確保にも供給サイドへの考慮が必要であることを含意。報酬設定における適切
なインセンティブ付けがなければ、質の低いサービス供給につながり得る。

○ 例えば、増加する就労⽀援の報酬体系においては「利⽤者が増加するほど、事業者の利益となる」⼀⽅、「⼀般就労への
移⾏や賃⾦向上へのインセンティブ付けが⼗分でない」。また、報酬⽔準が⾼く、⽀援区分も不要。

○ こうした状況の下、実際に事業者による不正受給の事案が問題化。放課後等デイサービスにも同様の問題を抱える。

支援区分不要とされ、利用者の要支援度をしっかり把握する仕組
みとなっていない。過去３年の利用者増の７割が「支援区分なし」。

（出典）国保連データ（注）複数のサービスを利用している者については、利用者数として重複して計上している。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 質の⾼いサービスを供給する事業者を報いるようメリハリのついた報酬体系とすべき。例えば、サービスの質への対価を

⾼くする⼀⽅、量への対価である基本的な報酬⽔準を低く保つことも⼀案。
○ 就労系⽀援については、⽀給決定時に要⽀援の程度を精査する仕組みを導⼊するとともに、速やかに報酬⽔準を是正し、

障害者の賃⾦向上や⼀般就労に向けた⽀援などの障害者が真に必要とするサービスを供給する事業者に報いるような報酬体
系とすべき。また、国・都道府県・市町村等による更なる指導やモニタリング等の強化も検討すべき。
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マクロの地方交付税総額とミクロ（各地方公共団体ごと）の地方交付税額

○ 地方交付税については、地方財政計画の歳出・歳入及び地方交付税総額がマクロベースで決定された後に、これを前提と
して、ミクロの各地方公共団体に対する地方交付税交付金の配分額が決定される仕組みとなっている。

給与関係費

基準財政需要

【地方財政計画】 【各団体の普通交付税算定】

地方税

地方交付税

国庫支出金

一般行政経費

投資的経費

公債費

予算編成時（９月～１２月）

１．全自治体（都道府県及び市町村）の歳入歳出を見込み、収

支不足を見積り

２．収支不足を補てんするため、法定率分に加えて、一般会計

からの特例加算等を行って交付税を増額

⇒ 交付税総額の決定

予算決定後（１月～７月）

１．予算編成で決定した交付税総額を配分するため、基準財政

需要の算定の基準（単位費用、測定単位、補正係数）を毎年

改定

２．改定した算定基準により、各自治体の基準財政収入と基準

財政需要を算定して普通交付税を配分

歳出 歳入

基準財政収入

基準財政需要は年末に決定された交付税
総額の配分基準である

総務省と財務省の折衝を経て、交付税総額が決定。

普通交付税（交付税の94％）：７月に決定

特別交付税（交付税の６％）：12月・３月に決定

総務省が決定

地方債

歳出歳入ギャップを
補てん
⇒交付税総額の決定
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地方交付税総額の算定

○ 地方財政対策においては、地方歳出総額を規律する地方財政計画における歳出歳入ギャップに対し、国税の一定割合で
ある地方交付税の法定率分（国）を充当。

※ 地方交付税の法定率：所得税33.1％、法人税33.1％、酒税50％、消費税22.3％

※ このほか、地方法人課税の偏在是正のために導入された地方法人税の税収を交付税原資化（特会財源）

○ 法定率分で不足する財源については、特例加算（国）と臨時財政対策債（地方）により国と地方の折半で負担することで対
応。リーマンショック後は、これに加え、国の全額負担による別枠加算で地方の負担を軽減（28年度に廃止）。

○ 国・地方のＰＢ改善のためには、地方財政計画の歳出を着実に抑制し、歳出歳入ギャップを縮小していくことが必要。

（注）リーマンショック後の臨時異例の危機対応として、歳出面の「歳出特別枠」に加え、歳入面において「別枠加算」が措置されていたが、28年度に廃止。

平成28年度地方財政計画（単位：兆円、（カッコ書）は対前年度増減額）

【歳入85.8(+0.5)】

地方税・地方譲与税
：41.1(+1.0)

地方特例交付金：0.1(＋0.0)

その他：5.7(+0.1)

【歳出85.8(+0.5)】

公債費：12.8(▲0.1)

投資的経費
：11.2(＋0.2)

一般行政経費
：35.8(+0.7)

給与関係経費
：20.3(▲0.0)

歳出特別枠：0.45(▲0.4)

地方交付税総額
１６．7兆円

その他：5.2(+0.1)

交付税
法定率分

等
14.9

（＋1.1）

特会財源
1.5（＋0.2）

歳出歳入ギャップ
17.0 (▲1.2)

地方債：8.6(+0.5)
うち、臨財債：3.5(+0.4)

（折半対象臨財債を除く）

国庫支出金：
13.2(+0.1)

うち、補助分：19.0（+0.5）
うち、単独分：14.0（+0.0)
うち、まち・ひと・しごと創
生事業費：1.0(±0)
うち、重点課題対応分：

0.25（新規）

折半対象
財源不足
0.5（▲2.4）

臨財債
0.3（▲1.2）
特例加算
0.3（▲1.2）

【地⽅負担】
… 臨時財政対策債（折半対

象）の発⾏により確保
⇒ フローベースの財源不⾜

に対応

「折半対象外臨時財政対策債」
… 発⾏済み臨時財政対策債の元利

償還⾦等の財源として発⾏
⇒ストックベースの債務に起因する

財源不⾜に対応

国
・地
方
折
半

【国負担】
… 特例国債の追加発⾏

により財源確保
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○ リーマンショック後、国と地方との財政状況の不均衡は著しく拡大しており、地方の足元の財政状況を見ると、基礎的財政
収支（PB）のみならず、財政収支も黒字となっている。

○ 基礎的財政収支（ＰＢ）・財政収支の推移（フロー）

▲ 2.0
▲ 4.0

▲ 3.0
▲ 0.2

2.1
4.3 3.6 4.7

2.0 0.3
2.9 2.6 2.5 1.5

3.8 2.8

▲ 6.9 ▲ 8.8 ▲ 7.4
▲ 4.3

▲ 1.8
0.5 0.0 1.3 ▲ 1.1 ▲ 2.7 0.1 ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.9 1.2 0.2

▲ 19.4
▲ 23.8 ▲ 25.0

▲ 19.7

▲ 15.6
▲ 12.8 ▲ 9.0

▲ 18.9

▲ 38.1

▲ 31.9 ▲ 32.8
▲ 28.8 ▲ 30.3

▲ 21.5
▲ 19.5 ▲ 18.7

▲ 26.5
▲ 30.5 ▲ 31.2

▲ 24.8

▲ 19.7
▲ 16.4

▲ 12.5

▲ 23.2

▲ 43.0

▲ 37.3 ▲ 38.6
▲ 34.9 ▲ 36.2

▲ 27.4 ▲ 25.8 ▲ 25.7

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10
H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（出典） 内閣府「国民経済計算確報」。平成26年度以降は「中長期の経済財政に関する試算」（平成28年7月26日 内閣府）。
（注） 国・地方とも、平成23年度以降については、復旧・復興対策の経費及び財源の金額を除いたベース。

（兆円）

地方の基礎的財政収支
(PB)

地方の財政収支

国の基礎的財政収支(PB)

国の財政収支

国と地方の財政状況（フロー）

○ 地方交付税交付金（一般会計ベース）の推移

14.5  13.0 
10.9  11.5  12.4  13.0  14.6  15.1 

12.6 
10.2  11.3  11.6  11.7  12.8  13.7  14.9 

1.4  3.1  5.5  3.9  2.2  0.7  2.6  5.4  3.8  3.8  3.6  2.6  1.5  0.3 1.0  1.5  1.3  1.1  1.0  0.6  0.2

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

別枠加算

特例加算

地方交付税法定率分等

（兆円）
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○長期債務残高の推移

（注） 交付税及び譲与税配付金特別会計の借入金については、その償還の負担分に応じて、国と地方に分割して計上している。なお、平成19年度初をもってそれまでの国負担分借入金残高の全額を一般会計に承継したため、平成19年度末以
降の同特会の借入金残高は全額地方負担分（２０１６年度末で３２兆円程度）である。

国

地 方

３０年前
（１９８６年度末）

２０年前
（１９９６年度末）

１０年前
（２００６年度末）

現在
（２０１６年度末見込）

１６４兆円 ３１０兆円
５６１兆円 ８７５兆円

２００兆円 １９６兆円１３９兆円６１兆円

概ね１．９倍 概ね１．８倍 約３００兆円増加

概ね２．３倍 概ね１．４倍 ほぼ横ばい

国と地方の財政状況（ストック）

（注） 2014年度末決算の積立金残高については、被災３県のその他基金1.4兆円を除いた額。

○積立金残高の推移

財政調整基金

減債基金

３０年前
（１９８４年度末）

２０年前
（１９９４年度末）

１０年前
（２００４年度末）

現在
（２０１４年度末決算）

２．５兆円 ３．７兆円 ３．７兆円 ７．２兆円

２．４兆円 ２．６兆円５．５兆円０．５兆円

その他基金

総額

２．１兆円 １０．３兆円 ６．９兆円 １１．５兆円

１３．０兆円 ２１．２兆円１９．４兆円５．１兆円

約１．６倍

57.4  58.9 
79.6

27.2  17.0 
35.0 

96.1 

171.2  178.5 

0

50

100

150

200 負債

○地方公共団体の資産と負債の推移（資金循環統計）

（出典）資金循環統計（日本銀行）
（注）負債は、負債総額より金融資産・負債差額を引いたもの

資産
（うち現金・預金）

負債

１０年前
（２００４年度末）

現在
（２０１４年度末）

５９兆円
（１７兆円）

８０兆円
（３５兆円）

１７９兆円１７１兆円資産

現金・預金（資産の内数）

差額

２１兆円
（１８兆円）

７兆円

（兆円）

○ ストック面について見ると、30年前から10年前までは、国及び地方のいずれにおいても長期債務残高が増加しているが、

過去10年程度を見ると、国の長期債務残高は約300兆円増加している一方、地方はほぼ横ばい。

○ これは、特にリーマンショック以降、国が別枠加算等の措置を通じて地方の財政収支悪化を防いできた結果とも考えられる。

○ 一方、地方の貯金である積立金残高は過去10年間に約１．６倍に増加。国から地方への財政移転の水準のあり方を議論

する際には、こうした国・地方の財政状況の違いも考慮する必要。
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○ 地財計画の歳出総額の増加は国民負担に直結。したがって、納税者の視点からは、地財計画

による歳出見込みが客観的・適正であることが重要。

⇒ このため、分析可能な最新データである平成25年度を例に決算額と計画額を比較すると、

決算額歳出（89.3兆円）＞計画額歳出（84.1兆円）

（注）「平成25年度地方財政計画と決算の比較」（27年12月「地方財政要覧」）における単年度収支ベース修正決算額等。

具体的には、決算(93.2兆円)と計画(81.9兆円)の比較のため、決算については、前年度からの繰越金を控除し、次年度への繰越

金を加算するとともに、年度内貸付金分（年度内に歳出と歳入の両建てで計上され、地方一般財源は費消しない形式的な歳出）

3.2兆円を控除(修正後決算歳出額：89.3兆円）。計画については、補正予算等の影響を加算（修正後計画額：84.1兆円）。

⇒ しかしながら、上記決算額の中には、総務省ＨＰ、会計検査院報告等によれば、地財計画にもと

もと計上されていなかった以下の歳出が含まれているため、地財計画の財源による決算歳出を把

握するためには、これらを控除する必要。

・ 超過課税・法定外税を財源とする歳出

・ 国家公務員の給与水準を超えて支給される給与等

・ 地方税収等の決算増収分を財源とする歳出

・ 使用料・手数料の決算増収分を財源とする歳出

・ 過去に積立てた基金からの取崩分を財源とする歳出

・ 基金への積立歳出等

決算額歳出と計画額歳出との乖離について（総論） 資料Ⅱ－２－５



【地方財政計画の役割】

地方団体が標準的な行政水準を確保できるよう地方財源を保障

したがって、次に掲げるような経費は地方財政計画には計上

していない。

○ 歳入 超過課税、法定外普通税、法定外目的税

○ 歳出 国家公務員の給与水準を超えて支給される給与

決算額歳出と計画額歳出との乖離について（参考）

総務省ＨＰ

89.3兆円
このうち、

は、 上記のとおり、

地方財政計画の歳
入に計上されておら
ず、計画の範囲外

1.0兆円 は、 上記のとおり、
計画の範囲外

超過課税
法定外普通税
法定外目的税
の税収

給与関係経費
の「決算額－
計画額」＝国
家公務員の給
与水準を超え
て支給される
給与、人員配
置の加配等

【会計検査院報告（平成18年10月）における指摘（抄）】

なお、地方公共団体の歳出には、地方財政計画外の歳入

である超過課税や法定外税、基金の取崩し等を財源とした

歳出もあることから、全体としては同決算額は同計画額を上

回ることとなる。

会計検査院報告

は、左記と同様に、計画の範囲外

0.4兆円
は、左記と同様に、計画の範囲外

地方税収等の
決算増収分見
合い歳出

使用料・手数
料の決算増収
分見合い歳出

2.7兆円

過去に積立て
た基金からの
取崩分見合い
歳出

4.2兆円

基金への積立
歳出等

は、上記のとおり、計画の範囲外

は、上記と同様に、計画の範囲外

0.8兆円
0.7兆円

25年度修正後決算歳出額
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２５年度決算額歳出と計画額歳出との乖離について①

修正後決算額

①超過課税・法定外税分の見合い歳出

②地方税収等の決算増収分見合い歳出

③使用料・手数料の決算増収分見合い歳出

④給与関係経費の決算乖離分

⑤過去に積立てた基金からの取崩分見合い歳出（注）

⑥基金への積立歳出等

79.5兆円実質的な決算額
84.1

25年度地財計画額

79.5

4.2

2.7

1.0

1.9

25年度決算額

補正予算等の影響を加味した
修正後計画額

89.3兆円

⑥基金への
積立歳出等

⑤過去に積立てた
基金からの取崩分

見合い歳出

①~③

④

25年度地財計画
と比較すべき

決算額

25年度地財計画
で保障された

歳出額

（注） 基金取崩額については、被災３県におけるその他
特定目的基金の取崩額を用いた見合い歳出を控除し
ているが、その他の東日本大震災関連経費が含まれ
ている可能性がある。

地財計画額及び決算額は、東
日本大震災関連経費を控除した
通常収支ベースである。

○ 決算額と地財計画額が実質的に比較可能となるようベースを合わせると、

実質的な決算額（79.5兆円）＜実質的な地財計画額（84.1兆円）
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79.5

4.2

2.7

1.0
1.9

80.4

4.2

2.7

1.0
0.9

83.5

1.0

2.7

1.0
0.9

⑥基金への
積立歳出等

⑤過去に積立てた
基金からの取崩分

見合い歳出

④

25年度地財

計画と比較
すべき
決算額

⑤過去に積立てた
基金からの取崩分

見合い歳出

④

⑥

⑤過去に積立てた
基金からの取崩分

見合い歳出

④

①~③

⑥基金への
積立歳出等

80.4

4.2
2.7

1.0
0.9

④

⑥

⑤過去に積立てた
基金からの取崩分

見合い歳出

25年度決算額歳出と計画額歳出との乖離について②（実際の地方財政運営を考慮して以下を仮定）

地方税収等上振れ分による基金への積立 基金積立額の後年度の歳出化

①法定外税等見合い歳出
②地方税収等上振れ分見合い歳出
③使用料・手数料上振れ分見合い歳出

については、その半分が基金への積立てに
回っていたと仮定。

○ 地財計画は本来、当該年度に必要となる経費を計上するものであるが、各
自治体では、予算執行上の工夫として、当面必要な支出は過去に積み立てて
おいた財源で対応し（基金の取崩し）、当該年度の資金は一旦基金に積んだ
上で、後年度に取崩して必要な歳出に充てるという運営も行われている。

○ この場合、後年度に歳出化される取崩額については、すべてが地財計画が
想定していない歳出という訳ではなく、地財計画に適合的な標準的な歳出内
容が含まれていると考えられる。

○ このため、各年度の基金への積立額（基金への積立歳出等）のうち、1.0兆円
（※）を残して、後年度に地財計画に沿った内容で歳出化が行われていたと仮定。

※ 平成19～26年度の基金残高の状況を見ると、毎年度取崩しと積立ての両方を行いつつ
も、平均して毎年度1.0兆円の増加となっている。

①~③/2 0.9

①~③/2

25年度決算額 25年度決算額 25年度決算額 25年度決算額

①~③/2 ①~③/2

後年度に歳
出化される
基金取崩額

3.2兆円

基金への積
立歳出等
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２５年度決算額歳出と計画額歳出との乖離について③

84.1

25年度地財計画額

79.5

4.2

2.7

1.0

1.9

25年度決算額

25年度地財

計画で保障
された
歳出額

89.3兆円

80.4

4.2

2.7

1.0

0.9

25年度決算額

83.5

1.0

2.7

1.0

0.9

25年度決算額

⑥基金への
積立歳出等

⑤過去に積立
てた基金から
の取崩分見合

い歳出

①~③

④

25年度地財

計画と比較
すべき
決算額

⑥基金への
積立歳出等

①~③/2

④

⑥

①~③

④

0.6兆円程度

修正後決算額
基金への積
立歳出等

（⑥）のうち、
後年度に歳
出化される
分を考慮

①~③/2
0.9

地方税収等
（①~③）のう

ち、基金への
積立てに回る

分を考慮

○ 決算額と地財計画額が実質的に比較可能となるようベースを合わせ、さらに前頁の仮定を反映すると、

実質的な決算額（83.5兆円）＜実質的な地財計画額（84.1兆円）

後年度に歳
出化される
基金取崩額

3.2

⑤過去に積立
てた基金から
の取崩分見合

い歳出

⑤過去に積立
てた基金から
の取崩分見合

い歳出

（注） 「⑥基金への積立歳出等4.2兆円」のうち、基金への積立歳出は3.1兆円。したがって、上記の「後年度に歳出化される基金取崩額3.2兆円」は、
本来は2.1兆円（=3.1‐1.0）であるが、本試算では簡略化のため、「⑥基金への積立歳出等4.2兆円」から1.0兆円を引いて3.2兆円としている。
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85.8

89.2

91.5

89.9

87.8

89.7
89.3

83.6

87.2

89.2

84.9

83.4

86.2

84.1

81.6

85.9

87.7

84.3

82.5

84.6

83.5

80.0

85.0

90.0

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

修正後決算額歳出 修正後計画額歳出 実質的な決算額歳出

▲2.0

▲1.3

▲1.4

▲0.7

▲0.8

▲1.6

▲0.6

修正後計画額歳出と実質的な
決算額歳出との乖離

○ 近年の実質的な決算額と計画額を比較すると、継続的に1兆円前後、計画額歳出の方が決算額歳出を上回っていると
試算される。

○ 毎年度、国において赤字国債を発行して地方一般財源総額を確保していることを踏まえれば、各年度に必要となる
財源保障（移転）の適正規模については、より一層の精査が必要と考えられる。

決算額歳出と計画額歳出の乖離推移

（兆円）
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92.6
91.2 90.7

89.2 89.1 89.7

96.1
94.8

92.5
91.1

93.2
94.5

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

地方歳出総額（決算ベース）

地方の歳出総額（決算ベース）の推移

（兆円）

○ 地財計画における歳出額は、ほぼ横ばいで推移しているが、決算ベースでみると、地方税収の上振れや基金
の取崩し歳出の影響等もあり上昇傾向。その基調は継続すると考えられる（27年度地方税収決算見込み：対前
年度＋2.3兆円）。

※ 地方歳出総額は通常収支分である。
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1.8 1.8 1.7 2.1 2.3 2.3 2.4 2.6 

7.9 9.1 
11.0 10.6 10.2 11.1 11.7 11.5 

4.2 
4.4 

4.5 
5.2  5.6 

6.1 

6.7  7.2 

0

5

10

15

20

25

H19 H20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 H26

20.9

14.0 15.3

17.2
17.9 18.1

19.5減債基金

その他基金 21.2

(※１)一般財源及び地方歳入は、地方財政計画ベース。積立金残高は、各年度末決算ベース。
(※２)平成23年度から26年度までの積立金残高については、被災３県のその他基金（23年度：1.5兆円、24年度：1.5兆円、25年度：1.5兆円、 26年度：1.4兆円）を除いた額。

地方の基金残高の推移

財政調整基金
（年度間の財源の不均衡を調整するための基金）

（兆円） 地方一般財源

地方の基金残高

59.2 
59.9 

59.1 59.4 59.5 59.6 
59.8 

60.4 

56

57

58

59

60

61

62

（＋7.2兆円の増加）

H27  H28

61.5 61.7

資料Ⅱ－２－12



一

般

財

源

平成28年度地方財政計画(単位：兆円)

特

定

財

源

(61.7兆円)

(24.0兆円)

【歳出：85.8】

公債費：12.8

投資的経費：11.2

一般行政経費：35.8

うち、補助分：19.0
うち、単独分：14.0
うち、まち・ひと・しごと

創生事業費：1.0
うち、重点課題対応分：0.25

給与関係経費：20.3

歳出特別枠：0.45

その他：3.7

水準超経費：1.5

【歳入：85.8】

臨財債：3.8

地方税・
地方譲与税：41.1

地方特例交付金：0.1

その他：5.7

地方交付税：16.7

国庫支出金：13.2

その他地方債：5.1

「地方一般財源総額 実質同水準」ルールについて

「骨太２０１６」（平成２８年６月２日 閣議決定）等のポイント

財政健全化目標

経済・財政再生計画における歳出改革の目安

・ 国・地方合わせた基礎的財政収支を2020年度までに黒字化、その後債務残

高対GDP比を安定的に引下げ

＜目安１＞ＰＢ赤字対ＧＤＰ比 ： 2018年度▲１％程度

＜目安２＞国の一般歳出の水準 ： 安倍内閣のこれまでの３年間では一般歳
出の総額の実質的な増加が1.6兆円程度となっていること、経済・物価動向等
を踏まえ、その基調を2018年度まで継続。

＜目安３＞社会保障関係費の水準 ： 安倍内閣のこれまで３年間の経済再生
や改革の効果と合わせ、社会保障関係費の実質的な増加が高齢化による増
加分に相当する伸び（1.5兆円程度）となっていること、経済・物価動向等を踏
まえ、その基調を2018年度まで継続していくことを目安とし、効率化、予防等
や制度改革に取り組む。この点も含め、2020年度に向けて、社会保障関係費
の伸びを、高齢化による増加分と消費税率引上げとあわせ行う充実等に相当
する水準におさめることを目指す。

＜目安４＞地方の歳出水準 ： 国の一般歳出の取組と基調を合わせつつ、交
付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額につ
いて、2018年度までにおいて、2015年度地方財政計画の水準を下回らないよ
う実質的に同水準を確保。

うち特例加算分 0.3

うち折半対象分 0.3
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地財計画の見直し方向

○ 地財計画の歳出規模は、実質的に見ると決算額を継続的に上回っている可能性。

○ こうした中、地方の歳出水準（決算）は趨勢的に上昇傾向。
（通常収支ベースの歳出総額から公債費及び基金への積立額を除いたベース：19年度 73.8兆円→26年度 78.0兆円）

○ また、リーマンショック以降、地方では毎年度基金を取り崩しての歳出化が行われる一方、それ
を上回る基金への積み立てが続いている。
（現在の基金残高（※1）が歳出化されると、PBは対GDP比▲3.7％（※2）分悪化）

 地財計画の「対象外」とされている歳出は財政規律上問題はないか ⇒ 地方税収等の決算増収分見合い歳出

 内訳、積算が検証できない「枠」計上は財政規律上問題はないか

⇒ 一般行政経費（単独事業）、歳出特別枠、まち・ひと・しごと創生事業費 等

 リーマンショック後の臨時異例の危機対応措置は終了すべきではないか ⇒ 歳出特別枠

 実績と比べて過大（小）な計上となっている経費の見直し ⇒ 追加財政需要、国庫補助事業の不用、使用料・手数料

 国や民間との比較等で標準を超えると思われる支出の見直し ⇒ 給与関係経費

 改革工程表に基づく効率化を地財計画へ適切に反映する必要があるのではないか ⇒ トップランナー方式 等

 不十分な「見える化」を改善すべきではないか

⇒ 経済・財政再生計画（27年6月閣議決定）の「地方の歳出水準」に係る目安の趣旨が十分に反映
されるよう、地財計画の精査・見直しを進める必要。

※1 平成26年度決算時点で、減債基金及び東日本大震災被災三県のその他目的基金を除いて18.7兆円。
※2 平成27年度年次速報額ベース。
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0.2  0.7 

‐0.6 

‐1.1 

‐0.2  0.0 

‐0.5  ‐0.6 

0.0  0.7  0.9  0.9 

‐0.8 

‐1.6  ‐1.6 

1.4  0.3  0.2  0.8  1.2  0.7 

1.1 
0.7 

0.0  0.1  0.4 
0.1  ‐0.4  0.1  0.1 

0.7  0.9  0.9 

‐0.4  ‐0.8  ‐0.4 

1.5 

0.4 
0.2 

0.8 

1.2 

‐3.5

‐2.5

‐1.5

‐0.5

0.5

1.5

2.5

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

地方税収等 地方税収等（減収補填込み）地方税収等乖離
地方税収等乖離
地方税収等乖離
地方税収等乖離
地方税収等乖離
地方税収等乖離
地方税収等
の上振れ額

地方税収等の上振れ額
（減収補填債による補填額込み）

α

（出典）地方財政要覧

地方税収等の計上の適正化①

（兆円）

計
H22～H27

（リーマンショック以降）
H7～H27

地方税収等の計画
見込み額との乖離

（兆円）
4.6 0.7

地方税収等の計画
見込み額との乖離

（兆円）
（減収補填債込み）

4.9+α 8.0+α

（※）平成27年度は見込み

○ リーマンショック以降、地方税収等は決算での上振れが続いており、２２～２７年度までの累計で＋４．６兆円

の決算増収。

○ より長期で見ても、地方税収等が下振れた場合は減収補填債が発行（元利償還費を地財計画に計上）され、

計画見込みからの下振れ分が補填されている。
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○ 地財計画で見込んだ歳入・歳出のギャップを埋めるべく交付税が措置されることを踏まえれば、計画見込み
からの地方税収等の上振れ分は、結果として、本来必要なかったはずの赤字国債の発行を国の側で行ってい
たことを意味する。

○ また、地方税収等の上振れ分歳出の使途は地財計画の対象外となることから、現状では、「標準的な行政水
準」を計上する地財計画を通じての歳出規律が働かない状態。

○ 「経済財政再生計画」の「目安（地方歳出水準の目安）」の趣旨を反映させるべく、地方税収等の計画見込み
からの上振れ分については、ミクロベースで行われているのと同様、地財計画上でも精算を行うべきではない
か。

※ 国税収が上振れた場合は、後年度に赤字国債・地方債を縮減する形で地財計画上で精算

地方税収等の計上の適正化②

○ ミクロベースでは、地方税収等の上振れ分
は後年度に配分される交付税額を減額して
精算されている。【図①】

⇒ 現にミクロベースで交付税額の減額という
精算が行われているのであれば、マクロベー
ス（地財計画）にも反映させ、赤字公債の縮
減につなげるべきではないか。

基準財政収入額の精算

基準
財政
需要

基準
財政
収入

交付税

基準
財政
収入

（個別自治体ごとのミクロベース）

交付税

地方税収の上振れ分
を後年度の基準財政
収入に加算

精算に伴う調整

基準
財政
需要

基準
財政
収入

基準財政需要=単位費用×測定単位
×補正係数×調整率（額）

☑単位費用のかさ上げ
☑調整率（額）の変更 等

（総体としての地方）

税収 税収

【図①】 【図②】

交付税
※ なお、現状では、ミクロベースで各自治体への交

付税額が減額精算される一方、マクロベースには反

映していないため、 当該「余剰」分は、基準財政需

要の単位費用の嵩上げや調整率（額）の変更等を

通じ、各自治体に薄まきされる形で配分される結果

となっている（地財計画に計上した交付税の全額が

毎年度配分されている）。【図②】
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地方財政計画（28年度）

給与関係費

一般行政経費（単独）

公債費

その他

歳出

20.3兆円

投資的経費（補助等）

まち・ひと・しごと創生事業費

一般行政経費（補助等）
20.8兆円

14.0兆円

1.0兆円

5.8兆円

12.8兆円

5.2兆円

85.8兆円

投資的経費（単独）
5.4兆円

歳出特別枠 0.45兆円

枠

計

上

○ 地方財政計画には、内訳や積算が明らかでない、いわゆる「枠計上経費」が多額の規模で存在。

○ 計上水準の必要性・適正性について説明責任を果たす観点から、当該財源を活用した事業の実績・成果を把握し、検証する
必要。

「枠」計上項目の実績把握・検証・適正化①

14.0 13.8

14.7
15.2 15.4 15.3 15.5 15.5

15.8

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

一般行政経費（単独事業）

リーマンショック後の危機対応としての歳出特別枠

地域の元気創造事業費 まち・ひと・しごと創生事業費＜地方単独事業等の水準の推移＞

※１ まち・ひと・しごと創生事業費は、人口増減率等の指標を用いて配分されているが、各自治
体における具体的使途を含め実績等は不明。特定の政策目的をもって地方財政計画に計
上している項目については、当該財源を活用した事業の実績・成果を把握し、計上の合理性
の検証を行う必要。

※２ 歳出特別枠は、リーマンショック後、雇用対策等のために設けられた臨時異例の危機対応
措置であり、平時モードへの切替えの中で、廃止・縮減していく必要。

○ 経済財政運営と改革の基本方針2015 （抜粋）
「別枠加算や歳出特別枠といったリーマンショック後の歳入・歳出面の特別措置について、経済再生に合わ

せ、危機対応モードから平時モードへの切替えを進めていく。」
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≪計画（平成２８年度）（単位：兆円） ≫ ≪決算（平成２６年度）（単位：兆円）≫

義務的経費：48.8

人件費：22.5

扶助費：12.9

公債費：13.3

投資的経費：15.5

その他の経費：34.2

総務費：9.9

民生費：24.5

衛生費：6.1

農林水産費：3.3

商工費：5.5

土木費：12.1

教育費：16.7

公債費：13.4

労働費：0.4

その他：1.4

警察費：3.2

消防費：2.1

【目的別：98.5】 【性質別：98.5】

うち補助事業費：7.7

うち単独事業費：6.3

【うち一般行政経費(単独事業)】

公債費：12.8

投資的経費：11.2

給与関係経費：20.3

維持補修費：1.2

公営企業繰出金：2.5
水準超経費：1.5

歳出特別枠：0.45

国保等：1.8

補助：19.0

単独：14.0

一般行政経費：35.8

その他：11.7(83.3%)

貸付金：1.9(13.7%)

追加財政需要：0.4(3.0%)

【85.8】

【14.0(100.0%)】

全体の８３．３％
が内訳・積算が
明らかでない

災害復旧事業費等：0.7

いずれを見ても、一行単独の決算額は判別できない

まち・ひと・しごと創生：1.0 普通建設事
業費：14.8

「枠」計上項目の実績把握・検証・適正化②（一般行政経費（単独事業））

○ 地方財政計画の歳出の中で、「一般行政経費（単独事業）」については、約１４兆円もの規模がありながら、その大宗（１１．７

兆円、全体の８３．３％）は、内訳や積算が明らかでなく、いわゆる「枠計上」となっている。

○ また、地方歳出の決算は、①目的別内訳と、②性質別内訳、に分けて開示されているが、どの部分が地方財政計画上の「一

般行政経費（単独事業）」の決算であるか判別できず。

○ このため、一般行政経費（単独事業）については、標準的な財政需要とは考えられないような経費が含まれている可能性も

あるが、検証できない状況。
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1.0

1.5

1.1 1.0 1.0

0.6
0.2

0.9

1.4 1.5 1.5 1.5

1.2
0.85 0.45

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

地域の
元気創造
事業費

0.6

歳入 歳入 歳入 歳入歳出 歳出 歳出 歳出

別枠
加算

別枠
加算

別枠
加算

別枠
加算

別枠
加算

歳出
特別枠

歳出
特別枠

歳出
特別枠

歳出
特別枠

歳出
特別枠

歳出
特別枠

地域の
元気創造
事業費

人口減等
特別対策
事業費

まち・ひと・しごと創生事業費
１兆円

人口減等
特別対策
事業費

40.2 39.5

35.3 35.7 35.7
36.1

37.2
39.0

41.0

41.2

35

37

39

41
（兆円）

（注）地方税収はＨ26までは決算、Ｈ27は決算見込み、Ｈ28は計画（東日本大震災分含む）。

地方税収（地方譲与税含む）

0.35 0.4別枠
加算

歳出
特別枠

歳入 歳出 歳入 歳入歳出 歳出

別枠
加算

別枠加算・歳出特別枠の推移

0.6

地域の
元気創造
事業費

0.4

歳出
特別枠

歳出特別枠の廃止・純減（平時モードへの切り替え）

○ リーマン・ショック後の臨時異例の危機対応として、地財計画の歳入面では「別枠加算」、歳出面では「歳出特別枠」

が措置され、「歳出特別枠」は今も継続している。しかしながら、その後に経済状況は回復し、地方税収は過去最高と

なっている状況。

○ また、「歳出特別枠」は、「地域経済基盤強化・雇用等対策費」として、各地の「人口」を指標に配分されているが、実

際にどのような事業に使われているのかを含め、実績等は不明。

○ 地財計画の歳出規模は、実質的に見ると決算額を継続的に上回っている可能性も踏まえれば、歳出特別枠について

は廃止も含めた大幅な見直しが必要。
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過去10年間の追加財政需要の計上額と使用額
（単位：億円）

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

地財計画
計上額

5,700 5,700 5,700 5,700 5,700 4,700 4,700 4,700 4,200 4,200 4,200

使用額 651 1,538 765 1,883 1,671 1,520 907 929 3,379 2,968 -

平均使用額1,600億円程度

実績と比べた過大（小）計上の見直し① （追加財政需要に係る計上の適正化）

○ 一般行政経費（単独事業）には、年度途中の追加財政需要への対応として4,200億円（28年度）を計上。一方、過去10年間の

平均的な使用実績は、平均1,600億円程度。

○ また、地方財政計画に計上する追加財政需要については、国の予備費と異なり決算で精算しておらず、使途が不分明なまま

地方に渡しきりとなっている状況。

○ 追加財政需要の計上額について、使用実績を踏まえた適正化を図るよう検討する必要。
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国庫補助事業の不用額に係る地方負担額（推計）

（注１）国の決算における不用割合（不用額／歳出予算現額）を地方財政計画における地方負担額に乗じて試算
（注２）投資的経費の不用額は歳出不用額に一般財源充当割合を乗じて計算

○ 国の補助事業については毎年度一定の不用が生じており、その地方負担分についても、結果的にみれば、地財計画対比で

不用が生じているはず。

○ しかしながら、追加財政需要と同様、国庫補助事業の不用に係る地方負担分についても、決算を踏まえた精算が行われて

おらず、地方に渡しきりとなっており、是正が必要。

○ 例えば、不用額分は後年度の地財計画に反映（精算）する扱いとしてはどうか。

実績と比べた過大（小）計上の見直し②（国庫補助事業の不用に係る地方負担分の計上の適正化）

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 H26 5ヶ年平均

給与関係経費（義務教育費国庫
負担金）

688億円 391億円 325億円 322億円 323億円 410億円

一般行政経費（補助事業分） 558億円 605億円 670億円 1,016億円 2,696億円 1,109億円

投資的経費（直轄事業・補助事
業分）

340億円 303億円 245億円 373億円 181億円 288億円

合計 1,586億円 1,299億円 1,240億円 1,711億円 3,200億円 1,807億円
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使用料・手数料等の適正化（特定財源との扱い）

○ 使用料・手数料（H28年度：1.6兆円）と雑収入（ H28年度：4.2兆円）は、地財計画上は「特定財源」とされているもの
の、収入の内訳が不明な項目があるほか、特定の歳出に充てられているかも不明（特に雑収入）。

○ 「特定財源」と整理しながら、実質は一般財源とほぼ同様に支出されている部分が存在するのであれば、計上を適
正化すべき（「一般財源実質同水準」（H28年度：61.7兆円）の中に組み入れるべき）。

○ なお、使用料・手数料の歳入額は、H26年度地財計画：1.6兆円のところ、H26年度決算：1.9兆円（計画＋0.3兆円）

と、決算で上振れが生じている状況。

≪雑収入≫ 平成２６年度 決算額
平成26年度
地財計画額

雑収入 76,369 40,059

（貸付金回収元金除き） 21,150 21,237

（単位：億円）

（単位：億円）

≪使用料・手数料≫
平成２６年度 決算額 平成26年度

地財計画額都道府県 市町村 純計額

使用料 5,206 10,067 15,272

授業料 950 356 1,305

高等学校 864 55 919

幼稚園 0 193 193

その他 86 108 193

公営住宅使用料 2,425 3,162 5,587

発電水利使用料 332 0 332

その他 1,499 4,526 6,025

手数料 2,042 3,724 5,766

法令に基づくもの 542 274 816

条例に基づくもの 1,500 3,450 4,950

合計 7,247 13,791 19,015 15,862

15,862

※ 雑収入の内訳 ： 貸付金回収元金、分担金・負担金、財産運用収入、財産売払収入、

延滞料・加算料・過料、預金利子、貸付金利子、収益事業収入、その他
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用務員（2.0万人） 技能労務職員の
平均給与

民間類似職種の
平均給与

(※)データは平成２７年地方公務員給与実態調査（総務省）、平成２７年国家公務員給与実態調査（人事院）による。
なお、民間類似職種の平均給与月額は、「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）の直近３ヶ年平均による。ただし、「賃金構造基本統計調査」のデータは、年齢、業務内容、雇用
形態等の点において技能労務職員データと完全に一致しているものではない。
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昭和58年度以降も新規採用を継続。民間委託率
は73％にとどまる。

昭和58年度以降、新規採用を原則として行わ
ず民間委託を推進。民間委託率は93％。

【国：行政職（二）】 【地方：技能労務職員（普通会計ベース）】

民間委託率に乖離
4.2

万人

0.3
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昭和58年度 平成27年度

９３％を
民間委託

○ 国は、技能労務職員（行政職（二））について、昭和５８年度以降、新規採用を原則として行わず、民間委託を推進。平成２７
年度の民間委託率は９３％（昭和５８年度比）。

○ 一方、地方は昭和５８年度以降も新規採用を継続し、平成２７年度の民間委託率は７３％（昭和５８年度比）にとどまっている。
○ 地方の技能労務職員について、地域の民間給与をより一層反映させる観点からは、国の取組と基調をあわせ、地方財政計

画においては、国並みの民間委託率となっている前提での計上を行うことが適当ではないか。

(万人)

給与関係経費の適正化・効率化（民間委託の取組の加速）

国(93%)水準まで民間
委託した場合、700億
円程度削減可能。
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改革成果の地財計画への反映①（トップランナー方式）

○ 28年度からトップランナー方式の導入が進められているが、現状では、基準財政需要の単価の
見直しが行われるのみ（地財計画への反映は行われていない）。

○ このため、トップランナー方式で単価の見直しが行われる一方で、地財計画で措置された交付
税を全額配分すべく、他の経費の単価アップ等の調整がなされれば、地財計画の歳出規模の抑
制、地方財政の効率化にはつながっていかないことになる。

○ 財政健全化目標の実現に向け、トップランナー方式による効果（基準財政需要の減少額）が地
財計画に反映されるよう、計画策定を工夫する必要。

単価見直し

トップランナー方式による効果

基準財政需要 基準財政収入

交付税
交付税

基準財政需要

現状では、トップランナー方式による「効
率化」分は、基準財政需要の単位費用
のかさ上げや、調整率（額）の変更等を
通じ、各自治体に薄まきされる形で配分
されている。

個別自治体ごとのミクロベース 総体としての地方

税収

☑単位費用のかさ上げ
☑調整率※（額）の変更 等

※ 基準財政需要=単位費用×測定単位
×補正係数×調整率（額）
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改革成果の地財計画への反映②（自治体クラウド導入による効率化）

【神奈川 町村会】
○ 神奈川県の全１４町村

（人口約３０万人）
○ ２３～２４年度に本稼働
○ 費用削減効果 ▲４３％

【埼玉県 町村会】
○ 埼玉県の１８町村（２３町村中）

（人口約３５万人）
○ ２５～２６年度に本稼働
○ 費用削減効果 ▲４４．６％

● 町村が共同してクラウド化・効率化に取り組んでいる事例

● 市が共同してクラウド化・効率化に取り組んでいる事例

【愛知県 岡崎市・豊橋市】
○ 愛知県の岡崎市・豊橋市 （人口約７３万人）
○ ２４年３月～２７年１月に順次導入
○ 人口３０万人以上の中核市での共同利用（全国初）
○ 国民健康保険・国民年金システムにおいてイニシャルコストで▲５６％、５年間のランニング

コストで▲２５％、トータルで▲４６％
○ 税総合システムにおいて イニシャルコストで▲１５％、５年間のランニングコストで▲７

０％、トータルで▲４５％

（注）費用削減効果はいずれも試算。

○ 自治体クラウドの推進については、平成29年度までにクラウド導入市区町村数の倍増（約1,000団体）を図るとともに、地方公
共団体の情報システム改革推進等の取組を通じて運用コストを圧縮（３割減）することとされている。

○ 上記目標の達成時期を速やかに決定するとともに、運用コスト圧縮の効果を地財計画に反映させることを検討する必要。
※ 効果額：約1,000億円程度
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小学校 中学校

２００８年 ２０１３年 ２００８年 ２０１３年

日本 18.8 17.4 14.7 13.9

ＯＥＣＤ平均 16.4 15.2 13.7 13.4

Ｇ５平均 18.2 17.7 14.8 15.4

アメリカ 14.3 15.3 14.8 15.4

イギリス 20.2 20.7 15.0 18.5

フランス 19.9 19.3 14.6 15.4

ドイツ 18.0 15.6 15.0 13.6

○ 日本の公財政支出を在学者一人当たりで見るとＯＥＣＤ平均よりも高く、主要先進国（Ｇ５）の中
では高水準。また、国民負担率が国際的にみて低水準であることも踏まえる必要。

○ 児童生徒数が減少する一方で、加配定数の増加により教職員定数の減少幅は抑制されており、その
結果、2013年時点で比較すると、日本のＰＴ比（教員一人当たりの生徒数）は主要先進国と比べて遜
色ないレベルになっている。

教育に係る財政支出の現状

教育段階別教員一人当たり生徒数
在学者１人当たり年間公財政教育支出（対国民1人当たりGDP比）

（初等・中等・高等教育段階、国公立・私立教育機関の合計、2012年）
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OECD平均 22.4％

(%)

（注1） ここでの公財政支出は教育機関向け補助と個人向け補助の合計。
（注2） OECD平均の値は、計数が取れず算出不能である国を除いた加盟国の平均値。
（出典） OECD「Education at a Glance 2015」 、 OECD stat
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子供の数・クラス数の減少に伴う教職員定数の変化

平
成
28
年
度

平
成
38
年
度

＝１８人

基礎定数割合 １６．２人

加配定数割合
１．６人

○ 少子化の進展により、平成38年度までに子供の数は▲119万人（対28年度比▲12.4％）、クラス数は▲3.1万クラス（対28年度

比▲7.9％）減少する見込み。それに応じて基礎定数を義務標準法に従って算定し、また、学級あたりの加配定数の割合を維持

して現在の教育環境を継続させた場合でも、今後10年間で定数は約4万9,400人の減（対28年度比▲7.2％）となる。

＋

＝１８人

基礎定数割合 １６．４人

加配定数割合
１．６人

＋

▲５，１６１人
（▲８．１％）

▲４４，２１６人
（▲７．１％）

子供の数
（文科省試算）

959万人

840万人

クラスの数
（文科省試算）

38.6万

35.6万

▲3.1万
（▲7.9％）

維
持

維
持 ▲119万人

（▲12.4％）

（基礎定数626,624人）

（基礎定数582,408人）

（加配定数63,733人）

（加配定数58,572人）

財務省試算

（注１）上記の基礎・加配定数割合は、１０クラスあたりの教職員定数。
（注２）子供の数、クラス数、基礎定数の自然減の数は、文部科学省において試算。
（注３）財務省による加配定数割合の試算は、平成28年度における学校区分毎の１学級当たりの加配定数割合が、

今後も一定であるものとして算出。

少子化の進展に伴う自然減を踏まえて
試算。ただし、特別支援学校（学級）につ
いては、近年の増加傾向を反映。
＜参考（クラス数の見込み）＞
特別支援学校 H28：2.1万→H38：2.3万
特別支援学級 H28：5.6万→H38：6.7万

※少子化の進展によるクラス数の減少に
伴い、教職員定数も自然に減少するものと
して推計（文科省試算）。
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文部科学省「次世代の学校」指導体制実現構想（29年度概算要求）

平
成
38
年
度

＝１９人

基礎定数割合 １７．０人

加配定数割合
１．９人

＋

（基礎定数607,108人）
（加配定数68,793人）

平
成
28
年
度

＝１８人

基礎定数割合 １６．２人

加配定数割合
１．６人

＋

（基礎定数626,624人）
（加配定数63,733人）

増
加

増
加

○ 平成29年度概算要求において文部科学省が示した「次世代の学校」指導体制実現構想は、複雑・困難化する教育

課題に対応する「次世代の学校」の創生のため、教職員の配置充実を図るもの。具体的には、基礎定数は、 「通級によ

る指導」や外国人児童生徒等への指導に必要な教員について、対象児童生徒数に応じた基礎定数による措置への

転換により、自然減よりも減少幅を小さくし約1万9,500人の減（対28年度比▲3.1％）、加配定数はいじめ問題への対応

などを理由に約5,000人の増（対28年度比＋7.9％）とする計画となっている。

＋５，０６０人
（＋７．９％）

▲１９，５１６人
（▲３．１％）
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文部科学省の「『次世代の学校』指導体制
実現構想」と
「28年度標準学級あたりの教職員数を維
持した場合」との差
34,921人：約2,274億円(国費：約758億円)

（出典）「標準学級」等の将来推計については、文部科学省29年度予算概算要求時の見積に基づく。

（教職員数：人）

28年度標準学級あたりの教職員定数を維持した場合

文部科学省「次世代の学校」指導体制実現構想
(平成29年度概算要求時点)

文
科
省
の
要
求
に
基
づ
く

削
減
分

⇒標準学級あたりの教職員数を維持した
場合でも増加している（7.2人→7.6人）

児童・生徒100人あたりの
教職員数：7.2人

児童・生徒100人あたりの
教職員数：7.6人

（注）「28年度の定数」は、29年度概算要求時の見込み（28年度予算上の定数から+1,184人の上振れ）を反映したものとしている。

標準学級あたりの教職員数を維持した場合

「標準学級あたりの教職員数を維持した場合」に比べ、
文科省「『次世代の学校』指導体制実現構想」では、
教員数は５％増

教職員定数の試算の比較 財務省試算

「児童・生徒数の減少幅」ほど「クラス数」は減少しないため児童・生徒一人あたり
の教職員数は増加。

▲15,640人
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外部人材活用事業

事業名
H29要求額

（H28予算額）
事業概要 H29要求内容（注２）

いじめ対策・不
登校支援等総合
推進事業

76.7億円
（57.1億円）

いじめ・不登校や、貧困や虐待を背景とし
た生徒指導等への対応のため、公立小中学
校において、スクールカウンセラー（SC）
及びスクールソーシャルワーカー（SSW）を
配置

SCの拡充：＋500校
SSWの拡充：＋2,000人

帰国・外国人生
徒等教育の推進
事業

4.6億円
（2.3億円）

帰国・外国人児童生徒等の公立学校におけ
る受入促進等のため、日本語指導ができる
支援員や、児童生徒の母語が分かる支援員
等を配置

日本語指導を行う
支援員等の拡充

＋165人

インクルーシブ
教育システム構
築事業

10.6億円
（9.5億円）

特別支援教育専門家（医療ケアのための看
護師、支援コーディネーター、理学療法士
等の外部専門家等）の配置

特別支援教育専門家の
配置拡充
＋348人

補習等のための
指導員等派遣事
業

53.7億円
（47.4億円）

補充学習や発展的な学習などに活用するた
め、退職教職員や教員志望の学生等をサ
ポートスタッフとして配置

サポートスタッフの拡充
＋1,500人

理科観察実験支
援事業

3.1億円
（2.6億円）

小中学校における理科の観察・実験の設備の
準備等を行う補助員（観察実験アシスタント）を
配置

１人の補助員が実施する
実験実施回数の増

＋４回

○ 加配定数は、少人数指導、いじめや不登校等への対応など、学校が個々に抱える課題解決のため、基礎定数とは別

に予算措置されるもの。他方、同様の課題解決のため、外部人材の活用を図る施策も多く存在し、共に増要求。

○ 加配措置と外部人材の活用等他のとりうる手段について、エビデンスに基づき、費用対効果を最大化する最適な組み

合わせを検証することが、それぞれを措置する前提なのではないか。

加配定数と外部人材活用のあり方

加配定数の類型とそれに対応する外部人材活用事業（主要なもの）

（注１）29年度要求において基礎定数化を要求。上記表中の要求定数は、加配定数減と基礎定数増の差引人数を記載。
（注２）表中の人数は29年度要求における積算人数を記載したものであり、実際の運用とは異なる場合がある。

教職員（加配定数）

加配内容
H29要求定数

（H28予算定数）

いじめ等
の対応

＋400人
（6,827人）

外国人等
への日本
語指導

＋190人
（1,410人）

（注１）

特別支援
教育

＋890人
（6,326人）

（注１）

指導方法
工夫改善

＋330人
（41,057人）
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特別支援教育における対応

○ 今後、発達障害など通級指導の対象となる児童生徒が増加していくとされているが、
 海外では特別支援教育において学級規模と学力の間に有意な関連は見られないという研究例が多数存在
 通級指導に関する教員一人当たり児童生徒数は、都道府県別で最大で15倍もの差
 外部人材の支援員を活用することで、通級指導教室を設置していない自治体も存在

これらを踏まえ、外部人材の活用も含め、費用対効果を最大化するような配置・組み合わせを検証・分析する必要。

Jefferson（2016）
幼稚園から小学校段階でのインクルーシブ型の特別支援教

育について、学習成果に影響を与える項目を調査。影響を与
えたのは「教職員開発」、「教員間の連携」、「両親の学
校生活への関与」「仲間からの影響」の４項目で、「学級規
模」による影響は見られないとの結論。

Wilson（2011）
特別支援教育について定量分析を行ったところ、学級規

模と国語スコアについて、有意な相関関係なし。

Zarghami and Gary（2004）（学術論文サーベイ）

学級規模を小さくしても特別支援児童の達成度が加速したとの
エビデンスはない。また、政策担当者は、質の高い教員の採
用や研修など、より費用対効果の高い方策を検討すべき。

（出典）（独）国立特別支援教育総合研究所
「発達障害のある児童生徒の指導等に関する全国実態調査」（速報）

通級指導教室の設置以外の手法により発達障害の
児童生徒に対応している例

○ 支援員の活用により対応（15自治体）
○ 複数教員による指導で対応（12自治体）
○ 他の自治体の担当者による巡回相談で工夫（3自治体）
○ 特別支援学校のセンター的機能の活用（1自治体）
○ 指導主事等による巡回相談で工夫（1自治体）
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通級指導に係る教員一人当たり児童生徒数（都道府県別）

小学校

中学校

（人）

（人）

（出所）文部科学省「平成27年度通級による指導実施状況調査結果について」
（※）茨城県及び香川県については、加配教員の措置なし。

全国平均 13.7人

全国平均 9.6人

（※

）

（※

）
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外国人児童生徒への対応

○ 外国人児童生徒への対応は、児童生徒数と単純に比例連動させるのではなく、外国人児童生徒増加による教員の負
担増加は具体的に何なのか、どういう手段を組み合わせるのが効果的・効率的なのかを精査する必要。具体的には
下記の点について検証が必要。

① 日本語指導が必要な外国人児童生徒は特定の地域に偏在しており、地域ごとの事情も踏まえつつ、地方自治体や当
該地域の経済団体・企業と十分な連携を図っていくことが必要ではないか。

②その上で、様々な母国語を持つ児童の日本語指導について、母国語が多様化している現状も踏まえつつ、外部専門
家の活用も含め、費用対効果を最大化する最適な対応のあり方を検証することが必要ではないか。

（人）

英語, 777  韓国・朝鮮

語, 614 

スペイン語, 
3,576 

中国語, 
6,410 

フィリピノ語, 
5,153 ベトナム語

1,215 

ポルトガル

語, 8,340 

その他
3,113 

日本語指導が必要な外国人児童生徒の都道府県別在籍状況 （参考）日本語指導が必要な外国人児童生徒の母語別在籍状況

6,373

（出典） 文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成26年度）」の結果について
（注）外国人児童生徒数については、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校の在籍者数を計上。
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法人化以降の国立大学に対する国の支援について

○ 国立大学法人運営費交付金は、法人化以降▲1,470億円減額されており教育研究活動に悪影響を
与えているとの批判があるが、これまでの削減は、マクロ的に見れば附属病院の赤字解消（▲584
億円）、退職手当の減（▲504億円）が大宗を占めており、これを除くと▲382億円（▲3.1％）の減に留
まっている。この間、入学者数が▲3.3％（18歳人口は▲16％）減少したこと、国立大学法人運営費
交付金と国立大学へ支出されている補助金等を加えた国立大学の教育研究活動に対する公的支出は、
むしろ1,047億円増加していることを踏まえれば、全体としては、国立大学の教育研究活動を圧迫し
ているとの批判は当たらないのではないか。

13,818 

14,865 

12,000

13,000

14,000

15,000

H16 H26

国⽴⼤学の教育研究活動に対する
公的⽀出の推移（Ｈ16→26）

（億円）

(注1)上記は、国立大学法人運営費交付金と国立大学に支出されている補助金等を加えた
国立大学の教育研究活動に対する国からの支出額。（決算ベース）

(注2)補助金等は「大学改革等推進等補助金」「研究拠点形成費補助金」等の機関補助と
「科学研究費補助金」等の個人補助の合計。

※機関補助については決算報告書の数値を使用（16年度のみ財務諸表附属明細書の受入額）。
※個人補助については決算報告書には計上されないため財務諸表附属明細書の受入額を使用。

国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦予算額推移（Ｈ16→28）

10,682  10,300 

1,149 

645 

584 

0 

12,415 

10,945 

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

H16 H28

（億円）

附属病院の⾚字補填、退職⼿当
の減を除けば▲382億円

（退職⼿当）

（⼀般運営費交付⾦）

（病院運営費交付⾦）

▲382

＋1,047億円

＋1,047
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国立大学生一人当たりの
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教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要する経費。具体的には、
消耗品費、備品費、光熱水料、旅費交通費、奨学費など（国立大学法人会計基準による）

出 典：国立大学法人の財務諸表、文部科学省「学校基本調査」

国⽴⼤学⽣⼀⼈当たりの教育経費の推移

国立大学生一人当たりの教育経費と国立大学研究者一人当たりの研究経費

○ また、学生一人当たり、研究者一人当たりのベースでみても、国立大学生の教育経費は８割増加
しており、国立大学研究者の研究経費も４割増加している。

（単位：万円）
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国立大学研究者一人当たりの

研究経費

国⽴⼤学研究者⼀⼈当たりの研究経費
（単位：万円）

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要する経費。具体的には、消耗品費、
備品費、光熱水料、旅費交通費、減価償却費など（国立大学法人会計基準による）

出 典：国立大学法人の財務諸表、総務省「科学技術研究調査」

７９．６％増
３６．３％増
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（出典） OECD「Education at a Glance 2015」、OECD stat

在学者⼀⼈あたり公財政教育⽀出（対国⺠⼀⼈当たりＧＤＰ⽐：2012）と租税負担率（対GDP⽐：2012）

大学生一人当たりの公財政教育支出

○ 我が国の高等教育における公財政支出は低いとの批判があるが、高等教育における公的支援の
適切な比較は、租税負担率との見合いで考える必要。

○ 租税負担率を踏まえれば、我が国の大学生一人当たりの公財政教育支出は、ＯＥＣＤ諸国と比較して
も遜色ない水準。

公財政教育支出（対国民一人当たりGDP比）
／ 租税負担率（対GDP比）

公財政教育支出（対国民一人当たりGDP比）
租税負担率（対GDP比）
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租税負担率を踏まえれば、
遜⾊ない⽔準。

租税負担率を踏まえれば、
遜⾊ない⽔準。

OECD平均OECD平均

左グラフ：在学者一人当たり公財政教育支出 （対国民一人当たりGDP比）
右グラフ：租税負担率（対GDP比）
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（出典）OECD「Education at a Glance 2015」、OECD stat

政府（国・地⽅）の社会保障以外の⽀出と⾼等教育向け公財政教育⽀出（⽇本）

財政事情と高等教育向け公財政教育支出（各国通貨ベース）

○ 主要先進国においては、政府支出総額（社会保障以外）も、その中に含まれる高等教育向けの公財政
教育支出もともに増加。

○ 他方、我が国は、厳しい財政事情を背景に、社会保障以外の支出は抑制。その中にあって、公財政教
育支出を増加させている。
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政府の社会保障以外の支出

政府（国・地⽅）の社会保障以外の⽀出と⾼等教育向け公財政教育⽀出（G５諸国）
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公財政教育支出

（単位：兆円） （単位：兆円）

（単位：千万ドル、百万ポンド、百万ユーロ） （単位：千万ドル、百万ポンド、百万ユーロ）

(注）全体を比較するうえで、便宜上、米国のみ「千万単位」としている。
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一般会計・主要経費の推移（平成元年度を100とした場合）

（年度）

（当初予算ベース）

科学技術振興費の推移

○ 科学技術振興費は、過去20年以上にわたって社会保障関係費以上のペースで拡充。

（注）比較のため、一般会計から東日本大震災復興特別会計に移管された経費等について調整を加えてある。
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（出典）OECD, Public Finance and Economics, Main Science and Technology Indicators

一般政府総支出に占める科学技術予算の割合

○ 我が国の科学技術予算は、租税負担率の低さに関わらず、一般政府総支出に占める割合で見て

も、対ＧＤＰ比で見ても、主要国と比べて遜色のない水準。

科学技術予算÷一般政府総支出
（2013年度、当初予算ベース）
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（出典）OECD, Main Science and Technology Indicators 

（参考） 中国の科学技術予算の対ＧＤＰは、1.05％（文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2016」より推計）。

科学技術予算÷名目GDP
（2013年度、当初予算ベース）
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（参考） 中国の租税負担率は、20.1％（IMF, Government Finance Statisticsより推計）。
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各国の総論文数に占めるTOP10％論文数の割合
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科学技術予算の推移（1991年を100とした場合）

日本

米国

ドイツ

フランス

英国

我が国の科学技術予算と研究開発の「質」

○ 我が国の科学技術予算を時系列で国際比較してみると、1990年代以降、他の主要国と比べて

遜色のないペースで拡充。

○ 一方、同じ期間において、我が国の総論文数に占める世界トップ10％論文※の割合は、他の主

要国に比べ一貫して低水準（７～８％）。⇒予算額が必ずしも研究開発の「質」に結びついていな

い可能性。 ※ 「トップ10％論文」とは、他の論文から引用された回数が世界の上位10％に入る論文。

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2016」より（整数カウントベース）。（注）中国の科学技術予算は、1991年を100とした場合、2014年において4,017。

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2016」より。
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「質」の向上のための提案①：成果目標を通じた進捗管理

 ４０歳未満の大学本務教員の数→１割増加

○第５期科学技術基本計画に盛り込まれた８つの「成果目標」

 大学及び国立研究開発法人における企業からの共同
研究の受入金額→５割増加

 女性研究者の採用割合→自然科学系全体で３０％、理
学系２０％、工学系１５％、農学系３０％、医学・歯学・薬
学系合わせて３０％

 我が国の総論文数に占める被引用回数トップ１０％論
文数の割合→１０％

 企業、大学、公的研究機関のセクター間の研究者の移
動数→２割増加

 研究開発型ベンチャー企業の新規上場（株式公開（ＩＰ
Ｏ）等）数→２倍

 我が国の特許出願件数（内国人の特許出願件数）に占
める中小企業の割合→１５％

 大学の特許権実施許諾件数→５割増加

○ 「第５期科学技術基本計画」（H28.1閣議決定）では、科学技術基本計画としては初めて、計画の

進捗及び成果の状況を適切に把握するための８つの「成果目標」を導入。

○ 科学技術政策の「質」を向上させるためには、従来型の投資・投入目標※１ばかりではなく、「成果

目標」に基づいて定量的な進捗管理を行い、エビデンスに基づいたPDCAを行うことが重要。

○ また、個別の研究開発支援政策等においても、「達成目標」とPDCAの導入等によって、成功へ

のモチベーションを高めるような仕組みとすることが重要※２。

※１ 「政府研究開発投資について、平成２７年６月に閣議決定された『経済財政運営と改革の基本方針２０１５』に盛り込まれた『経済・財政再

生計画』との整合性を確保しつつ、対ＧＤＰ比の１％にすることを目指すこととする。期間中のＧＤＰの名目成長率を平均３．３％という前提で

試算した場合、第５期基本計画期間中に必要となる政府研究開発投資の総額の規模は約２６兆円となる。」（第５期科学技術基本計画より）

※２ 例えば、大学等の研究開発の支援にあたっては、「達成目標」の進捗具合を中間評価でチェックし、その後の支援額に反映させるなど。
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大学の研究開発費の負担構造 大学における企業負担研究開発費の割合

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2016」より。

「質」の向上のための提案②：産学連携の推進

○ 産学連携を示す指標の一つとして、大学が企業から受け入れた研究開発費は低い水準で推移。
⇒大学の研究開発費全体の２％程度。他の主要国と比べて低水準。

○ 産学連携を推進し、大学等への民間投資を呼び込む※１ためには、①大学等において、共同研究を
適切に進めるためのマネジメント機能を強化すること※2や、②民間企業にも裨益するような研究開発
等の支援にあたっては、そうした企業との提携を条件とする等の仕組みが重要。

※１ 「2025年度までに大学・国立研究開発法人等に対する企業の投資額をOECD諸国平均の水準を超える現在の３倍とすることを目指す。」（「日本再興

戦略2016」（H28.6閣議決定）より）

※２ 「産学官で資金・知・人材などが好循環する共同研究の実現に向けては、大学の財務構造・成果（知的財産）管理等で多数の障害が存在することが

指摘された」（H28.2日本経済団体連合会「産学官連携による共同研究の強化に向けて」より）

（兆円）
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※ドイツの大学における企業負担研究開発費の割合(2013年)は14.0％。
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○ 大規模プロジェクトに伴う多額の後年度負担は、将来における予算配分の柔軟性を低下させる要因。
⇒ 大規模プロジェクトについては、総合科学技術・イノベーション会議（ＣＳＴＩ）※等と緊密に連携し、その選定に当

たっては、後年度負担の見込みも十分踏まえながら、特に厳しく優先順位を付けることが重要。

○ また、大規模プロジェクト（文部科学省所管）に係る所要額は３０年度以降急増する見込み。
⇒ ２９年度においては、３０年度以降の状況もよく見極めた上で、新たな事業を開始することが適切か否かを慎重

に判断する必要。

「質」の向上のための提案③：プロジェクトの適切な選定と優先順位付け

1,353
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263
137
236
562

3,339
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384

1,542

0
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

28年度

当初予算

（注１）平成28年度までは予算額、平成29年度は概算要求額、平成30年度以降は試算。
（注２）「ITER計画」の30年度以降については、29年度要求額と同額で仮置き。
（注３）「ポスト『京』」については、平成28年8月10日文部科学省ＨＰＣＩ計画推進委員会資料「ポスト『京』の

開発状況」に基づき、国費総額を1,100億円、運用開始を平成33年度中とした上で、平成29年度まで
の金額を除き、残期間については、単純平均をとったもの。

科学技術振興費（文部科学省）の内訳大規模プロジェクト（総額１，０００億円以上）に係る後年度負担
（億円） （億円）

（17.9％）

（4.4％）

（3.4％）

（38.7％）

（6.5％）

（2.7％）
（1.6％）

（3.0％）

（6.1％）

（15.7％）

２８年度予算（当初）

宇宙・航空開発

海洋開発

環境・エネルギー

科研費等競争的資金

ライフサイエンス

ナノテク・物質材料
情報科学

人材育成

加速器等量子科学

その他

■ Ｈ３ロケットの開発
■ ITER計画
■ ポスト「京」の開発

計8,635億円

※ 政府における大規模プロジェクトについて、事前評価等を実施（次頁参照）。
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年度 プロジェクト名 期間 国費

Ｈ２７年度
○ 人工知能／ビックデータ／IoT／サイバーセキュリティ統合プロジェクト

【文部科学省】
２８～３７年度 （28要求 100億円）

２５年度 ○ フラッグシップ2020プロジェクト（ポスト「京」の開発） 【文部科学省】 ２６～３１年度 総額 １，２００億円

２４年度

○ 東北メディカル・バンク計画 【文部科学省】 ２３～３２年度
（23③補正 153億円、

24予算 56億円）

○ 個別化医療に向けた次世代医薬品創出基盤技術開発
【経済産業省】

２５～２９年度 総額 ４０５億円

○ 革新的新構造材料等技術開発 【経済産業省】 ２５～３４年度 総額 ６０５億円

２３年度

○ 日本海溝海底地震津波観測網の整備及び緊急津波警報に係るシス
テム開発 【文部科学省】

２３～２８年度 総額 ３２０億円

○ 超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発
【経済産業省】

２４～３３年度 総額 ２９１億円

○ 高効率ガスタービン技術 実証事業費補助金 【経済産業省】 ２４～３２年度 総額 ５３６億円

○ 石炭ガス化燃料電池複合発電 実証事業費補助金 【経済産業省】 ２４～３３年度 総額 ３００億円

２０年度 ○ 気候変動問題対策二酸化炭素削減技術実証試験 【経済産業省】 ２１～３２年度 総額 ３３０億円

（参考）ＣＳＴＩにおいて事前評価等を受けたプロジェクト

（出典）内閣府 総合科学技術・イノベーション会議 ＨＰ より作成

（注１）各プロジェクトに係る情報については、「国家的に重要な研究開発の評価」にて公表されている事前評価書から把握できる国費を記
載。総額の記載のないものについては、評価書に記載のある各年度の要求額等を記載している。

（注２）既に終了したプロジェクトは除いてある。

※ 宇宙開発関連のプロジェクトについては、内閣府宇宙政策委員会において審議。
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最適な交通ネットワークの形成

○ この半世紀のインフラ整備により、高速道路、新幹線、空港等、高速交通ネットワークの全国的な整備水
準が飛躍的に向上。

出典：国土交通省「国土のグランドデザイン2050」参考資料より

1965年時点の高速ネットワーク

新幹線 ： 515.4km

高規格幹線道路 ： 190km

空港 ： 5箇所
（滑走路長2千m以上）

新幹線 ： 2,620km （ 5.1倍）

高規格幹線道路 ：10,685km （56.2倍）

空港 ： 66箇所 （13.2倍）
（滑走路長2千m以上）

現在の高速ネットワーク（2014年3月末時点）
（点線は事業中及び未事業区間）

凡例
高規格幹線道路等（供用区間）

高規格幹線道路等（整備・計画区間）

新幹線（営業区間）

新幹線（整備・計画区間）

拠点空港

その他空港
（滑走路長 2,000m以上）

リニア中央新幹線（計画区間）
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社会資本の整備水準の向上

○ この四半世紀で社会資本の整備水準が大きく向上し、日本の強みと認識される一方で、建設国債残高が約
2.5倍になるなど財政状況は悪化。

≪社会資本整備の進捗状況≫ ≪国際競争力調査（ＷＥＦ）≫

インフラは世界ランク5位、一方、マクロ経済環境（財政状況、
物価等）は104位

出典：（参考）は内閣府「国民経済計算」「四半期別ＧＤＰ速報」、総務省「人口推計月報」「平成27年国勢調査」、

財務省「日本の財政関係資料」より作成

出典：ＷＯＲＬＤ ＥＣＯＮＯＭＩＣ ＦＯＲＵＭ

「The Global Competitiveness Report(2016-2017)」より

 

   

 

平成２年度 

（１９９０年度）

 

 

平成２７年度 

（２０１５年度）

 

９０年度比 

 

     
○ 
 

道路延長(高規格幹線道路) （ｋｍ） 5,076 → 11,266 （＋122％） 

○ 
 

重要港湾以上の岸壁数 
(水深 14ｍ以深) 
 

（箇所数） 7 → 76 （＋986％） 

○ 
 

ジェット化空港数 
(原則 2000ｍ以上) 
 

（箇所数） 48 → 69 (＋44％） 

○ 汚水処理人口普及率 
 

（％） 62
※平成 9年

→ 89.5
※平成 26年度

(＋44％) 

○ 
 

都市公園等の一人当り 
公園面積 

（㎡／人） 5.8 → 10.2
※平成 26年度

（＋76％） 

（参考）    
○ 名目ＧＤＰ （兆円） 452 → 501

※平成 27年度

（＋10.8％） 

○ 一人当たり国民所得 （千円） 2,923 → 2,868
※平成 26年度

（▲1.9％） 

○ 人口 （千人） 123,611
※平成 2年

→ 127,110
※平成 27年

（＋2.8％） 

○ 建設国債残高 （兆円） 102 → 266 （＋161.2％） 
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社会資本ストックの現状と公共投資の生産性効果

○ 社会資本ストックは、800兆円水準に達しており、民間資本ストック1,200兆円と相まって、日本の総資本
を形成。

○ 社会資本の資本効率（限界生産性）は整備水準の向上に伴い低下傾向。
○ 今後の公共事業においては、新規投資を生産性効果の高い事業に重点化していくとともに、既存ストック
の最大限の活用を図り、社会資本の資本効率を高めていくべき。

（兆円）

（年度）

≪社会資本粗ストックと民間企業資本ストック≫

出典：内閣府「社会資本ストック推計」「民間企業資本ストック」より作成
注１）社会資本粗ストックは2005暦年基準
注２）民間企業資本ストックは有形固定資産（取付ベース）のストック額
注３）民間企業資本ストックの1980年度～1993年度は平成21年度確報値（H12基準：93SNA）、1994年度～2009年度は平成26年度確報値（H17基準：93SNA）

≪社会資本の限界生産性（平成22年推計）≫

≪社会資本の限界生産性（平成25年推計）≫

出典：内閣府「経済財政白書」（上図：平成22年度、下図：平成25年度）

※社会資本の限界生産性：追加的な社会資本ストック額１単位により生じる生産の
増加額。限界生産性が大きいほど、同じ額を整備した場

合の生産力効果が大きいことを意味する。
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費用便益分析の徹底

○ 新規採択事業のＢ／Ｃは全体として低下傾向にあるが、公共投資の生産性効果を高めるためＢ/Ｃの高い
事業を厳選し、全体水準の維持・向上を図るべき。

○ 便益面においては、その内容を安易に拡大することなく積算の客観性や説明責任の向上を図るべき。
○ 費用面においては、優良事例の横展開、施設の集約化、民間活用等により、不断にコスト縮減の徹底を図
るべき。

事業名 14年度 15年度 16年度 17年度 24年度 25年度 26年度 27年度

河川 9.4 7.6 3.4 8.6 6.6 16.0 2.7 7.2 

道路 2.8 3.4 2.9 3.1 1.7 1.9 1.9 2.0 
港湾整備 4.0 2.2 3.6 3.6 5.3 3.5 2.7 4.6 

住宅市街地総合整備 1.6 1.5 1.5 1.5 - 1.2 1.0 1.4 
都市公園 5.9 5.5 6.1 6.4 - 4.2 4.1 2.9 

≪国土交通省公共事業における新規採択箇所のＢ／Ｃ平均値の10年前との比較≫

※平成24～27年度については、平成22年度に創設された社会資本整備総合交付金等に個別補助の多くが移行したことから、母数である箇所数は減少している。このため、平均値の変動が大きくなっている。
（河川の例：14年度37箇所、15年度19箇所、16年度23箇所、17年度25箇所、24年度5箇所、25年度3箇所、26年度11箇所、27年度2箇所）

事業区分 主な便益 主な費用

道路 移動時間の短縮、走行経費の減少、交通事故の減少 事業費、維持管理費

港湾 輸送コストの削減、既存ターミナル・道路の混雑緩和 事業費、維持管理費、再投資費

鉄道 移動時間の短縮、鉄道事業者の収益改善 事業費、維持管理費

空港 移動・輸送時間の短縮、空港管理者の収益改善 事業費、再投資費

土地区画整理 事業地区とその周辺地域の地価の上昇 事業費、維持管理費

市街地再開発 再開発ビルの収益改善、周辺地域の地価の上昇 施設整備費、維持管理費

住宅市街地総合整備 事業実施により発生する分譲・賃貸収入、周辺地域の地価の上昇 事業費、維持管理費

都市公園
健康・レクリエーション空間の提供（健康促進、レクリエーションの場の提供等）
都市環境の維持・改善（緑地保存、ヒートアイランド現象緩和等）
都市景観、都市防災（洪水調整、地下水涵養等）

事業費、維持管理費

治水
建物、自動車等の浸水被害の軽減
浸水による事業所や公共サービスの生産等の停止・停滞の被害の軽減
浸水世帯の清掃等の事後活動や飲料水等の代替品購入に伴う新たな出費等の被害の軽減

事業費、維持管理費

≪国土交通省における主な事業毎の費用便益分析に係る評価項目≫
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アウガ（青森県青森市）とオガールプラザ（岩手県紫波町）との事例比較

○ 都市機能誘導区域における施設整備について、将来の人口減少や需要の動向等を無視した過大な施設整備
を行った場合には、行政コストが縮減するどころか、無駄な維持管理費の発生等により行政コストが無用に
増大する。

○ 施設整備にあたっては、こうした事業リスクを関係者間で十分に認識・共有した上で、ＰＰＰの仕組みを
活用して施設規模の適正化を図るとともに、施設整備に対する財政支援もそうした適正化を促すようなもの
にすべき。その際には、様々な事例を検証しながら、成功のための教訓を導き出し、事業内容や財政支援の
あり方に反映していくべき。

アウガ（青森県青森市）：H13 開業 オガールプラザ（岩手県紫波町）：H24 開業

ＪＲ青森駅前に老朽化した低層木造建築物が密集。こうした中、青森市が主導し、
土地の高度利用と商業の近代化により中心市街地を活性化するため、駅前に官民複
合施設（アウガ）を整備。
◆公益施設：図書館、男女共同参画プラザ、まちなか保健室、 駐車場等
◆民間施設：新鮮市場（個人商店）、商業テナント、レストラン、金融機関

ＪＲ紫波中央駅前の町有地に町が公益施設の建設を予定するも目途が立たず。こ
うした中、民間事業者が町有地を借り受け、民間金融機関によるプロジェクトファイナ
ンスによって官民複合施設（オガールプラザ）を整備。
◆公益施設：図書館、地域交流センター、子育て支援センター
◆民間施設：産直市場、眼科・歯科、カフェ・居酒屋、学習塾・オフィス

大規模開発による建設費・維持費の増大 適正規模による建設費・維持費の抑制

大規模開発によりテナント獲得が困難 着工前にテナント需要を把握・確認し、優良なテナントを先付け

補助金前提の事業計画 民間金融機関による厳しい事業審査、プロジェクトファイナンス

商業施設への市の積極的関与 町は公共公益施設の整備に重点

開発後、経営破綻し、追加財政支援 開発後、固定資産税など財政収入増

○ 成功例では、ＰＰＰの考え方に基づき、民間金融機関による厳しい事業審査の下で進めるとともに、優良
なテナントを事業前に先付けするなど民間事業者の創意工夫を最大限生かすことにより施設の規模を適正
化。また、官と民の役割を明確にし、地方自治体は公共公益施設の整備に重点化。

○ 失敗例では、大規模開発による事業費の増大、それに伴うテナント獲得の困難化等の悪循環に陥り、地方
自治体の商業施設への積極関与と補助金前提の事業計画が進行し、開発後、経営破たんと追加財政支援が発
生。

≪中心市街地の官民複合施設整備事業≫
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具体的な財政支援の見直しの方向性

○商業系の誘導施設
は、民間事業者によ
る整備を原則化

民間事業者の積極的活用 隣接市町村による共同整備

○民間事業者も活用しつつ隣接市町村による共同の施設整備を
誘導することにより、公共施設の計画的な統廃合を効率的に推進

【これまで】自治体毎に、誘導施設を整備

駅

誘導施設

自治体による整備

都市機能誘導区域

駅

誘導施設

民間事業者による整備

都市機能誘導区域

【これまで】主に自治体が誘導施設を整備

○医療・福祉系の誘導施設へ
の支援は、地域への貢献度
合いの高いものに重点化

○国は、周辺公共施設への支援に重点化

病院

図書館

児童館

病院児童館

図書館

Ａ市 Ｂ町

フルセットの施設整備 誘導施設の共同利用

駅駅

児童館

図書館

Ａ市 Ｂ町

駅駅

病院
病院

病院

病院

図書館

児童館

病院

○ コンパクト＋ネットワークを推進する「都市再構築戦略事業」において、
・民間事業者の積極的活用の要件化（商業施設は原則民間等）
・隣接市町村による共同整備への誘導
等を推進するよう財政支援の見直しを進めるべき。
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ＰＰＰ/ＰＦＩの推進（ＶＦＭの現状とＰＰＰ/ＰＦＩの優先的検討）

○ 国土交通省関連のＰＦＩ事業のＶＦＭを見ると、ほとんどの事業で公的財政負担の見込額が低減。
○ ＰＰＰ／ＰＦＩの優先的検討を実効的に進めることで、財政効果が最大限発揮されるようにすべき。

「多様なＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入を優先的に検討するための指針」
（平成27年12月15日 民間資金等活用事業推進会議決定） （抜粋）

３ 優先的検討の手続
二 対象事業
イ 対象事業の基準

公共施設等の管理者等は、次に掲げる公共施設整備事業であって、民間事業者の資金、経営能力及び技術的
能力を活用する効果が認められる公共施設整備事業を、優先的検討規程において、優先的検討の対象とするも
のとする。

ただし、民間事業者の資金、経営能力及び技術的能力を活用する効果が認められるかどうかの判断は、資金
調達コストの差異のみで行うべきでなく、業務効率化による効果等を総合的に勘案して行うべきである。
（１） 事業費の総額が10億円以上の公共施設整備事業（建設、製造又は改修を含むものに限る。）
（２） 単年度の事業費が１億円以上の公共施設整備事業（運営等のみを行うものに限る。）

出典：内閣府政策統括官（経済社会システム担当）「多様なPPP/PFI手法導入を優先的に検討するための指針」より

事業区分 件数
VFM

（特定事業選定時）

VFM
（事業者選定時）

空港 1 2.3％ 2.3％

空港関連施設 2 4.0％ 24.7％

まちづくり 6 7.5％ 13.2％

都市公園 11 9.2％ 12.3％

下水道関連施設 8 4.7％ 19.3％

官庁庁舎・建築物 23 5.5％ 19.5％

複合施設 2 8.8％ 17.2％

公営住宅等 15 6.0％ 16.6％

駐車場 2 13.8％ 17.9％

道の駅 3 7.6％ 17.6％

その他 4 8.6％ 29.9％

≪国土交通省関連ＰＦＩ事業ＶＦＭ一覧≫

※特定事業選定時より事業者選定時のVFMが高くなった事業は65事業/71事業（91.5％）。

※各事業において複数の事業がある場合は、その中央値。

※件数は各事業において重複しているものがある。

※「特定事業選定時のVFM」とは、PFI事業として実施するか否かを判断するに際して、国や地方公共団
体が算出するVFMであり、「事業者選定時のVFM」とは、選定された民間事業者が算出するVFMである。※一般的に、特定事業選定時のVFMは「⑤詳細な定量評価」において算定され、事業者選定時のVFMは

「⑥PPP／PFI手法を導入」することが決まった以降に算定されることになる。
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ＰＰＰ/ＰＦＩの推進（空港施設等の運営権のコンセッション）

○ 空港運営の自由度を高め、既存ストックを活用した新規需要の開拓や交流人口の拡大による地域活性化に資
するため、地方自治体と連携しながら、赤字空港を含め原則としてすべての国管理空港にコンセッションを拡
大していくべき。

○ あわせて、空港整備勘定の収支を改善すべき。

【最近の動き】

但馬空港 ：平成27年1月に事業を開始し、運営事業を実施中。

関空･伊丹：平成27年12月にｵﾘｯｸｽ、ｳﾞｧﾝｼ・ｴｱﾎﾟｰﾄｺﾝｿｰｼｱﾑの
新会社(SPC)と実施契約を締結。平成28年4月から
事業を開始し、運営事業を実施中。
⇒【運営権対価等】約２．２兆円（税抜）
※収益が一定額を上回った場合、収益連動負担金を追加払。

仙台空港：平成27年12月に東急前田豊通ｸﾞﾙｰﾌﾟの新会社（SPC）
と実施契約を締結。平成28年2月からビル事業を開
始、7月から全体運営開始。

⇒【運営権対価】２２億円（税抜）
※全額一括前払い。

高松空港：平成30年4月頃の事業開始に向け、平成27年10月から
マーケットサウンディングを実施。
平成28年7月に実施方針を公表、9月に募集要項を公
表。

神戸空港：平成30年4月頃の事業開始に向け、平成28年9月に実
施方針を公表、10月に募集要項を公表。

静岡空港：平成31年4月頃の事業開始に向け、平成28年5月から
マーケットサウンディングを実施。

福岡空港：平成31年4月頃の事業開始に向け、平成28年7月から
マーケットサウンディングを実施。

※この他、北海道内の複数空港の一体的な委託を検討中。

運営会社は着陸料、空港ビル収入等を基に、空港を一体的に運営

・ 自由度の高い経営により、空港ビルの物販収入等を原資に着陸料を引き下げて新規路
線を誘致し、更なる空港ビル収入の増加につなげるといった好循環を実現できる。

・ 交流人口の拡大は地域において新たな産業の創出や雇用の拡大につながる。

地域活性化

運営会社

国
（滑走路等を所有）

第三セクター等
（空港ビル等を所有）

譲渡
対価

運営権対価

運営権を設定

・ 滑走路等の維持管理、更新は運営会社が民間のノウハウを活かして行うこととなるため、
維持管理費等の削減につながるとともに、運営権対価の確保や需要増による航空機燃料
税収入の増加など空港整備勘定の歳入面への貢献も期待。

・ 個別空港ごとの独立採算性を導入することで、特別会計の透明性向上につながる。

ＶＦＭ（Value For Money）

・ 仙台空港では検討から委託開始まで４年程度を要しており、プロセスのスピードアップが
求められる。

・ 赤字空港も含めて聖域なく検討を進める観点から、他の空港のコンセッション導入に向
けた課題を整理の上、今後の対応方針を検討すべき。また、こうした検討に際しては、今
後、個々の空港においてコンセッションが導入される可能性が高いかを明らかにし、コン
セッション事業に参入を図る事業者の予測可能性を高めるべき。

課題
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ＰＰＰ/ＰＦＩの推進（コンセッションの課題）

○ これまでのコンセッションでは、運営権対価が占める割合が低く、ＶＦＭの趣旨に合致しない結果につなが
るケースがあった。

○ 運営権対価を適切に評価するなど、ＶＦＭを最大化する方法を検討するべき。

○全体事業方針 ○安全・保安に関する計画
○騒音対策事業等 ○事業実施体制 等

＜仙台空港コンセッションにおける優先交渉権者の選定例＞

全体計画、運営基盤 ６１点

旅客数・貨物量の目標
着陸料等料金施策
エアライン誘致施策 等

空港利用者の利便性向上等

空港機能維持に係る
投資施策・総額

空港活性化に係る
投資施策・総額

○空港活性化に関する計画

空港活性化 ７１点

○設備投資に関する計画

○収支計画及び事業継続に関する提案

○運営権対価等 ２４点（全体の１２％）

財政健全化 ６８点

航空サービス利用者の
利便性向上等

配点基準（２００点満点） 選定結果（A～Cの３グループからAグループを選定）

運営権対価の提示額

・ 上位２グループを見ると、空港活性化に関する点数でほぼ決まっている。

・ 空港を活性化し、収益を拡大できる計画となっているのであれば、提示される
運営権対価の額も高くなることが整合的ではないか。

・ 配点のあり方の見直しや総合評価落札方式で用いられている除算方式の導
入など、適切な選定方法を検討すべき。

51.1 49.3 47.1

36.7 34.1 27.3

16.0 24.0
15.0

57.7 45.3

23.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

A B C

空港活性化

財政健全化（運営権対価）

財政健全化（その他）

全体計画、運営基盤

161.5 152.7

113.3

（参考１）愛知県道路公社のコンセッションでは、配点基準２００点満点のうち、運営権対価の額
に８０点が配分されている（最低提案価格を超えた場合、一律３０点を付与）。

（参考２）財・サービスの購入の際の総合評価落札方式の下では、原則として、技術評価点を入
札価格で割る除算方式（有利な価格を提示すれば選定されやすくなる）が用いられている。

２２億円 ４０億円 ２０億円
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ＰＰＰ/ＰＦＩの推進（下水道事業における民間活用の現状と課題）

○ 下水道事業については、施設の老朽化に伴い、更新需要の増大が課題。
○ 下水道事業では、単純で単年度ごとに発注する維持管理業務の民間委託は相当程度活用されているが、民
間活用による効果が高い維持管理業務の包括的民間委託や汚泥有効利用施設へのＰＦＩ等の導入等は道半ば
の状況。

○ さらに、コンセッションを具体的に検討している自治体は浜松市など４市のみの状況。

汚泥処理施設

消毒
設備

沈 砂 池
最初

沈殿池
反応
タンク

下水処理施設
（全国約2,200施設）

うち単純業務民間
委託施設 9割以上

うち包括的民間委託
（処理施設）

約380件

・ＰＦＩ事業：11件
・DBO事業：23件

汚泥有効
利用施設

（約100施設）

水処理施設

※DBOは、PFIのように

民間が資金調達を行
わず、設計・建設・管
理・運営を 民間が行
い、自治体が対価を
支払うもの。

最終
沈殿池

・ 下水道施設の運営権を民間事業者に設定することで、
民間事業者が中長期的な視点に立って、施設の改築更
新や料金収受、維持管理を一体的に行うことが可能とな
る。

これにより、民間の創意工夫の余地が広がり、コスト削
減等の効果が期待。

（浜松市における検討例）
・ 市町村をまたぐ流域下水道として静岡県が管理をして
いた区域について、市町村合併（平成17年）を背景に、平
成28年4月より浜松市が公共下水道として管理を開始。

・ 浜松市の人員を大幅に増強することなく効率的に事業
の運営するため、コンセッション方式を検討した結果、運
営期間（20年間）において、改築と維持管理について約
7.6％（VFM）のコスト削減が期待できることが判明。

・ 平成30年4月からの導入に向け、現在、運営権者の選
定手続きを実施中。

（今後の課題）
・ 事業スキームの検討、導入に向けた事前評価等のコス
トが大きいことや、導入後のモニタリング等に管理者側の
技術力を要することなどから、導入に向けた機運が高
まっていない状況。

コンセッションの意義

※包括的民間委託は、下
水道施設の巡視・点検・
調査・清掃・修繕、運転管
理・薬品燃料調達・修繕な
どを一括して複数年にわ
たり民間に委ねるもの。

下水道事業の概要

包括的民間委託の契
約期間（3～5年間）に

おける導入以前と比較
したコスト削減効果

合計約340億円

34件の契約期間
（概ね20年）におけ
るコスト削減効果

合計840億円
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ＰＰＰ/ＰＦＩの推進（下水道事業における民間活用の現状と課題）

○ 下水道事業について、執行体制の脆弱化と老朽化施設の増大が進行している中、今後、サービス水準を持
続的に確保していくため、ＰＰＰ/ＰＦＩの導入を抜本的に拡大すべき。

○ 既設施設への包括的民間委託の導入はもとより、一定規模の自治体について、施設の改築に際してコン
セッションの検討を財政支援の要件とするとともに、汚泥有効利用施設の新設にあたってはＰＦＩ等の導入
を原則とするなど抜本的な対策が必要。

・発注ロットの増大

⇒スケールメリット

・民間の技術力と経営ノウハ

ウの導入

・発注、管理等の内部コスト

削減

コストの削減
・「少数、大規模の工事」から

「多数、小規模の工事」へ

・設計、施工の複雑化

・維持管理と工事のトータル

マネジメントの必要性

② 老朽化施設の増大

・外注コスト

の増加

・内部コスト

の増加

・行財政改革

・熟練者の退職

・下水道公社の廃止や縮小

・流域下水道の移管

① 執行体制の脆弱化
・個別工事の発注や管理を

包括的に民間に委ね、自

治体はモニタリングやトー

タルマネジメント等の管理

者業務に専念

・地元企業を含めた民間の

事業機会の創出

執行体制の確保

このままでは
サービス水準

低下

このままでは
経営悪化

社会資本整備総合交付金における下水道事
業においては、持続可能な経済社会の実現に
資するとの考えの下、以下の事業に特化して
策定される整備計画に対して重点配分を行う
こととする。

① ＰＰＰ／ＰＦＩの事業手法により民間活力の
活用を促進する下水道事業

② 下水汚泥のエネルギー利用を促進する下

水道事業（バイオガス活用事業、下水汚泥固
形燃料化事業等）

③ 下水道整備推進重点化事業により低コスト
な未普及対策を実施する下水道事業

社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金
における配分の考え方（抄）

ＰＰＰ/ＰＦＩ導入の必要性

資料Ⅱ－５－11



社会資本整備総合交付金制度の見直し（フォローアップ）

○ 限りある財源を政策的に優先すべき事業に重点化するために、道路、河川などの事業類型ごとに、交付金
を重点的に充てるべき事業内容を明確化し、そうした事業内容に特化された整備計画に対して重点配分を実
施。

○ 更に、現在の整備計画は事業内容や実施状況がわかりにくいため、今後、ＰＤＣＡの改善や事業の重点化
が実効性をもったものになるよう、交付金事業の「見える化」を推進するとともに、重点化対象事業への重
点化を着実に進めるべき。

事業名 重点配分対象となる主な事業

道路事業
ストック効果を高めるアクセス道路の整備（アクセス道路の供用時期について他事業と連携し、早期の効果発現が見込める事業について

は特に重点配分）、連続立体交差事業
インフラ長寿命化計画（行動計画）を踏まえた橋梁、トンネル等に係る老朽化対策

港湾事業
既存ターミナルを活用しつつ、クルーズ船の受け入れを図るために実施する防舷材、係船柱等の改良、緑地の整備
港湾施設の老朽化等に伴い利用が制限されている港湾施設の整備

河川事業
「水防災意識社会 再構築ビジョン」の趣旨に沿って、氾濫リスクが高く浸水被害が想定される地域において、ハード・ソフ
ト対策を一体的に実施する事業

砂防事業 要配慮者利用施設、防災拠点を保全し、人命を守る土砂災害対策事業、重要交通網にかかる箇所における土砂災害対策事業

下水道事業 ＰＰＰ/ＰＦＩの事業手法により民間活力の活用を促進する下水道事業（下水道整備推進重点化事業に係るものを除く）

海岸事業
南海トラフ地震又はその他の大規模地震に対して、背後地に重要交通網又は人口が集中する地域において実施する海岸堤防等
の地震・津波対策

都市再生整備計画事業 立地適正化計画に適合する事業等国として特に推進すべき施策に関連する事業

広域連携事業 連携中枢都市圏の形成等の広域圏域としての取組の推進に資する計画

都市公園・緑地等事業 国家的関連事業の開催に向けた都市公園の整備等に関する事業、ＰＦＩ事業による都市公園の整備等に関する事業

市街地整備事業 立地適正化計画を作成、又は確実に作成が見込まれる地域において実施され、かつ立地適正化計画に適合する事業

都市水環境整備事業 水辺の賑わい創出に向けた取組を推進するため、「かわまちづくり計画」に位置づけられた事業

地域住宅計画に基づく事業 公営住宅及び改良住宅の耐震改修（耐震診断を含む）事業、耐震性のない公営住宅及び改良住宅の建替事業

住環境整備事業 改正耐震改修促進法において耐震診断が義務付けられた住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等を実施する事業
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高速道路の料金体系の見直し（首都圏）

○ 新規整備を検討・実施するに際しては、既存ストックについて小さな追加投資や規制・制度の見直しによ
り大きな生産性向上の効果を実現できないか不断に検討していくことが必要。

○ 首都圏３環状道路の整備に併せ、首都圏の高速道路の料金体系を整備重視から利用重視のものに整理・統
一することで渋滞を緩和し、物流の効率化を通じて生産性を向上。

■首都圏内の料金水準

■起終点を基本とした継ぎ目のない料金の実現
（例：厚木→桜土浦）
都心経由 3,930円
圏央道経由 5,050円 ⇒ 3,930円

（圏央道が不利にならないよう引下げ）

■主な効果
 東名⇔東北道間の都心通過５割減（用賀～川口間を通過する台数）

・平成27年 5,400台/日 → 平成28年 2,700台/日
 首都高速全体の渋滞損失時間約１割減

・平成27年 32,500台・時間/日 → 平成28年 29,700台・時間/日
 圏央道の交通量約３割増（相模原～高尾山間を通過する台数）

・平成27年 34,300台/日 → 平成28年 45,000台/日
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※

※

※

※

※

※

朝比奈IC

Ｃ
: 高速国道の大都市近郊区間と概ね同じ

: 高速国道の大都市近郊区間より料率が低い

注） 点線は整備中区間

: 高速国道の大都市近郊区間より料率が高い

: 大都市近郊区間外の高速国道等

: 利用距離により料率が変化
Ｃ

: 高速国道の大都市近郊区間と概ね同じ

: 高速国道の大都市近郊区間と概ね同じ（激変緩和措置）

注） 点線は整備中区間

: 大都市近郊区間外の高速国道等（普通区間）

※2 埼玉外環については、圏央道の概成（境古河～つくば中央の開通時）
に合わせて、新たな料金を導入予定

※1 上限料金を設定するなどの激変緩和措置を実施

28年4月～

H32年度
開通予定

※土地収用法に基づく手続きによる用地取得等
が速やかに完了する場合

H28年度
開通予定

H29年度
開通予定
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空港における跡地の有効活用

○ コンセッション方式の活用を含め、空港整備勘定のストックを最大限活用することで、同勘定の収支を改
善すべき。

○ 例として、羽田空港では沖合展開事業等に伴い生じた跡地を利用して、ホテルや産業交流施設等を建設予
定。

○ 空港周辺で民間資金を活用したまちづくりが進展することで、空港の魅力向上につながるとともに、土地
貸付料収入が増加。

羽田空港跡地利用の概要
第１ゾーン

【約20ha （開発面積 約16.5ha）】
《産業交流施設等エリア》

・産業交流施設（展示機能等） ・駅前広場
・多目的広塲（防災機能等）
※大田区に空港用地を売却する方向で検討

第２ゾーン
【約17ha （開発面積 約4ha）】

《エアポートホテル・複合業務施設エリア》
・エアポートホテル
・複合業務施設（国際交流関連、観光関連等）

※国から空港用地の貸付を受けた民間事業者（ 「住友不動産・東
京国際空港プロジェクトチーム」を選定（H28.6.17） ）が宿泊施設
等の整備・運営を行う。土地の貸付期間は平成30年4月1日から
平成80年3月31日までの原則50年（一般定期借地権）。土地の貸
付料として毎年度約27億円が支払われる見込み。

第３ゾーン
【約16ha 】

再拡張事業後の需要動向を見極めながら検討

第２ゾーン（活用イメージ）

第１ゾーン（活用イメージ）

出典：官邸ＨＰ「東京圏 国家戦略特別区域会議」配布資料より
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建設現場へのＩＣＴの導入（i-Construction）

○ 国土交通省では、測量から施工・管理段階まで全ての建設工程にＩＣＴ技術の導入を行う「ｉ-Constru
ction」を推進し、建設現場の生産性を2025年までに２割向上することを目指している。

○ しかしながら、生産性２割向上の考え方が曖昧であることから、目標についてＫＰＩとして数値化し、
「見える化」を図ることにより、効果がしっかりと発現するような形で着実に推進するべき。

検査日数・書類の削減

従来施工 ICT建機による施工

測量

従来測量 UAV（ドローン等）による３次元測量

３次元測量(UAVを用いた測量マニュアルの導入)

ICT建機による施工(ICT土工用積算基準の導入)施⼯

検査

３次元データを
パソコンで確認

計測結果を
書類で確認

人力で200m毎に計測

≪ＩＣＴ土工の例≫

≪土工以外の分野へのＩＣＴの活用≫

人・日
当たりの仕事量

(work)

人
（men)

工事日数（term)

‐con
i

省人化

工事日数削減
（休日拡大）

建設現場の
生産性2割向上

i-Constructionにより、これまで

より少ない人数、少ない工事日
数で同じ工事量の実施を実現

 ICTの導入等により、
中長期的に予測され
る技能労働者の減
少分を補完

 現場作業の高度化・効率化
により、工事日数を短縮し、
休日を拡大

≪生産性向上のイメージ≫

5.7%

1.1%

15.5% 13.7% 52.8% 11.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4週8休 4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 4週4休未満

注：日建協「2015時短アンケート」を基に国土交通省作成

≪建設業における休日の状況≫

現在4週8休は1割以下

３次元モデルを用いた監督検査の効率化

トンネル覆工の出来形をレーザースキャナ
を用いて計測を行い、 監督・検査を効率化

施設管理の効率化・高度化

点検結果を３
次元モデルに
反映し、施設
管理を効率
化・高度化

ダムの管理用管路の点検

≪ICT土工の生産性向上効果（例）≫
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Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度

施工時期の平準化

○ 公共工事の工事量については、民間工事に比して、閑散期（年度当初）と繁忙期（年度末）の差が著し
く、人材・資機材の効率的な活用や良好な労働環境を実現する上での障害となっている。

○ マクロの労働生産性向上を図るとともに、労働環境の改善を実現していくためには、公共工事の工事量の
平準化が重要。

＜受注者＞
・繁忙期は監理
技術者が不足

・閑散期は人材・
機材が遊休

＜受注者＞
・人材・機材の

効率的配置

＜発注者＞
・監督・検査が
年度末に集中

＜技能者＞
・閑散期は仕事がない
・収入不安定
・繁忙期は休暇
取得困難

＜発注者＞
・計画的な業務遂行

＜技能者＞
・収入安定
・週休二日

【施工時期の平準化イメージ】
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（億円）
建設総合統計 出来高ベース（全国）

出典：2015年国土建設総合統計年度報より算出

平準化
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○ダム検証対象８３事業のうち、７９事業は対応方針を決定済み （継続５４事業、中止２５事業、検証中４事業）
（平成28年10月1日時点）

・中止２５事業のうち、１９事業は検証の過程で「①ダム事業の残事業費」 と「②代替案の事業費」を算出・比較。
・その１９事業に係る両者の差額（①－②）は約 １，９００億円となっている。

① 中止事業の残事業費の合計 約 ４，９００億円
② 代替案の事業費の合計 ※ 約 ３，０００億円

※ 洪水調整・利水対策など「目的」別に最も安価な代替案を合計。

インフラ整備の重点化

ダム検証に関する基本的なポイント
・平成２２年９月から開始。

・検討作業は、基本的に事業主体（地方整備局・県等）が洪水調節、
利水対策（水道用水・工業用水）、渇水対策など「目的」別に代替案
と比較するなど、総合的な評価を実施。

○ダム検証の趣旨・検証結果を踏まえると、既存ダムの更なる徹底活用を図るなど効率的・効果的な整備が重要。

貯
水
容
量
の
増
大

○既存ダムのかさ上げによる容量の拡大

恒久的な堆砂対策

既
存
ダ
ム
徹
底
活
用
を
図

る
た
め
の
対
策
イ
メ
ー
ジ

○放流管の増設による容量の確保 ○土砂バイパストンネルによる排砂

○ 費用便益分析の徹底を図るだけではなく、他の整備手法との比較検証を行う等により、整備の重点化・優
先順位付けを客観的に行うべき。

○ また、既存ストックの最大限の活用を図ることにより、効率的・効果的な整備を図るべき。

【代替事例】
○洪水調節 ： 河道掘削、 堤防かさ上げ、 遊水地整備
○利水対策、渇水対策

： 水系間導水、 地下水取水、 ため池整備
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＜住民目線のソフト対策＞
○住民等の行動につながるリスク情報の周知

・立ち退き避難が必要な家屋倒壊等氾濫想定区域の
公表

・住民のとるべき行動を分かりやすく示したハザードマ
ップへの改良 等

○避難行動のきっかけとなる情報をリアルタイムで
提供

・スマホ等によるプッシュ型の洪水予報等の提供 等

＜洪水を安全に流すためのハード対策＞
○優先的に整備が必要な区間における堤防のか

さ上げや浸透対策などを推進
【例】佐賀県六角川 S55.8 豪雨 ： 浸水戸数 4,835戸

（河道改修） ↓
H28.6 豪雨 ： 浸水戸数 46戸

＜危機管理型ハード対策＞
○越水が発生した場合でも決壊までの時間を少し

でも引き延ばすよう堤防構造を工夫する対策の
推進

住民等の避難行動を
支援する

避難のための時間
を稼ぐ

施設の能力を高める
（従来のハード対策）

洪水氾濫による
被害を軽減する

洪水氾濫の
頻度を減らす

ハード・ソフト対策

＜ソフト対策例＞

○ 豪雨・台風災害の頻発化・激甚化を踏まえると、社会全体が「施設の能力には限界があり、施設では防ぎ
きれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識を変革する必要。

○ そのため、従来のハード対策に加え、実効性のあるソフト対策等を組み合わせ、洪水氾濫に備える必要。

⇒ 27年12月より順次公表し、28年7月時点で直轄河川
109水系のうち58水系で公表済み。29年の出水期（6月
頃）までに、残る51水系で公表予定。

⇒ 28年9月より2市で配信開始。29年5月頃に135市町村

へ配信拡大の予定。
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社会資本の老朽化の現状

○ 今後、高度成長期以降に急速に蓄積された膨大な社会資本の老朽化が急速に進行し、何ら対策を講じなけ
れば維持管理・更新費が増加していく見込み。

○ このため、点検により損傷状況を把握し、計画的なメンテナンスを行うことによりインフラの長寿命化を
図り、長期的なコストの圧縮を図る必要。

≪建設後５０年以上経過する社会資本の割合≫

2013年3月 2023年3月 2033年3月

道路橋
【約40万橋（橋長2m以上の橋70万橋のうち）】

約１８％ 約４３％ 約６７％

トンネル
【約1万本】

約２０％ 約３４％ 約５０％

河川管理施設（水門等）
【約1万施設】

約２５％ 約４３％ 約６４％

下水道管きょ
【総延長：約45万km】

約２％ 約９％ 約２４％

港湾岸壁
【約5千施設（水深－4.5m以深）】

約８％ 約３２％ 約５８％

年度 推計結果

2013年度 約3.6兆円※）

2023年度
（10年後）

約4.3～5.1兆円

2033年度
（20年後）

約4.6～5.5兆円

平成25年12月 社会資本整備審議会・交通政策審議会
「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について（答申）」

※1）推計結果は国、地方あわせた事業費ベースの数値
※2）２０１３年度の値（約３．６兆円）は、実績値ではなく、今回実施した推計と同様の条件のもとに算出した推計値

１．国土交通省所管の社会資本10分野（道路、治水、下水道、港湾、公営住宅、公園、海岸、空港、航路標識、官庁施設）の、

国、地方公共団体、地方道路公社、（独）水資源機構が管理者のものを対象に、建設年度毎の施設数を調査し、過去の維

持管理、更新実績等を踏まえて推計。

２．今後の新設、除却量は推定が困難であるため考慮していない。

３．施設更新時の機能向上については、同等の機能で更新（但し、現行の耐震基準等への対応は含む。）するものとしている。

４．用地費、補償費、災害復旧費は含まない。

５．個々の社会資本で、施設の立地条件の違いによる損傷程度の差異や維持管理・更新工事での制約条件が異なる等の

理由により、維持管理・更新単価や更新時期に幅があるため、推計額は幅を持った値としている。

長崎県橋梁長寿命化修
繕計画（27年3月）より

50年間で約2,000億円
のコスト縮減

岡山県道路橋梁維持管
理計画（27年7月）より

50年間で約1,540億円
のコスト縮減

≪予防保全によるコスト圧縮の例≫
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計画的な老朽化対策の推進

○ インフラ長寿命化のため、インフラ管理者（各省及び地方自治体）は、平成28年度までにインフラ長寿命
化計画（地方自治体の場合は公共施設等総合管理計画）を策定し、施設の種類に応じて遅くとも平成32年度
までに個々の施設ごとの長寿命化計画を策定することとされている。

○ 長寿命化計画の策定を促進し、無計画な更新・維持管理を避けるためにも、防災・安全交付金を含め、イ
ンフラの老朽化対策は個々の施設の長寿命計画に基づくものに重点化を更に進めるとともに、「情報の見え
る化」等により、長寿命化がコスト圧縮に確実につながるようにすべき。

インフラ長寿命化基本計画
（国）

インフラ長寿命化計画
（国の全分野）

○インフラの長寿命化に関する基本方針
・目標とロードマップ
・基本的な考え方
・インフラ長寿命化計画の基本的事項
・必要施策の方向性
・国と地方の役割
・産学界の役割 等

○基本計画の目標達成に向けた行動計画
・対象施設
・計画期間
・所管インフラの現状と課題
・中長期的な維持管理・更新コストの見通し
・必要施策の具体的な取組内容と工程
・フォローアップ計画
※施設特性に応じて必要施策を具体化

○施設の状態に応じた詳細な点検・修繕・更新の計画

インフラ長寿命化計画
（自治体レベルの全分野）

道路 河川 公共建築物 道路 河川

（施設毎の長寿命化計画）

※省庁毎に策定 ※自治体毎に策定

公共建築物

公共施設等
総合管理計画

≪インフラ長寿命化に向けた計画の体系（イメージ）≫

※ これまでも、国土交通省及び地方公共団体等において、橋梁の長寿命化修繕計画等を策定し、計画的な
点検・修繕を実施しているところ。
平成26年度に、橋長15ｍ未満の橋梁やトンネル等についても、個別施設計画を策定することとしたため、
現在、橋梁（約73万橋）・トンネル（約1万本）等の道路施設について、個別施設計画の策定に向け調
整中であり、平成27年度末時点の計画策定状況を調査して把握する予定。

≪個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）の策定率≫

年度 数値 年度 数値

道路（橋梁） 平成27年度 ― → 平成32年度

道路（トンネル） 平成27年度 ― → 平成32年度

河川　　　　　[国、水資源機構] 平成27年度 99% → 平成28年度

　　　　　　　　[地方公共団体] 平成27年度 84% → 平成32年度

ダム　　　　　[国、水資源機構] 平成27年度 84% → 平成28年度

　　　　　　　　[地方公共団体] 平成27年度 37% → 平成32年度

砂防　　　　　[国] 平成27年度 83% → 平成28年度

　　　　　　　　[地方公共団体] 平成27年度 45% → 平成32年度

海岸 平成27年度 7% → 平成32年度

下水道 平成27年度 23% → 平成32年度

港湾 平成27年度 98% → 平成29年度

空港（空港土木施設） 平成27年度 100% → 平成32年度

鉄道 平成27年度 100% → 平成32年度

自動車道 平成27年度 0% → 平成32年度

航路標識 平成27年度 100% → 平成32年度

公園　　　　　[国] 平成27年度 94% → 平成28年度

　　　　　　　　[地方公共団体] 平成27年度 84% → 平成32年度

官庁施設 平成27年度 62% → 平成32年度

公営住宅 平成27年度 88% → 平成32年度

100%

現状 目標

※

※
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農業従事者の年齢構成

　（備考）農林水産省統計部「2015年農林業センサス報告書」により作成。

年齢階層別の基幹的農業従事者数（平成27年）
（万人） 

計
15～19歳 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70歳以上

54.7 82.7 175.4人数　（万人） 0.1 2.4 6.1 9.2 20.2

11.5% 31.2% 47.2% 100.0%シェア 0.1% 1.4% 3.5% 5.2%

0

20

40

60

80

100

15～19歳 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70歳以上

40代以下：17.7万人（10.1％） 65歳以上：113.2万人（64.6％）

○ 基幹的農業従事者の65％が65歳以上であり、70歳以上が47％も占めている。一方で、40代以下は、10％を占めるにとど
まっている。
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注１） 小麦及び主食用米は、平成23年産生産費統計（全階層平均、主産物）を用いて算定。
注２） 飼料用米は、取組事例のデータを用いて算定。
注３） 飼料用米の水田活用の交付金の単価は、標準単収値の収量が得られた際の単価を８万円/10aとして、収量に応じて下限5.5万円/10aから上限10.5万円/10aの範囲で変動。
注４） 飼料用米の単収が標準単収値と同じとなる場合の経営費は、主食用米の機械を活用するため、主食用米の経営費から農機具費及び自動車費の償却費を控除。
注５） 飼料用米について、多収性専用品種に取り組み、単収が標準単収値＋150kg/10aになった場合、多収性専用品種での取組による1.2万円/10aの産地交付金の追加配分が

加算され、戦略作物助成の収量に応じた上限単価10.5万円/10aが適用されるとして算定。また、経営費及び労働時間は、標準単収値の経営費から、150kgあたりの施肥及び
収穫・調製等に係る費用及び労働時間を加えて算定。

飼料用米 飼料用米 小 麦
多収性専用品種を用いて単収が

標準単収値+150kg/10aとなる場合

42
45

35
所得

（単位：千円）

87

主食用米

36.5

116

7.5

単収が標準単収値となる場合

64

23

7

80
経営費

経営費

経営費

所得

所得
所得

水田活用の
直接支払
交付金

畑作物の
直接支払
交付金76

50

117

9

経営費

販売収入

販売収入

米の直接支払
交付金

43

販売収入

水田活用の
直接支払
交付金

販売収入

水田活用の
直接支払
交付金

農林水産省「経営所得安定対策等の概要（平成２８年度版）」より

11

○ 米の転作に対しては、主食用米を作付した場合との所得差が生じないようにすることを基本として、助成している。収入に占

める販売収入の割合は極めて小さいことから、助成金が作物の選択に大きな影響を与えているのではないか。収益性・生産性

の高い作物が選択される仕組みになっておらず、農業の競争力強化・生産性向上を阻害してはいないか。

主食用米・転作作物の所得比較（10a当たりのイメージ） 資料Ⅱ－６－２



野菜と主食用米・飼料用米の収益性の比較

注１） 主食用米は、平成23年産生産費統計（全階層平均、主産物）を用いて算定。
注２） 飼料用米は、取組事例のデータを用いて算定。
注３） 飼料用米の水田活用の交付金の単価は、標準単収値の収量が得られた際の単価を８万円/10aとして、収量に応じて下限5.5万円/10aから上

限10.5万円/10aの範囲で変動。

注４） 飼料用米の単収が標準単収値と同じとなる場合の経営費は、主食用米の機械を活用するため、主食用米の経営費から農機具費及び自動
車費の償却費を控除。

注５） 飼料用米について、多収性専用品種に取り組み、単収が標準単収値＋150kg/10aになった場合、多収性専用品種での取組による1.2万円
/10aの産地交付金の追加配分が加算され、戦略作物助成の収量に応じた上限単価10.5万円/10aが適用されるとして算定。また、経営費及び
労働時間は、標準単収値の経営費から、150kgあたりの施肥及び収穫・調製等に係る費用及び労働時間を加えて算定。

飼料用米

87

主食用米

36.5

116

7.5

経営費経営費

所得所得

76

50
117

9

販売収入

米の直接支払
交付金

販売収入

水田活用の
直接支払
交付金

出典：農林水産省「経営所得安定対策等の概要（平成２８年度版）」

多収性専用品種を用いて単収が
標準単収値+150kg/10aとなる場合

○ 同一面積で比較すると、野菜の方がより所得を得られるのが一般的。また、輸入品に対抗するために、特に加工・業務用途
では機械化が求められているが、機械化した場合には、労働時間が大幅に短くなり、米と同程度となる。

222

384

6

経営費

粗収益
（注６）

露地キャベツ

168
所得

232
361

7

経営費

粗収益
（注６）

共済・
補助金等
受取金

露地たまねぎ

136
所得

出典：農林水産省「平成26年農業経営統計調査 営農類型別経営統計（個別経営）」
より作成

注６） 「粗収益」は、共済・補助金等受取金を除いている。

（単位：千円）

26時間 28時間 107時間 106時間（10a当たり労働時間）

共済・
補助金等
受取金

機械化一貫
体系の場合
（農林水産省調べ）

31時間 35時間
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交付対象となっている「水田」
（畦畔はない）

水田活用の直接支払交付金についての予算執行調査①

調査結果 今後の改善点・検討の方向性調査の視点

交付対象の水田については、畦畔がないな
ど水田機能を失っている農地や経営判断とし
て米の生産を再開するとは考えにくい農地に
も、本交付金が交付されている事例があった。

現況として米の生産ができない農地や米以
外の生産が継続している農地を、交付対象か
ら除外すべき。そのため、除外すべき基準を明
確で具体的なものとし、各協議会で厳正な運
用が行われるようにすべき。

（参考１）農林業センサスでは、用語の解説として、田について、「耕地のうち、水をたたえるためのけい畔のある土地をいう。」としている。

（参考２）作物統計では、用語の解説として、田について、「たん水設備（けい畔など）と、これに所要の用水を供給しうる設備（用水源用水路）
を有する耕地をいう。」としている。

交付金が交付され
ている水田は、実態
として、水田の機能
を有しているのか。

畦畔
（けいはん）
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水田活用の直接支払交付金についての予算執行調査②

調査結果 今後の改善点・検討の方向性

飼料用米については、・・・（略）・・・単収
の実績を見ると、本交付金による単収向
上のインセンティブ付けが弱まっており、
主食用米と区分しない作付も増加してい
る。飼料用米は本交付金により収入の見
通しが立てやすいため、価格が収穫期に
わかる主食用米から作付を振り替える例
も増えているとの意見もあった。

飼料用米への支援は、多収品種を基本とし、食
料・農業・農村基本計画等の目標に向けた生産性
の大幅な向上が見込まれる場合に限定するととも
に、標準的な交付額を適用する単収を、単収向上
のインセンティブを十分確保するよう継続的に更
新すべき。また、水田農業における需要に応じた
自主的な生産を定着させるため、自立的な経営判
断を促すような支援のあり方を検討すべき。

調査の視点

飼料用米の作付
は、需要に応じた
ものになっている
のか、生産性の向
上に向けた取組と
なっているのか。

＜飼料用米・米粉用米の交付単価のイメージ＞

注１：数量払による助成は、農産物検査機関による数量確認を受けていることが条件
注２：※は全国平均の数値であり、各地域への適用に当たっては、市町村等が当該地域に応じて定めている単収（配分単収）を適用

数量払の単価（傾き）：約167円／kg

助成額
（円/10a）

10.5万

8.0万

5.5万

単収（kg/10a）
681※531※

(標準単収値）
381※

平成27年産
飼料用米
555kg/10a

平成27年産
多収品種

（区分管理方式）
567kg/10a

食料・農業・
農村基本計画
（平成37年度）
759kg/10a

（多収品種の飼料用米）（主食用米）
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定着

している

181
（94.8%）

わからない

10（5.2%）

水田活用の直接支払交付金についての予算執行調査③

調査結果 今後の改善点・検討の方向性調査の視点

二毛作助成、耕畜連携助成については、栽
培技術の定着等により、取組はほぼ定着し
ている状況にある。

二毛作助成、耕畜連携助成については、財
政支援を受けずに取組を継続することを促すよ
うな交付の仕組みに見直すべき。

二毛作や耕畜連
携の取組は、どの
程度進展している
のか。

ほぼ継続

している

195
（66.8%）

一部は

やめている

42（14.4%）

相当

やめている

26（8.9%）

わからない

29（9.9%）

定着

している

183
（93.8%）

わからない

12（6.2%）

ほぼ継続

している

191
（70.0%）

一部は

やめている

25（9.2%）

相当

やめている

18（6.6%）

わからない

39（14.3%）

（N=273）（N=292）

＜二毛作助成の活用状況＞ ＜耕畜連携助成の活用状況＞

二毛作助成 １．５万円／１０ａ

主食用米と戦略作物助成の対象作物、または、戦略作
物助成の対象作物同士の組み合わせによる二毛作を支援

耕畜連携助成 １．３万円／１０ａ

飼料用米のわら利用、水田放牧、資源循環（堆肥の散
布）の取組を支援
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水田活用の直接支払交付金についての予算執行調査④

調査結果 今後の改善点・検討の方向性

産地交付金については、財政支援に依存
する営農を温存する配分や交付せずとも営
農を継続できる場合でも交付している事例
が少なくないと考えられる。

産地交付金については、その使途を収益力
向上のための一時的な支援に限定するなど、
水田農業の収益力向上と財政支援への依存
からの脱却を促すような交付の仕組みに改め
るべき。

産地交付金は効
果的な活用が図ら
れているのか。

調査の視点

3.5万 3.5万

5.5万～
10.5万

2.0万 3.0万
1.3万

4.0万
麦

大豆 飼料用米

加工用米

そば
野菜・

花き・果樹

10
ａ
当
た
り
単
価

＜地域における支援例＞

例１

3.5万 3.5万

5.5万～
10.5万

2.0万 1.9万

4.5万

麦 大豆

飼料用米

加工用米
特産
野菜

小豆

10
ａ
当
た
り
単
価

例２

産地交付金
部分

戦略作物助成
部分

1.0万

麦
16.0%

大豆
18.0%

飼料

作物
5.6%

米粉用米
0.5%

飼料

用米
10.0%

WCS用稲
1.3%

加工用米
6.7%備蓄

用米
0.8%

そば
3.8%

なたね
0.1%

野菜
25.6%

その他
11.6%

平成27年度産地交付金の作物別交付実績

27年度

578億円

（資料）農林水産省調べ （注）平成27年度の産地交付金のうち、追加配分以外のものを集計。

戦略作物
助成による

支援有
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電力コスト

自給率

現状よりも引き下げる
（2013年度比▲2～5％）

＜政策目標＞

温室効果ガス
排出量

欧米に遜色ない
温室効果ガス削減目標

〔⇒日本の約束草案では2013年比▲26％〕

安
全
性
が
大
前
提

安
全
性

震災前（約20％）を
更に上回る概ね25％程度

（2012年：6.3％）

２０３０年度

石炭２５％程度

天然ガス
１８％程度

石油３０％程度

再エネ
１３～１４％程度

原子力
１１～１０程度

４８９百万ｋｌ程度
（エネルギー需要＋エネルギー転換 等）

ＬＰＧ ３％程度

自給率
２４．３％

程度

２０３０年度

再エネ
２２～２４％程度

原子力
２２～２０％程度

ＬＮＧ２７％程度

石炭２６％程度

石油 ３％程度

水力 ８．８
～９．２％程度

風力 １．７％程度

地熱 １．０
～１．１％程度

ベースロード比率
：５６％程度

太陽光
７．０％程度

ﾊﾞｲｵﾏｽ
３．７～４．６％程度

２０１３年度（実績）

熱
ガソリン
都市ガス
等７５％

電力
２５％

２０３０年度（省エネ対策後）

電力
２８％程度

熱
ガソリン

都市ガス等
７２％程度

経済成長
１．７％／年

３２６ 百万ｋｌ程度３６１百万ｋｌ

徹底した省エネ
5,030万kl程度

（対策前比▲13%程度）

エネルギー需要

電源構成電力需要

一次エネルギー供給

徹底した省エネ
1,961億kWh程度
（対策前比▲17%）

電力

２０３０年度２０１３年度（実績）

経済成長
１．７％／年

電力

９，８０８億kWh９，６６６億kWh １０，６５０億kWh（電力需要＋送配電ロス等）

エネルギーミックス（平成27年7月「長期エネルギー需給見通し」にて決定） 資料Ⅱ－７－１



○パリ協定のポイント
 主要排出国を含むすべての国が削減⽬標を5年ごとに提出・更新、その実施状況を報告し、レビュー
を受けるものとすること。

 我が国提案の⼆国間クレジット制度（JCM）も含めた、市場メカニズムの活⽤を位置づけ。
 先進国が資⾦の提供を継続するだけでなく、途上国も⾃主的に資⾦を提供。
 5年ごとに世界全体の進捗状況を把握する仕組み（グローバル・ストックテイク）を導⼊。
 世界共通の⻑期⽬標として、2℃⽬標のみならず1.5℃へ向けた努⼒、可及的速やかな排出のピー

クアウト、今世紀後半における排出と吸収の均衡達成への取組※ に⾔及。
 「⻑期低排出発展戦略」を作成、提出するよう努めるべきこと。
 イノベーションの重要性に⾔及し、技術及び資⾦メカニズムによる⽀援を位置づけた。

○COP21（2015年12⽉）において、パリ協定が採択された。
○気候変動枠組条約に加盟する全196カ国・地域全てが参加する、公平かつ実効的な枠組みが成⽴。
○各国はCOP21に先⽴って、2020年以降の約束草案（削減⽬標案）を提出（COP19決定）。
⽇本は2030年度において2013年度⽐▲26.0%の⽬標を設定。

〇11⽉4⽇に発効予定。

パリ協定の概要

※先進国、途上国を問わず、特定年次に向けての世界の削減数値⽬標は合意されなかった。
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○費用対効果

⇒ 再生可能エネルギーの設備導入に対する支援は総花的になりがちだが、費用対効果（費用当たりの

ＣＯ２削減効果）の観点を踏まえる必要があるのではないか。

再生可能エネルギー予算を考える視点①

○政策目的に合致した予算措置

⇒ 政策目的に照らし、予算措置の内容が

的を射たものになっているか。

◎上下水道システムにおける省CO2化推進事業 （環境省）
• 29年度要求額 34億円
• 水道施設の更新に際し、小水力発電施設等の再エネ設備等の導入を

支援
• 最終目標年度（32年度）のCO2・1tあたりの削減コストを23,618円と試算

◎太陽光発電のコスト低減に向けた技術開発事業
（経産省）

• 29年度要求額 77億円（うち太陽光パネル関係 54億円）
• 諸外国に比べて割高な日本の太陽光発電コストを低減す

ることを目的
• 内外コスト差のうち、太陽光パネルに由来する部分は、調

達方法に起因する部分を含めても３割に過ぎず、設置工事
や架台等の価格差による部分の方が大きい
（注）日本：28.9万円/kW （2016年）

欧州：15.5万円/kW （2014年）
うち太陽光パネル価格 日本：11.4万円/kW 

欧州：7.4万円/kW
※非住宅用

◎燃料電池の利用拡大に向けたエネファーム等導入支

援事業（経産省）
• 29年度要求額 104億円（うち家庭用92.2億円）
• 28年度から事業者の価格低減努力を促す形で補助率を設定
具体的には、毎年度の基準価格を設定した上で
①各年度の基準価格より引き下げた場合には目標価格（下記の例で
は80万円）との差額の1/3補助

②各年度の基準価格は上回ったが前年度基準価格以下の場合には
1/6補助

③前年度基準価格を上回った場合には補助なし
• 中期的には、大きな価格低減を実現し、補助金から卒業

142 
127 

111 
96 

80 

60

80

100

120

140

160

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

参考：【PEFC標準機のスキーム （注）700Ｗのケース】参考：【PEFC標準機のスキーム （注）700Ｗのケース】

②

③

基準価格

前年度

①
目標価格

◎大規模潜在エネルギー源を活用した低炭素技術実用化推
進事業 （環境省）

• 29年度要求額 12億円
• 日本の海域での導入が期待できる潮流発電システムの開発を行う
• 最終目標年度（42年度）のCO2・1tあたりの削減コストを820円と試算
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再生可能エネルギー予算を考える視点②

○経産省と環境省の連携

⇒ 経産省と環境省とで、類似の事業を行う場合、政策の方向性が異なっていると費用対効果の低い非

効率的な予算になりかねない。このため、両者が連携し、政策の方向性を共有した上で、効果的な予

算としていくことが必要ではないか。

◎燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ス
テーション整備事業（経産省）

• 29年度要求額 52億円

• 燃料電池自動車（ＦＣＶ）の自立的普及を目指すため、

商用水素ステーションの整備費用等の一部を補助

• 四大都市圏を中心とした地域に重点的整備を実施

※化石燃料由来水素

SS併設型
⽔素ステーション

コンビニ併設型
⽔素ステーション

移動式
⽔素ステーション

◎再エネ等を活用した水素社会推進事業
（環境省）

• 29年度要求額 90億円

• 水素サプライチェーン構築による先進的かつ低炭素な
水素技術の実証を行うとともに、低炭素な水素社会の
実現と、燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及・促進のため、
再生可能エネルギー由来水素ステーションの整備費用
等の一部を補助

• 半径50㎞のエリアごとに全国的な拠点を整備し、ネット
ワーク化を実施

※再エネ由来水素

小水力発電

太陽光発電

風力発電

再エネ由来電力

バイオマス発電

再エネ型⽔素ステーション
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• 固定価格買取制度（FIT）の下で、再⽣可能エネルギーの導⼊が拡⼤することにより、国⺠負担の増⼤
が⾒込まれる。

• 国⺠負担の抑制のためには、国際的にみても⾼い再⽣可能エネルギーの買取価格の引き下げが必要。
• 本年成⽴した改正FIT法により、コスト抑制のための⼀定の⾒直しが⾏われた。

固定価格買取制度の現状

固定価格買取制度導⼊後の賦課⾦等の推移

平成28年度の調達価格の例（各国との⽐較） 改正FIT法（平成28年5⽉成⽴、平成29年4⽉施⾏）

○コスト効率的な導⼊
• ⼤規模太陽光発電の⼊札制度
• 中⻑期的な買取価格⽬標の設定

（※）「賦課金」とは、固定価格買取制度
により、電力会社が再エネ事業者の発
電電力を買い取る際に要した費用につ
き、電気料金と合わせて、利用者から
回収するもの

（※）
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再エネ発電や固定価格買取制度に関連した予算

事業名 ２９年度要求額 事業概要

地熱資源量の把握のための調査事
業

105億円 地熱資源量の把握に向けた地表調査や掘削調査等を支援

電力系統の出力変動に対応するた
めの技術開発事業

80億円
今後導入拡大が期待される風力発電等について、再エネ発電量
の出力変動に対応するための技術開発を委託

太陽光発電のコスト低減に向けた
技術開発事業

77億円
太陽光発電施設の設置コストの低減を実現するため、太陽電池
や周辺機器等について技術開発を委託・共同研究

風力発電のための送電網整備の実
証事業

40億円
風力発電に係る送電網の整備・技術課題に対応するため、実証
事業を支援

環境アセスメント手続の迅速化に向
けた環境影響調査前倒し方法の実
証事業

6億円
風力発電・地熱発電等に係る環境アセスメントの迅速化のため
の実証を実施

１．再エネ発電関連の予算措置

２．FIT制度運用のための予算措置

事業名 ２９年度要求額 事業概要

固定価格買取制度等の効率的・安
定的な運用のための業務委託

13.2億円
再生可能エネルギー事業者の申請及び認定に係るシステム運
用等について業務委託

固定価格買取制度における賦課金
特例認定システムの運用業務委託

0.8億円
電力多消費事業者の省エネ取組状況を確認するために必要な
システム運用等を業務委託

固定価格買取制度の入札制度運用
事業

1.8億円
平成29年4月から導入される入札業務を実施するために必要と
なるシステム構築等を支援
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○ 「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（省エ
ネ法）は、石油危機を契機として1979年に制定。

○ 工場・事業場にて、原油換算で年間1,500kl以上のエ
ネルギーを使用している事業者に対して、エネルギー使
用状況等の定期報告を義務付け、５年間年平均で１％以
上のエネルギー消費原単位低減等の努力義務を求める。
また、一定規模以上の荷主・輸送業者にも同様の努力

義務を求めるとともに、一定面積以上の住宅・建築物の
建築主には届出義務等を課している。

○ 事業者の省エネ取組の状況が不十分である場合に対応
するため、指導・助言、報告徴収・立入検査、公表・命
令、罰則などの措置が設けられている。

○ 「トップランナー制度」は、その時点において市場に存在するエネルギー消費効率が最も優れた製品の性能をベー
スに、３～10年後を目標年度として、技術開発の将来の見通し等を勘案し、目標となるトップランナー基準値を設
定。同制度が対象とする機器等を製造する事業者等は、エネルギー消費効率と出荷台数の加重平均で、目標年度まで
に基準値を達成することが求められている。

○ 2013年度の省エネ法改正で、住宅・ビル等の建材がトップランナー制度の対象に追加され、現在のトップランナー
制度の対象は31品目（機器28品目、建材3品目）。

事業者に対する規制

機器に対する規制

省エネ法の概要

○ 「ベンチマーク制度」とは、各業界で事業者の省
エネ取組を同一基準で評価し、上位１～２割の優良
事業者の省エネ水準を目標として設定。
目標を達成した事業者は、省エネ優良事業者とし

て省エネ政策（事業者クラス分け評価制度や省エネ
補助金の適用）上でプラス評価される。

○ 平成28年４月から「事業者クラス分け制度」を開
始。省エネ法の定期報告を提出する全ての事業者を
Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階へクラス分け。Ｓの事業者
は優良事業者として経産省ＨＰにおいて公表される
一方、Ｂ・Ｃの事業者に対しては調査・指導等を重
点的に実施。

実効性の確保
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ＪＣＭ（二国間クレジット制度）の概要

 優れた低炭素技術・製品・システム・サービス・インフラの普及や緩和活動の実施を加

速し、途上国の持続可能な開発に貢献。

 温室効果ガス排出削減・吸収への我が国の貢献を定量的に評価するとともに、我が国

の削減目標の達成に活用。

 地球規模での温室効果ガス排出削減・吸収行動を促進することにより、国連気候変動

枠組条約の究極的な目的の達成に貢献。

日本

ホスト国
優れた低炭素技術等の普及や

緩和活動の実施

両国代表者からなる合同委員会で
管理・運営

クレジット
日本の削減目標

達成に活用

JCMプロジェ
クト

温室効果ガスの排出
削減・吸収量

測定・報告・検証
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ＪＣＭ事業の概要（経産省・環境省）

経産省事業 環境省事業

事業内容
製油所の動力プラ
ントの運用最適化

（インドネシア）

ラオス政府における
コンテナ型データセン

ターの導入
（ラオス）

事業内容
セメント工場における

廃熱利用発電
（インドネシア）

食品工場における
高効率冷却装置の導入

（インドネシア）

総事業費
(実証金額）

5.0億円
（1.1億円）

22億円
（21億円）

総事業費
(補助金額）

約52億円
（10.6億円）

約1.3億円
（0.66億円）

実証期間 3年間 3年間 運転期間 9年間以上 10年間以上

CO2排出
削減量

5.5万t-CO2／年 1,074t-CO2／年
CO2排出
削減量

12.2万t-CO2／年 165t-CO2／年

クレジット
の取得量

プロジェクト参加者間で協議、決定
クレジット
の取得量

上記CO2排出削減量のうち半分以上が日本政府
にクレジットとして納入

【経産省事業】
◆相⼿国において実証リスクのある低炭素技術の第１号案件組成を⽀援・実証することで、２号以降のビジネスベー
スでの普及促進を図り、 JCMクレジット取得拡⼤につなげる。

【環境省事業】
◆相⼿国におけるCO2排出を削減するための設備・機器の導⼊に対し、1/2以下の補助を⾏う。補助に当たっては、
設備・機器の導⼊後、JCMクレジットの1/2以上を⽇本国政府に納⼊することが条件。
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中小企業資金繰り支援に関する予算措置の推移

○ 中小企業資金繰り支援については、金融危機以前は融資制度を中心に予算措置され
てきたが、近年は信用補完制度を中心に巨額の予算が措置されている。

1998年度以降の予算投入額（累計）
信用保険等 8兆4,101億円
中小企業事業（融資） 1兆4,836億円
国民生活事業 1兆3,179億円

資料Ⅱ－８－１



信用補完制度の見直しに向けての方向性案＜論点整理＞

～中小企業・小規模事業者の事業の発展を支える持続可能な信用補完制度の確立に向けて～

【保証協会と金融機関の連携（リスクシェア）を通じた中小企業の経営改善・生産性向上】

・金融機関が、保証を通じて必要十分な信用供与を行いつつ、事業を評価した融資を行い、その後も

適切な期中管理・経営支援を実施することを促す。その手法として、保証協会が保証を実施する場

合には、金融機関のプロパー融資の方針等に着眼し適切にリスクシェアを行う。

・実効性を担保するため、各保証協会・各金融機関のプロパー融資の状況等について情報開示（見

える化）を行うとともに、中小企業庁・金融庁が適切に連携してモニタリングしていく。

（注）プロパー融資：信用保証を利用しない融資

【セーフティネット保証による副作用の抑制と大規模な経済危機等への備え】

・大規模な経済危機等の下で迅速に発動できる一方で、適用期限についてはこれを限定した新たな

セーフティネット制度を整備する（別枠・100％保証）。

・既存のセーフティネット保証制度（不況業種としての5号）について、金融機関の支援の下で経営改

善や事業転換等が促されるよう保証割合等の必要な見直しを行う。

中小企業政策審議会基本問題小委員会 金融ＷＧ 第9回資料を要約

中小企業庁の検討の方向性 資料Ⅱ－８－２



（億円）

有償

技協・
無償・
その他

5,920 

6,101 

6,560 
7,029 

7,415 
7,707 

7,719 
7,822 

6,972 

7,363 

7,403 
7,307 

6,915 

6,575 

6,303 
6,118 

5,938 

5,702 

5,507 
5,449 

5,143 
5,083 

5,043 
5,067 

5,017 4,939 

5,075 

2,255 
2,730 

2,962 
3,115 

3,219 
3,354 3,733 

3,865 
3,501 

3,126 
3,063 

2,845 
2,191 

2,003 
1,866 

1,744 
1,659 

1,591 
1,495 

1,273 
1,044  644  569  506  485  483  444 

8,175 

8,831 

9,522 
10,144 

10,634 
11,061 

11,452 
11,687 

10,473 
10,489 

10,466 
10,152 

9,106 
8,578 

8,169 
7,862 

7,597 
7,293 

7,002 
6,722 

6,187 
5,727 

5,612 5,573  5,502  5,422  5,519 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

一般会計ＯＤＡ予算（当初）の推移

日本の「一般会計ＯＤＡ予算（当初）」は、ピーク時の1兆1,687億円（1997年度）から趨勢的に減少し
てきたが、2016年度は、5,519億円と対前年度1.8％の増。
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近年のＯＤＡ事業量は有償資金を中心に増加傾向。

有償

技協

無償

出資・
拠出等

（注1）リーマンショックを踏まえた時限措置（緊急財政円借款（2009～2011年度）を除く。
（注2）事業量の有償とJICA有償資金の原資が一致しないのは、海外漁業協力財団が含まれるため。

JICA有償資金の原資内訳

ＯＤＡ事業量（グロス）見込の推移

合計 6,900 7,700 7,700 7,700 8,200 7,910 8,500 8,800 9,150 9,885 9,885 10,525

出資金 1,744 1,659 1,591 1,495 1,273 1,044 644 569 506 485 483 444

財政投融資 4,470 4,815 4,246 2,923 3,056 2,949 3,380 4,270 3,844 4,820 4,366 4,680

自己資金 686 1,226 1,863 3,282 3,871 3,917 4,476 3,961 4,800 4,580 5,036 5,401

（うち回収金 (4,474) (4,785) (5,136) (5,645) (6,199) (5,898) (5,858) (5,939) (6,399) (6,360) (6,583) (6,781)

（うち借入返済 (△ 5,240) (△ 5,001) (△ 4,671) (△ 4,050) (△ 4,030) (△ 3,948) (△ 3,181) (△ 3,232) (△ 3,171) (△ 2,759) (△ 2,444) (△ 2,192)
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民間資金による直接投資

途上国向け民間直接投資が２０００年代に入り趨勢的に増加。
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途上国向けの民間資金（PF）は、政府資金（ODA・OOF）を大きく上回っている。特に直接投資
（FDI）は、10年間で政府資金の半分程度から政府資金を超える規模にまで増加。

（出所）ODA・OOFはOECD DAC, それ以外（民間資金のうち直接投資,輸出信用等）は財務省
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開発協力大綱（抄：平成27年２月閣議決定）①

Ⅲ実施

（１）実施上の原則
開発協力の実施に際しては，前述の理念の実現と重点政策推進にとって最大限

の効果が得られるよう，開発効果向上等の国際的な議論も踏まえつつ，効果的・
効率的な開発協力推進に努めるとともに，当該国・社会に与える影響や協力の適
正性確保等に十分な配慮を行うことが必要である。この観点から，以下の諸点を
実施上の原則として開発協力を行う。

ア 効果的・効率的な開発協力推進のための原則
（ア）戦略性の強化

我が国の開発協力の効果を最大化するためには，政府・実施機関が一体とな
り，様々な関係主体とも連携しつつ，我が国の有する様々な資源を結集して，開発
協力の政策立案，実施，評価のサイクルに一貫して取り組むという戦略性を確保
することが重要である。

政策立案に際しては，開発協力が刻々と変化する国際情勢を踏まえた戦略的か
つ機動的対応が要求される外交政策の最も重要な手段の一つであることを十分
認識する必要がある。この観点から，開発途上国を始めとする国際社会の状況，
開発途上国自身の開発政策や開発計画及び支援対象となる国や課題の我が国
にとっての戦略的重要性を十分踏まえ，必要な重点化を図りつつ，我が国の外交
政策に基づいた戦略的かつ効果的な開発協力方針の策定・目標設定を行う。また，
開発協力方針の明確化のため，本大綱の下に，課題別政策，地域別政策，国別
政策等を位置付ける。

開発協力の実施に際しては，政府及び政府関係機関が有する資源を最大限に
活用すべく，ＯＤＡとＯＤＡ以外の資金・協力との連携を図ることで相乗効果を高め
る。また，外交政策上の観点及び開発協力の効果・効率性の向上のため，技術協
力，有償資金協力，無償資金協力を有機的に組み合わせるとともに，迅速性の向
上や協力のための諸制度の改善，柔軟な運用に努める。

評価については，協力の効果・効率性の向上に加え，国民への説明責任を果た
す観点からも重要であることを踏まえ，政策や事業レベルでの評価を行い，評価
結果を政策決定過程や事業実施に適切にフィードバックする。その際，成果を重
視しつつも，対象の特殊性やそれぞれの事情を考慮した上で評価を行う。また，外
交的視点からの評価の実施にも努める。
（中略）

（２）実施体制
国際社会において開発課題が多様化・複雑化・広範化し，開発に携わる主体や開発

に関係する資金が多様化していることを踏まえ，政府・実施機関の実施体制整備，各
種の連携強化及び開発協力の持続的実施のための基盤の強化に努めていく。
（中略）

イ 連携の強化
（中略）

（ア）官民連携，自治体連携
開発途上国の開発推進にとって，ＯＤＡを始めとする公的資金は引き続き重要な役

割を担うが，開発途上国への民間資金の流入が公的資金を大きく凌いでいる現状を
踏まえれば，民間部門の活動が開発途上国の経済成長を促す大きな原動力となって
いることを十分考慮する必要がある。また，アジアにおいては，開発協力によってハー
ド・ソフトの基礎インフラを整備したことで投資環境が改善し，また，開発協力が触媒的
役割を果たすことにより，民間企業の投資を促し，それが当該国の成長と貧困削減に
つながっている。この過程を通じて，アジアが我が国民間企業の重要な市場，投資先
として成長し，日本経済にとって極めて重要な存在となったという事実を再認識するこ
とも重要である。さらに，我が国の地方自治体が有する独自の経験や知見が，開発途
上国の抱える課題の解決にとって重要な役割を果たすようになっている。

以上を踏まえ，民間部門や地方自治体の資源を取り込むとともに，民間部門主導の
成長を促進することで開発途上国の経済発展を一層力強くかつ効果的に推進し，また
そのことが日本経済の力強い成長にもつながるよう，官民連携，自治体連携による開
発協力を推進する。具体的には，我が国の中小企業を含む企業や地方自治体，大学・
研究機関等との連携を強化し，人づくり，法・制度構築，インフラシステム整備等，貿
易・投資促進のための環境整備を始めとした取組を計画策定から事業実施まで一貫し
て進める。

なお，官民連携の推進に当たっては，我が国の開発協力が，民間部門が自らの優れ
た技術・ノウハウや豊富な資金を開発途上国の課題解決に役立てつつ，経済活動を
拡大するための触媒としての機能を果たすよう努める。また，開発協力と共に実施され
る民間投資が相手国の「質の高い成長」につながるよう，上述の我が国開発協力の重
点政策を十分に踏まえ，包摂性，持続可能性，強靱性，能力構築の促進等を確保する
よう留意する。
（中略）
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開発協力大綱（抄：平成27年２月閣議決定）②

（ウ）国際機関，地域機関等との連携
独自の専門性，中立性，幅広いネットワークを有する国際機関は，二国間協力

ではアクセス困難な分野・地域への協力やその独自性を活かした効果的・効率的
な協力を行うことができる。また，二国間協力と組み合わせることで相乗効果が期
待できる。これらを踏まえ，人道支援，平和構築やガバナンス，地球規模課題への
取組を始めとして引き続き国際機関と積極的に連携する。また，国際機関は，国
際的な開発協力の理念と潮流を形成する役割も担うことから，責任ある国際社会
の一員として，国際的な規範の形成を主導する上でも，国際機関及び国際社会に
おける我が国の発言力・プレゼンスの強化を図る。さらに，各国際機関との政策協
議を定期的に実施し，政策調整を行っていくことで，二国間協力との相乗効果を実
現するよう努める。また，国際機関を通じた開発協力の効果や評価については，
国民への説明責任の確保に特に留意する。

また，地域統合の動きや地域レベルでの広域的取組の重要性を踏まえ，地域機
関・準地域機関との連携を強化する。

（エ）他ドナー・新興国等との連携
我が国と同様，他ドナーには長年の開発協力で培われた経験と知見が蓄積され
ており，開発効果をより向上させるためには，ドナー間の連携を強化し，協調・協
働することが必要である。この観点から，我が国は，外交的観点も踏まえながら，
引き続き他ドナーとの開発協力における協調を推進し，開発協力の効果の一層の
向上を目指していく。
また，開発協力の実施に当たっては，我が国の長年の協力により相手国に蓄積さ
れたノウハウや人的資源，人材ネットワーク等を有効に活用することが重要であ
る。新興国を始めとする諸国と連携した三角協力は，これらを有効に活用した協力
として，国際社会からも高い評価を得ているところ，引き続きこの取組を継続して
いく。
（中略）

ウ 実施基盤の強化
（ア）情報公開，国民及び国際社会の理解促進

開発協力は，国民の税金を原資としている。したがって，開発協力に必要な資金
を確保し，持続的に開発協力を実施していくためには，国民の理解と支持を得るこ
とが不可欠である。この観点から，開発協力に係る効果的な国内広報の積極的な
実施に努め，国民に対して，開発協力の実施状況や評価等に関する情報を幅広
く，迅速に十分な透明性をもって公開するとともに，政策，意義，成果，国際社会か
らの評価等を国民に分かりやすい形で丁寧に説明する。また，開発途上国を含め
た国際社会において，日本の開発協力とその成果の認知度・理解度を高めること
も重要であり，そのための海外広報にも積極的に取り組む。
（後略）



技協による開発調査（東部）

円借款による施設建設（東部）

• モンクット王工科大学 創設支援
（1960年～1965年、1978年～1983年、1988年～1993年、計20.5億円）

• 工業標準化試験研修センター創設支援（1989年～1994年、2.8億円）
• タマサート大学工学部創設支援（1994年～2001年、11.7億円）
• 国家計量標準機関支援（2002年～2004年、2004～2007年、計4.8億円）
• 自動車裾野産業人材育成（2006年～2011年、3.0億円）
・（非ODA）泰日工業大学設立（盤谷日本人商工会議所等の支援、2006年）

■円借款
（億円）

■技協（億円）
20

10

0

（認可件数） （百万ドル）

チョンブリ県（左軸）

ラヨン県（左軸）

チャチュンサオ県（左軸）

東部臨海３県で日本企業
の進出（認可件数）が急増

タイ全土への
日本企業の
直接投資額
（右軸）

東部臨海地域での生産開始

1987年：三菱

1989年：トヨタ

1994年：いすゞ

1998年：マツダ

タイにおける
生産開始

1966年：いすゞ

1964年：トヨタ

1962年：日産

技術協力による工学系人材育成など（タイ全国）

ＯＤＡとＦＤＩ：タイ東部臨海地域の開発

●1980年代前半～後半、東部臨海地域の開発計画策定に係る技術協力を実施。
●策定した計画を基に、1980年代～1990年代に港湾開発（479.4億円）、道路建設（723.4億円）、導送水管（工業用水） 敷設

（204.6億円）、工業団地造成（91.3億円）等に係る円借款を供与。
●1980年代後半より、同地域に対する日本の直接投資額が急増。

参考： 全国GDPに占める東部臨海3県の割合の増加

●1995年から2010年でタイ全国
GDPは2.56倍へと増加。

●その間東部臨海３県のGDPは
3.81倍増加。全国GDPのシェア
も 9.87％から14.67％へと増加。

（備考）ＪＩＣＡ、ＪＥＴＲＯ、日本総研、タイ国家経済社会開発庁公表資料より財務省作成。
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事業概略図

触媒としてのＯＤＡ①：バンコク大量輸送網整備事業（パープルライン）

総事業費：約2,100億円（うち円借款：790億円）

事業概要

●バンコク首都圏における大量輸送網（パープルライン）を整
備する事業。円借款（借款供与総額：790億円）支援により、
タオプーン～バンヤイ間において、いわゆる下物（高架、駅
舎、軌道、車両基地等）を整備。日本企業では東急建設が
一部受注。

●円借款対象外事業では、丸紅・東芝・ＪＲ東日本が10年間
の維持管理契約等を受注。

＜下物（土木事業） ＞

ＪＩＣＡ

タイ高速度
交通公社
（ＭＲＴＡ）

土木工事事業者
①高架
②車両基地
③軌道
（①は一部東急建設
が受注）

バンコクメトロ社
（ＢＭＣＬ）

（民間企業）

共同事業体（注）
（丸紅・東芝・ＪＲ東
日本）

＜上物（鉄道システム等） ＞

バンコク大量輸送網整備事業（パープルライン）の例

ＯＤＡでは、民間部門の技術や資金を開発途上国の課題解決に役立てつつ、経済活力を拡大するた
めに触媒機能の発揮が期待。

円借款

コンセッション契約（25年）
（運賃収入リスクはＭＲＴＡ）

①鉄道システム整備
②運行
③維持管理

鉄道システム
維持管理事業
（10年）の契約

（注）鉄道システムは丸紅・東芝のＪＶが受注し、ＪＲ東日
本の子会社（総合車両製作所）が車両を納入、維持管理
契約は丸紅・東芝・ＪＲ東日本のＪＶが受注。
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触媒としてのＯＤＡ②：

事業概要

＜下物（土木事業） ＞ ＜下物（土木事業） ＞

ミャンマー・ティラワ経済特区開発（ＳＥＺ）支援

ミャンマー
政府

現地企業
等出資会社

事業概略図

ＪＩＣＡ
三菱商事・丸紅・住友商事

の共同出資会社

円借款・
技術協力等

・電力・水道・道路整備、
・ＳＥＺ管理委員会能力

向上 等の支援

海外投融資

Myanmar Japan Thilawa
Development Ltd.

日本側49％出資
（うちＪＩＣＡ10％出資）

ミャンマー側51％出資

入居企業

ティラワＳＥＺ

工業団地開発等 土地リース等

事業・運営権対応型無償資金協力

●民間企業が関与して施設建設から運営・維持管理まで
を包括的に実施する公共事業に無償資金協力を行う
ことを通じ、日本企業の事業権・運営権の獲得を促進
し，我が国の優れた技術・ノウハウを途上国の開発に
役立てることが目的。

●開発途上国が実施するインフラ事業のうち、商業資金
のみではファイナンスが困難な場合に、当該事業に必
要な施設・機材・その他サービスに必要な資金を供与
する。資金は途上国政府を通じ、事業を担う特別目的
会社等に支払われる。

スキーム概要

●2012年12月に日・ミャンマー両政府間でティラワＳＥＺ
を協力して開発することについて覚書締結。以降、ＪＩ
ＣＡは下記の経済協力を実施。
・2013年６月：周辺港湾・電力等整備事業への円借款（200億円）
・2014年４月：Myanmar Japan Thilawa Development Ltdへ出資

承諾（海外投融資）
・2014年９月：周辺道路・水道等整備事業への円借款（282億円）

ＳＥＺ管理委員会能力向上支援（技協：3.4億円）
・2015年４月：港湾電子情報処理システム整備（無償：17.2億円）
・2015年６月：周辺港湾・電力等整備事業への円借款（148億円）

●現在、６３社が当該特区に進出（うち日本企業３３社
（2016年9月末現在））

（上記スキームの事業例）
・ミャンマー「ヤンゴン市無収水削減計画」
・ケニア「ナイロビ市医療・有害廃棄物適正処理施設建設計画」

ミャンマー・ティラワ経済特区開発支援
事業・運営権対応型無償資金協力
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外務省の二国間ODA評価の実施体制・方法

●「事前評価」は、 ３スキーム（無償・技協・有償）共通の評価で、２億円以
上の事業に対して内部評価を行い、特に事業の必要性や予想される事業
効果を確認するとともに、策定した事業計画を検証。

●「事後評価」は、３スキーム（無償・技協・有償）共通の評価で、外部評価
（原則10億円以上の事業を対象・外部評価者が実施）と内部評価（2～10
億円の事業を対象・在外事務所が実施）の2種類があり、いずれも事業完
成後の段階で、総合的な評価を実施。

※無償資金協力は閣議決定ベース
※技術協力は決算額ベース

無償資金協力 技術協力

ＪＩＣＡ実施分 外務省実施分 ＪＩＣＡ

1,182億円 667億円 1,610億円

平成２７年度無償資金協力・技術協力実績

事前評価 事業進捗促進
（モニタリング）

事後評価 フィードバック

事業の実施
前に、妥当性、
計画内容、想
定する効果、
指標などを検
証

案件計画段階で
策定した計画に
基づく定期的なモ
ニタリングを通じ
た事業進捗促進
および事業終了
時点での協力成
果の確認

事業の終了後
に、有効性、イ
ンパクト、効率
性、持続性など
を検証。事後評
価後は教訓・提
言への対応など
を確認

評価結果は、当
該事業の改善の
みならず、類似
の事業の計画・
実施に反映

外務省自身が行う無償資金協力（経済社会開発計画等）の
フォローアップ評価の仕組

●評価においては、

①途上国の経済社会開発への貢献

②供与機材の認知度、継続的需要の創出、

日本企業の海外展開促進

③外交的評価

について、被供与国関係者からのヒアリング等

を通じ、在外公館による評価。

ＪＩＣＡ事業評価におけるＰＤＣＡサイクル
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●当審議会の建議を踏まえ、外務省において、分担金・義務的拠出金、任意拠出金を拠出する全ての国際機関等
を対象としてA～Dの４段階評価を行い、結果を公表。

●評価の基準
① 当該機関等の専門分野における影響力・貢献
② 我が国重要外交課題遂行における当該機関等の有用性（意思決定における我が国のプレゼンスを含む）
③ 当該機関等の組織・財政マネジメント
④ 当該機関等における邦人職員の状況
⑤ 我が国拠出の執行管理、PDCAサイクルの確保

●評価の意味
Ａ：期待する成果を超える実績をあげている Ｃ：期待する成果はあげているが、一部改善が必要な部分がある
Ｂ：期待する成果を着実にあげている Ｄ：期待する成果に対する実績が不十分

（注） 分担金・義務的拠出金、任意拠出金について
①分担金：国際機関等の設立条約等により加盟国等が定められた額を義務的に支出するもの。
② 義務的拠出金：国際機関等の設立条約等には直接定められていないが，当該国際機関等の総会決議等により加盟国等が負担を

求められた額を義務的に支出するもの。
③任意拠出金：国際機関等の実施する事業等のうち，我が国が重視する特定国・地域又は特定分野の事業等，我が国が有益と認

め，支援すべきと判断した事業等に対して自発的に支出するもの。

１．評価方法の概要

外務省による国際機関等に対する拠出の評価①

外務省による国際機関等に対する拠出の重点化に向けた取組み：
●2014年10月：日本のＭＯＰＡＮ参加
●2015年８月：「国際機関等に対する拠出の評価（第１回）」の実施
●2016年８月：「国際機関等に対する拠出の評価（第２回）」の実施

外務省の「国際機関等に対する拠出の評価」については、一昨年より取り組みが始まったばかりのこともあり、①個別の評価基準の達成状況と国際
機関の全体の評価との関係や、②同一国際機関の評価の経年変化の理由等の透明性・客観性について、向上の余地あり。

２．評価の課題
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（１） 該当する国際機関等の評価結果の内訳は次のとおり。（2015年8月→2016年8月）

（２） 評価結果のうち７４の任意拠出金について、29年度予算要求に反映（評価の高い機関に対しては重点的に予算

配分）。 ただし、Ｃ評価とされた機関等も、今年度は微増の要求。

３．評価結果と予算要求への反映状況

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 合計

分担金・義務的拠出金 ４ → ８ ５２ → ４０ ８ → １９ ０ → ０ ６４ → ６７

任意拠出金 ２２ → ２２ ３９ → ４７ １２ → ５ ０ → ０ ７３ → ７４

Ａ Ｂ Ｃ 合計

28’要求 29’要求 28’要求 29’要求 28’要求 29’要求 28’要求 29’要求

平均額
10.1

（+21.4%）
11.5

（+48.4%）
1.2

（+0.1%）
2.6

（+15.7%）
0.2

（▲10.1%）
0.1

（0.0%）
3.7

（+16.6%）
5.1

（+35.8%）

総額
222.2

（+21.4%）
253.9

（+48.4%）
47.6

（+0.1%）
123.3

（+15.7%）
2.9

（▲10.1%）
0.7

（0.0%）
272.6

（+16.6.%）
377.8

（+35.8%）

（単位：億円）

外務省による国際機関等に対する拠出の評価②

（注）括弧内の伸び率は、前年度当初予算比。
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外務省在外公館文化事業

「平成25年度『秋のレビュー』」の指摘を踏まえ、外務省では、ＰＤＣＡサイクルに基づく評価の事業
への適切な反映、事業の目的に応じた評価モデルを研究中。

１．平成25年度「秋のレビュー」の指摘事項

適切な成果指標を設定するとともに、個々の事業の評価については、例えば、米国の様々な評価手法を参考にすることや事前
と事後のアンケートは５段階程度にして中央値を評価に含めないこと等の取り組みが必要ではないか。

また、一定の規模以上のイベントについては、参加者等に対し次回開催に向けた寄付を集めることや、次回有料化しても参加
したいかのアンケートを行う等の工夫を検討することが必要ではないか。

２．在外公館文化事業概要

●事業実施後、事業実施報告で公館による評価を義務づけており、総事業件数に対するA評価とB評価となった事業の割合が
９５％となることを成果指標とする。(（A評価＋B評価）/総件数）（注）

●平成27年度評価では、在外公館が実施した約2,300件の文化事業のうち99％の事業がＡまたはＢ評価（注）。

（注）Ａ：効果が特に大、Ｂ：相当の効果あり、Ｃ：効果が少ない、Ｄ：効果がなく今回限り。

３．外務省における評価の現状

「平成25年度『秋のレビュー』」の指摘を踏まえ、外務省では、ＰＤＣＡサイクルに基づく評価の次年度事業への適切な反映、事業
の目的に応じた評価モデルを研究中。

４．評価の現状

外交活動の一環として現地事情を踏まえて、日本文化紹介事業を行い、海外に我が国の多様な魅力を示すことで対日理解の
促進等を図る。

資料Ⅱ－９－12



防衛関係費に係る政府方針

「経済・財政再生計画」（抄）

○ 国の一般歳出については、安倍内閣のこれ

までの取組を基調として、社会保障の高齢化

による増加分を除き、人口減少や賃金・物価

動向等を踏まえつつ、増加を前提とせず歳出

改革に取り組む。

※ 国の一般歳出の水準の目安については、安倍内閣のこれまでの３年

間の取組では一般歳出の総額の実質的な増加が１.６兆円程度となっ

ていること、経済・物価動向等を踏まえ、その基調を2018年度（平

成30年度）まで継続させていくこととする。

○ 防衛力の整備については、「中期防衛力整

備計画」に基づき、効率的に整備する。その

際、ライフサイクルを通じたプロジェクト管

理の強化等の調達改革を進め、費用対効果の

向上を図る。

「経済財政運営と改革の基本方針2015」
（平成27年６月30日閣議決定）

Ⅵ 所要経費

１ この計画の実施に必要な防衛力整備の水準に

係る金額は、平成２５年度価格でおおむね

２４兆６，７００億円程度を目途とする。

２ 本計画期間中、国の他の諸施策との調和を図

りつつ、調達改革等を通じ、一層の効率化・合理

化を徹底した防衛力整備に努め、おおむね

７，０００億円程度の実質的な財源の確保を図り、

本計画の下で実施される各年度の予算の編成に

伴う防衛関係費は、おおむね２３兆９，７００億円

程度の枠内とする。

「中期防衛力整備計画」（抄）
（平成25年12月17日閣議決定）
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防衛関係費の構造

　　　（単位：億円）

29年度 30年度 31年度

 

契　　約 後年度負担　　合計　46,537

24年度
前

金 （Ａ＋Ｂ）

25年度
前

金

Ａ　既定分の

26年度
前

金 　　後年度負担

23,662

27年度
前

金

　　　　Ｂ                                  　

28年度 新規分の後年度負担　 　22,875

③一般物件費

10,692

前金 636

総額
50,541

①人件・糧食費

21,473

後　　年　　度　　負　　担

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 32年度以降

②歳出化経費

18,377

割合
42.5%

36.4%

21.2%

①人件・糧食費： 隊員の給与、退職金、営内での食事など

②歳出化経費 ： 前年度以前の契約に基づき、当年度に支払われる経費（戦車、護衛艦、戦闘機など）

③一般物件費 ： 装備品の修理・油購入等の活動費、基地周辺対策費、在日米軍駐留経費負担など
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17,943 17,984 
18,330 

17,461 
17,002 17,303 

18,476 

17,299 

21,733 

25,623

22,875

25,052

15,000

17,000

19,000

21,000

23,000

25,000

27,000

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度要求

新規後年度負担額の推移

（注1）各年度の新規後年度負担額は一般会計当初予算計上額を記載。なお、東日本復興特別会計については、24年度計上額は59億円、
25年度計上額は376億円、26年度計上額は80億円。

（注２）〔 〕についてはSACO・米軍再編等を除く。
（注３）特定防衛調達分は、27年度分は固定翼哨戒機Ｐ－１、28年度分は哨戒ヘリコプター（ＳＨ－60Ｋ）等、29年度分は輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ）、輸送機

（Ｃ－130Ｒ）のＰＢＬ、ペトリオット・システムの能力向上改修等を含む。

（0.4％） （0.2％）
（1.9％）

（▲4.7％）

（▲2.6％）
（1.8％）

（6.8％）

（▲6.4％）

（25.6％）

（17.9％）

（）は対前年比

（▲10.7％）

（▲0.3％）
17,708

（0.0％）
17,711

（1.5％）
17,972

（▲5.5％）
16,990 （▲2.2％）

16,623

（▲0.5％）
16,540

（8.2％）
17,895

（▲7.7％）
16,517

（17.8％）
19,465

（18.2％）
22,998

（▲9.6％）
20,800

特定防衛調達（長期契約）分 （9.5％）

（10.6％）
22,997
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Ｆ－３５Ａ

陸自ＵＨ－Ｘ
（イメージ）

Ｃ－２

グローバルホーク（滞空型無人機）
（写真は同型機種）

Ｖ－２２ （ティルト・ローター機）
（写真は同型機種）

ＳＭ－３ブロックⅡＡ
（第１次地上発射試験）

中ＳＡＭ（改）
（発射試験）

ＡＡＶ７（水陸両用車）

新艦艇※１

（イメージ）
ＳＨ－６０Ｋ能力向上型

Ｐ－１ 将来戦闘機※２

（図は検討の一例）

※１ 新艦艇：多様な任務への対応能力の向上と船体のコンパクト化を両立させた新たな護衛艦
※２ 将来戦闘機：Ｆ－２戦闘機の後継（検討中）

プロジェクト・マネージャー（ＰＭ）及び統合プロジェクト・チーム（ＩＰＴ）によるプロジェクト管理の実施

プロジェクト管理重点対象装備品

防衛省作成資料
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重点対象装備品の選定にあたっての基準

【プロジェクト管理重点対象装備品等の候補の選定基準】

⑴ 構想段階及び研究・開発段階の経費が３００億円以上

⑵ 量産・配備段階の経費が２０００億円以上

⑶ ライフサイクルコストが３０００億円以上

「プロジェクト管理における対象装備品等の選定等について」（平成27年10月21日 防衛装備庁通達）

プロジェクト管理重点対象装備品等の候補とした装備品等について、次の各号に掲げる要素を考慮し、装
備取得委員会の審議を踏まえ、防衛大臣の承認を得て、プロジェクト管理重点対象装備品等に選定するこ
とができる。

（１） 統合運用上の観点から、プロジェクト管理重点対象装備品等としてプロジェクト管理を行った
方がより効果的かつ効率的な装備品等の取得が図られること

（２）技術的な成熟度、国際共同開発・生産、防衛生産・技術基盤の維持・強化の観点その他装備
品等を取り巻く事情に鑑み、当該装備品等の取得において特段の配慮が必要なこと

【プロジェクト管理重点対象装備品等の選定】
「装備品等のプロジェクト管理に関する訓令」（平成27年10月１日 防衛省訓令第35号）
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プロジェクト管理における事業見直し基準

重要な不履行 クリティカルな不履行

現行基準見積比 １５%上昇 ２５%上昇

当初基準見積比 ３０%上昇 ５０%上昇

見直しのタイミング ４半期毎

取るべきアクション ○ ４５日以内に、計画の変更の内容やその原因等の必要事項を記
載した不履行通知書及び当該４半期の取得計画報告を議会（下院）
に提出

○ コスト上昇の根本原因分析を実施し、事業を継続する場合、６０日以内に、
国防長官から議会（下院）へ同分析を提出するとともに、以下を証明し、承認の
可否を問う
・安全保障上の不可欠性
・事業のコスト増を賄う他の事業より優先順位が高いことの証明
・コスト・コントロールを実施する枠組み 等

継続の要件 － ○ 議会（下院）の承認が必要

日本：装備品等のプロジェクト管理に関する訓令（H27.10.1付 防衛大臣訓令）

取得戦略計画の見直し等について（H28.4.8付 防衛装備庁長官通達）

現行基準見積比 １５％上昇 ２５％上昇

当初基準見積比 ３０％上昇 ５０％上昇

見直しのタイミング 原則として年度毎（訓令§１５②）

取るべきアクション

○ 防衛装備庁長官は、取得戦略計画の見直しについて、関係局長
及び関係幕僚長等と調整を行う（通達§３①）

○取得戦略計画の重要な事項に変更を及ぼすような見直しを行う場
合は、装備取得委員会の審議を踏まえ、防衛大臣への報告又は承
認が必要（訓令§16②）

○ 防衛装備庁長官は、取得プログラムを中止することが適当と認めるか否かに
ついての防衛大臣の判断に資するため、関係局長及び関係幕僚長等と調整を
行い、取得プログラムの継続の必要性について検討する（通達§３②）

継続の要件 －
○ 防衛大臣は、当該取得プログラムを中止することが適当と認める

ときは、その中止を命じる（訓令§17）

米国：国防授権法（National Defense Authorization Act）の改正事項（ナン＝マッカーディー条項）

（出典）米国防省HPから作成
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期間費用

期間工数
加工費率＝

一般管理及び販売費

売上原価
ＧＣ率 ＝

標準利益率

× 事業特性調整係数

× 契約履行難易度調整係数

利益率＝

経営資本 × 標準金利

期間総原価

利子率＝
※ 標準利益率は、統計資料により製造業企業が得られる利益

を平均したもの。
事業特性調整係数は、装備品製造のために大型の設備保有

が必要な場合、資産が膨らみ資本回転率が悪くなる傾向があ
る。そのため、防衛産業の特性を利益率に反映。
契約履行難易度調整係数は、契約履行上の難易度を考慮す

るもの（２５年度から契約金額を上限とする原価監査付契約
において契約履行難易度調整の枠組みで付加リスク料率を加
算）。

※ 期間費用は、年間の加工に関係する
人件費や間接的な経費の総額であり、
期間工数は、対応する期間の総作業時
間のこと。

※ 経営資本は、総資産のうち経営目的に
直接関係するもの。
標準金利は、統計資料による短期、長

期、社債等に係る金利を平均したもの
（製造業企業の標準的な資金調達手段な
どを考慮）。

※ 一般管理及び販売費は、年間の本社
の経費（人件費、販売活動にかかる費
用）のこと。

原価計算方式の計算構成について

➣ 原価計算方式は、市場価格がない場合に（原則は市場価格方式）、構成要素ごとに積み上げた製造原価に利益等
を付加して計算価格を算出する方式のこと。

直接材料費

直接経費

加工費
（工数×加工費率）

製造原価
直接労務費

製造間接費

一般管理及び販売費（GC）

（製造原価×ＧＣ率）

総原価

利益（P）
（総原価×利益率）

利子（I）
（総原価×利子率）

梱包輸送費等

計算価格

（計算価格の範囲内で予
定価格を設定。）

防衛省作成資料
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